
事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
地域の商工会・商工会議所等がｺｰﾃﾞｨﾈｰﾄ機能を発揮して、中小企業単独ではできない労働環
境の整備や職場定着の促進などの勤労者の福祉の向上に共同で取り組む事業を支援するた
め、引き続き実施する。

□凍結(休止) □延長 □終期設定

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
大企業に比べ相対的に人材確保が難しい中小企業における労働環境の整備
や職場定着の促進、人材育成などの取組を支援する必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

各補助対象者が外部有識者等からなる審査委員会による審査を行うなど、
事業の効率的支援を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業実施団体数、参加従業員数は、平成28年度は目標を達成する見込みで
あり、事業は有効に実施されている。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

参加従業員数 6,000人 毎年度
5,036人 6,000人 6,000人

83.9% 100.0% 100.0%
(9 千円) (8 千円) (8 千円)

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

事業実施団体数 30件 毎年度
29件 30件 30件

96.7% 100.0% 100.0%
(1,606 千円) (1,554 千円) (1,554 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

46,587 千円 46,619 千円 46,623 千円

45,000 千円 45,000 千円 45,000 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

事 業 目的
中小企業の、①働きやすい労働条件の整備、②職場の安全・安心の確保の向上、③人材の育成・
確保を図る。

事 業 内容

　地域の商工会・商工会議所等がコーディネート機能を発揮して、地域の中小企業における人材
の確保と職場定着の促進を図るなど、勤労者の福祉の向上に共同で取り組む事業を支援
　○補助対象
   ・より働きやすい労働条件の整備
   ・職場の安全・安心の確保向上
　 ・企業ボランティア活動等の社会貢献事業
　○事業規模
   ・商工会議所連合会30百万円を限度
   ・商工会連合会15百万円を限度
　○事業主体
　　商工会連合会、商工会議所連合会、商工会または商工会議所

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 45,000 千円 45,000 千円 45,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税)

施 策 体系 人と人のつながりで自立と安心を育む
所管課班 労政福祉課勤労者福祉班

施  策  名 ワーク・ライフ・バランスに配慮した働きやすい環境づくり

事 業 名 労働環境対策事業（平成20年度～） 連 絡 先 078-362-3362



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
離職者の生活の安定と求職活動に専念する機会の確保及び再就職の支援を図るため、継続実施
する。

□凍結(休止) □延長 □終期設定

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
求職中の非自発的離職者は、収入がなく生活資金に困窮している反面、生活費融資
は、民間金融機関では担保不足から融資を受けられないか、高金利の融資が行われ
る可能性があり、公共による低利融資の供給が必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

県内１４ヶ所の店舗網を持ち、貸付審査・債権回収に関する専門知識とノウハウを
有する近畿労働金庫への協調倍率方式による預託により、効率的に実施されてい
る。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

本事業は、セーフティネットとして一定の融資枠を確保しており、H29年度も経済・
雇用の情勢を勘案した融資を継続する。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

ｾｰﾌﾃｨﾈｯﾄとしての融資
枠の確保

融資枠の確保 毎年度
4件 3件 融資枠の

100% 100% 100%
(1,103 千円) (6,964 千円) 確保

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

4,410 千円 20,893 千円 19,838 千円

2,731 千円 16,118 千円 15,346 千円

一般財源 92 千円 3,156 千円 2,869 千円

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

事業目的
県内に居住する労働者が離職を余儀なくされた場合に、求職活動中に必要な資金の融資を行うことにより､
労働者の生活の安定と求職活動に専念する機会の確保及び再就職の支援を図る。

事業内容

以下の４制度を設定し、離職者向け融資を実施

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 2,823 千円 19,274 千円 18,215 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(償還金)

施策体系 兵庫らしい健康で充実した生涯を送れる社会を実現する
所管課班 労政福祉課勤労者福祉班

施  策  名 それぞれのライフステージに応じた再就業への支援

事 業 名 離職者生活安定支援事業（昭和53年度～） 連 絡 先 078-362-3362

資 金 名 称 資　金　使　途 限度額 利率 償還期間 連帯保証人

一般生活資金 本人及び世帯員の日常生活に必要な資金 100万円 ５年以内 １人以上

臨時生活資金
本人又は世帯員の医療費、冠婚葬祭費、
教育費等の臨時的な生活資金

30万円 ２年５ヶ月以内 １人以上

緊急特別資金 本人及び世帯員の日常生活に必要な資金 50万円 ２年５ヶ月以内 不要

再就職支援資金
再就職に向けたスキルアップ（技能向上）
に必要とされる資金

100万円 ５年以内 １人以上

1.0%

資 金 名 称 資　金　使　途 限度額 利率 償還期間 連帯保証人

一般生活資金 本人及び世帯員の日常生活に必要な資金 100万円 ５年以内 １人以上

臨時生活資金
本人又は世帯員の医療費、冠婚葬祭費、
教育費等の臨時的な生活資金

30万円 ２年５ヶ月以内 １人以上

緊急特別資金 本人及び世帯員の日常生活に必要な資金 50万円 ２年５ヶ月以内 不要

再就職支援資金
再就職に向けたスキルアップ（技能向上）
に必要とされる資金

100万円 ５年以内 １人以上

1.0%



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

雇用情勢を踏まえ、引き続き実施する。

□凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・職業能力開発促進法第15条により、都道府県は、労働者が多様な職業訓練を
受けること等により職業能力の開発及び向上を図ることができるように、その
機会の確保に配慮するよう求められている。
・産業構造や雇用形態の変化等に伴う求人・求職のミスマッチに対処し、離職
者等に対する円滑な労働移動、早期就職への支援が求められる。
・母子家庭の母等への再就職支援に対応した職業訓練が必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・経費の大部分を占めるのは、国から委託による訓練実施経費である。訓練
コースの内容による定員、期間の増減等に伴い委託料は増減する。
・委託料単価（上限）は厚生労働省より示されており、適正に実施している。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

100.0%

100.0%
(就職率:65%) (388 千円) (529 千円) (517 千円)

・求職者に対し訓練機会を提供することで就職に繋がっており、再就職の促進
に有効に寄与している。
・景気回復に伴い就職が好調であることから、応募者数、入校者数が低迷傾向
にある。

(335 千円)

就職者数

2,010人

毎年度

1,731人 2,010人 2,010人

86.1% 100.0%

訓練受講者数

3,100人

毎年度

2,433人 3,100人 3,100人

78.5% 100.0%

(H25計画値) (276 千円) (343 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

671,056 千円 1,063,133 千円 1,038,487 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 246 千円 238 千円 240 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事業目的
　離転職者、再就職を目指す者等を対象に、民間教育訓練機関に委託して多様な職業訓練を実施し、
早期の再就職を支援する。

事業内容

　民間教育訓練機関等に委託し、利便性の高い場所で多様な分野の職業訓練を実施。離転職者や若年
者等に職業能力開発の機会を確保し、早期再就職を支援

　○訓練対象者：公共職業安定所に求職申込みを行っている求職者
　   　　　　　（離転職者、新規学卒者、若者、再就職をめざす者など）
　○訓練分野　：介護福祉士養成、保育士養成等の資格取得、介護・福祉分野、事務・経理等
  ○期　　間　：2か月～2年間

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 667,088 千円 1,059,086 千円 1,034,430 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 666,842 千円 1,058,848 千円 1,034,190 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施策体系 兵庫らしい健康で充実した生涯を送れる社会を実現する
所管課班 能力開発課公共訓練班

施  策  名 それぞれのライフステージに応じた再就業への支援

事 業 名 離職者等再就職訓練事業（平成10年度～） 連 絡 先 078-362-3367



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　教育委員会等関連の機関と連携を図りながら、職業教育の一環として、本格的なものづく
り体験の機会と場を提供していく。

□凍結(休止) □延長 □終期設定

100.0%
(805 千円) (673 千円) (701 千円)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　産業としてのものづくりの魅力、奥深さを伝え、将来の進路の一つとし
てものづくりの現場で働くということの意義を体得してもらうための効果
的な事業である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　開館から4年が経過し、一定のPR効果が認められること、運営ノウハウ
が蓄積されたこと等より、より効果的な事業展開とするため、平成29年度
から広報費、補助スタッフ等の縮減を図り、総コストを削減している。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　全ての指標において目標を達成しており、事業は有効に実施されてい
る。

ものづくり体験講座実
施数

100企画 毎年度
115企画 110企画 100企画

115.0% 110.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

ものづくり体験学習参
加生徒数

10,000人
毎年度

13,776人 13,663人 13,000人
137.8% 136.6% 130.0%

(100人/校) (7 千円) (5 千円) (5 千円)

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

ものづくり体験館で体
験活動を行う中学校数

100校 毎年度
108 校 104校 100校

108.0% 104.0% 100.0%
(857 千円) (712 千円) (701 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

92,568 千円 74,084 千円 70,133 千円

14,160 千円 0 千円 0 千円

一般財源 74,440 千円 70,037 千円 16,519 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事 業 目的
　近年、若年層を中心にものづくり離れが顕著になる中、将来の進路を考える上で重要な時期で
ある中学生等に対し、一流の指導者による本格的なものづくり体験を実施することにより、将来
の兵庫のものづくり産業を支える人材の安定的な育成を図る。

事 業 内容

① 中学生を対象としたものづくり体験学習
　 ひょうごの匠、企業OB等の熟練技能者によるプロの技の実演と体験指導の実施
　（100校程度）
② 小中学生等を対象とした体験講座
　 ものづくりに興味を持つ小中学生向けのテーマ別体験講座等を休日を中心に実施
　（100回程度）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 88,600 千円 70,037 千円 66,076 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 49,557 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(緊急雇用就業機会創出棟事業基金繰入金)

施 策 体系 次代を支え挑戦する人を創る
所管課班 能力開発課公共訓練班

施  策  名 青少年のものづくり人材の育成

事 業 名 ものづくり体験館体験事業（平成24年度～） 連 絡 先 078-362-3367



事務事業評価資料

事 業 名 新事業創出支援事業（平成12年度～） 連 絡 先 078-362-4157

事 業 目的
新事業の創出を加速するため、新事業支援機関等が実施する事業との連携を強化し、支援体制の
円滑な推進を図る。

施 策 体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課新産業創造班

施  策  名 次世代製品の創出への支援

事 業 内容

①ビジネスマッチング事業（ひょうご・神戸チャレンジマーケット）
　○内　容　参加企業を公募し、「ひょうご・神戸チャレンジマーケット運営委員会」におい
　　　　　　て企業を選定。資金調達や販路開拓等、企業が望む提携形態に応じて金融機関、
　　　　　　商社、関連業界企業との商談会等を実施
　○対象数　20社程度（目的別に、前期・後期の各２日間に分けて実施）
　○体　制　民間出向者１名（チャレンジマーケットコーディネーター）
②新事業創出支援体制連携強化事業の実施
　○創業・経営セミナーの開催
　○新事業支援機関等との連絡調整
　○起業家支援ポータルサイトの運営
　○パンフレットの作成・配布などの広報活動

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 9,822 千円 9,537 千円 9,666 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(貸付金　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

0 千円

一般財源 9,822 千円 9,537 千円 9,666 千円

0.8人

6,348 千円 6,474 千円 6,491 千円

0.8人

16,170 千円 16,011 千円 16,157 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

(572 千円) (647 千円)

①ひょうご・神戸チャ
レンジマーケット発表
企業数

25 件

毎年度

27件 28件 25件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

111.3% 100.0% 100.0%
※事業開始10年の
累計成約率を基準

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
チャレンジマーケット発表企業の成約率は、H12年度からの累計でも30％
を超えており、着実な成果をあげている。

事業コストに対する評価、
見直し状況

指標１単位あたりのコストに変動はあるが、チャレンジマーケットへの参
加人数が増加するなどの成果もでており、効率的な実施が図られている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

②ひょうご・神戸チャレンジ
マーケット発表企業数の累計
成約率

30.0%
毎年度 33.4% 30.0% 30.0%

事業目的の
達成度を
示す指標

指標名

起業家等の資金調達や販路開拓に一定の成果がある。今後も事業のPRを行
い、目標達成に努める。

108.0% 112.0% 100.0%※ひょうご経済・雇
用活性化プラン目標
値

(599 千円)

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明 開業率の向上を図り、新事業の創出を推進するため、引き続き実施する。



事務事業評価資料

事 業 名 新事業創出支援貸付事業（平成20年度～） 連 絡 先 078-362-4157

事 業 目的
研究機関や企業が有する技術等の知的資源を有効に活用し、中小企業等が取り組む新製品開発
や、情報・サービス産業における新規事業開拓への取組みを無利子貸付により支援し、新産業や
新事業の創出・育成を図る。

施 策 体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課新産業創造班

施  策  名 次世代製品の創出への支援

事 業 内容

 ※ H29年度より貸付限度額を変更
　  IT活用ビジネス、ものづくり　30,000千円→15,000千円
　  産学連携・事業連携　　　　　50,000千円→30,000千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 199,640 千円 202,244 千円 202,985 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他（貸付金） 197,630 千円 200,000 千円

人件費②
従事人員 0.7人 従事人員 0.7人 従事人員

200,000 千円

一般財源 2,010 千円 2,244 千円 2,985 千円

0.7人

5,555 千円 5,665 千円 5,680 千円

0.7人

205,195 千円 207,909 千円 208,665 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.7人 従事人員 0.7人 従事人員

(20,791 千円) (26,084 千円)
①新規貸付件数

8件
毎年度

17 件 10 件 8 件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

80.6% 100.0% 100.0%※事業開始5年間の商
品化率を上回るよう
設定

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

本県経済の活力を維持・向上するためには、新産業・新事業の創出・育成
が不可欠であり、経営基盤の弱いベンチャー・中小企業がリスクの高い実
用化開発に取り組むためには、当該事業による資金支援が必要かつ有効で
ある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

貸付状況により年度ごとのコストに変動があるが、貸付資金以外のコスト
を少なく抑えており、効率的に実施できている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

②実用化開発された商
品化率

80.0%

毎年度 64.5% 80.0% 80.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

申請件数が増加しており、貸付件数は達成見込み。

212.5% 125.0% 100.0%※ひょうご経済・雇
用活性化プラン目標
値

(12,071 千円)

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明
企業が行う実用化に向けた研究開発や情報・サービス産業における新規事業開発を支援する
ため、引き続き実施する。

区　分 生活・サービス産業創出 IT活用ビジネス ものづくり 産学連携・事業連携

対象者
生活・サービス産業（製造業除
く）における新規事業開発に取り

組む中小企業者等

IT技術を活用した新規事業開発
に取り組む中小企業者等

ものづくり産業における新規事
業開発に取り組む中小企業者

等

産学連携、事業連携により新規
事業開発に取り組む企業等

限度額 4,000千円 15,000千円 15,000千円 30,000千円

利　率

貸付割合

貸付期間

保証人

無利子

対象経費の70％以内

5年6か月、期限一括償還

不　要
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□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充 □継続

説 明
起業・創業への機運醸成と、地域創生につながるクリエイティブな事業を創出するため、事業
を継続実施する。29年度からは、増加する空き家を活用した起業の支援も強化していく。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
起業・創業の更なる促進を図り地域経済の活性化を図るため、先導事例と
なるクリエイティブな起業を支援することは有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

創業支援機関や大学等を含めた既存のネットワークも活用しながら、効果
的・効率的な事業運営に努めている。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

応募件数も多く、順調に実施できている。今後も目標達成を継続できるよ
う事業PR等に努めていく。

― 100.0% 100.0%
(3,550 千円) (3,240 千円)

②しごと創出数

10人

毎年度 ― 10人

①補助件数 5件 毎年度 ―
5件 5件

10人 ― 100.0% 100.0%
※①×雇用者2人(≒
H24経済ｾﾝｻｽによる1
個人事業所当たり雇
用者数)

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.4人

0 千円 17,749 千円 16,202 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額は、H27.2月補正による前倒し分

14,512千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.4人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.4人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 14,512 千円 6,478 千円

0.4人

0 千円 3,237 千円 3,246 千円

事 業 内 容

　新たな市場を果敢に切り拓く若手起業家等によるクリエイティブなものづくりやビジネスを創出
していくため、有望なビジネスプランであると選定された者に対し、事業の立ち上げ経費の一部を
補助

①補助内容
　○補助対象経費：起業にかかる経費（事務所開設費、初度備品費等）
　　　　　　　　　研究開発にかかる経費（試作・開発費、人件費等）
　○(拡)補助限度額：2,000千円※平成29年度より、空き家を活用する場合、別途1,000千円
　　　　　　　　・起業にかかる経費：1,000千円
　　　　　　　　・研究開発にかかる経費：1,000千円
　○補助率：１／２
　○補助予定件数：５件

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 14,512 千円 12,956 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 6,478 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
若者定着・還流プロジェクト
⑦クリエイティブ起業創出事業（平成28年度～）

連 絡 先 078-362-4157

事 業 目 的
　女性起業家やシニア起業家、UJIターン起業家への支援策により、本県における起業・創業への
機運が着実に高まりつつあることから、創造性や技術、技能により新たな価値と市場を生み出すク
リエイティブ起業の創出を図る。

施 策 体 系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課新産業創造班

施  策  名 次世代製品の創出への支援
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事 業 名
若者等の就業・起業支援
②「起業プラザひょうご」設置運営事業(平成29年度～)

連 絡 先 078-362-4157

事 業 目 的
次世代産業分野への進出や新規創業に取り組む起業家の育成のため、起業・創業の拠点施設を設置
し、新事業の創出を促進する。

施 策 体 系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課新産業創造班

施  策  名 次世代製品の創出への支援

事 業 内 容

　若者等による起業・創業を支援するため、スモールオフィス等の起業の場や交流機能を備えた起
業・創業の拠点施設を三宮駅前（ひょうご産業活性化センター跡地）に設置。
（施設概要）
　○場　　所：神戸市中央区雲井通５－３－１　サンパル６階（延べ床面積 835㎡）
　○開設時間：12時～20時（オフィスエリア：10時～22時）
　○主な設備：スモールオフィス、ワーキングデスク、コワーキングスペース、
　　　　　　　交流スペース、セミナールーム、ミーティングルーム、ライブラリー
　○開設時期：平成29年10月頃
　○利用料金：基本会員　　　　　5,000円／月　※学生等減免措置あり
　　　　　　　ワーキングデスク　5,000円／月
　　　　　　　スモールオフィス　2,000円／㎡・月

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 0 千円 44,552 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 22,275 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 22,277 千円

0.4人

0 千円 0 千円 3,246 千円

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.4人

0 千円 0 千円 47,798 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

(0 千円) (0 千円) (1,912 千円)
会員数

25人
50人

H29
H30

－ － 25人

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
起業・創業の更なる促進により地域経済の活性化を図るため、若者等が交
流し、起業する場を提供することは有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

ひょうご産業活性化センター跡地を活用し、初期整備費を低廉に抑えると
ともに、利用料を徴収しつつ効率的・効果的な事業運用に努める。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業開始年度であり、既存起業家支援事業と連携しながら、一体的に起業
家の育成に取り組み、目標達成に努める。

－ － 100%
(0 千円) (0 千円) (9,560 千円)

起業者数
5人
10人

H29
H30･31

－ － 5人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

－ － 100%

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充

説 明
起業家の交流や働く場の提供により、起業を志す若者等を支援し、県内の起業を促進する。
三宮駅前再開発によるサンパルビル閉館のため、平成31年度末までの実施予定。
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□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続

説 明
「ふるさと投資」による資金調達方法を普及させるとともに、県内中小企業によるふるさと
意識を育む商品開発や地域の元気づくりに資する新事業展開を推進するため、引き続き実施
する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・地域が誇る技術力に優れたオンリーワン企業の多くは財政基盤やPR力が
脆弱であり、銀行融資や投資といった従来の手法だけでなく、県民参加型
の自立的な成長支援のあり方が求められている。
・新たな投資手法である「ふるさと投資」の導入支援により、資金調達と
同時に潜在顧客（応援者）の開拓・形成にもつながるなど、中小企業の商
品開発、新事業展開推進に有効な事業である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・成長可能性を有する新しい資金調達方法を導入・普及させる事業を低コ
ストで効率的に実施しており、継続が妥当である。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・概ね目標を達成できており、今後も優良案件の発掘に努めながら目標達
成に向けて取り組む。

115.6% 100.0% 100.0%②資金調達成功率 80.0% 毎年度 92.5% 80.0% 80.0%

110.0% 100.0% 100.0%
(1,433 千円) (1,683 千円) (1,280 千円)

①ファンド組成件数 10件 毎年度
11件 10件 10件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.5人

15,758 千円 16,827 千円 12,791 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

0 千円

一般財源 7,822 千円 8,734 千円 4,367 千円

0.5人

7,936 千円 8,093 千円 4,057 千円

事業内容

①　実施方法
　　特色ある地場産品等を活用した事業等を「キラリひょうごプロジェクト」として選定し、
　その魅力を県内外に情報発信するとともに、「ふるさと投資」を活用した小口投資手法の
　活用を支援

②　事業の流れ

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 7,822 千円 8,734 千円 8,734 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 4,367 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
中小企業の販売力の強化
②ひょうごふるさと応援・成長支援事業（平成26年度～）

連 絡 先 078-362-4157

事業目的
インターネットを活用した投資型クラウド・ファンディングの手法を用いた「ふるさと投資」に
より資金調達及び応援者（潜在顧客）の開拓・形成の促進とともに、県内中小企業によるふるさ
と意識を育む商品開発や地域の元気づくりに資する新事業展開を推進

施策体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課新産業創造班

施  策  名 次世代製品の創出への支援

「キラリひょうごプ
ロジェクト」の選定
（10件程度）

・個別に小口投資用
ファンドを組成
・インターネット等
でPR

賛同・共感を基に企
業が県民等から、直
接、資金調達

・ふるさと意識を育
む商品開発
・地域の元気づくり
に資する新事業展開

※ふるさと投資・・・地域資源の活用やブランド化など、地方創生等の地域活性化に資する取組みを支えるさまざまな事業に対するクラウド・ファン

ディング等の手法を用いた小口投資であって、地域の自治体や地域づくり団体の活動と調和が図られたもの（内閣府地方創生推進室の定義）

「キラリひょうごプ
ロジェクト」の選定
（10件程度）

・個別に小口投資用
ファンドを組成
・インターネット等
でPR

賛同・共感を基に企
業が県民等から、直
接、資金調達

・ふるさと意識を育
む商品開発
・地域の元気づくり
に資する新事業展開

※ふるさと投資・・・地域資源の活用やブランド化など、地方創生等の地域活性化に資する取組みを支えるさまざまな事業に対するクラウド・ファン

ディング等の手法を用いた小口投資であって、地域の自治体や地域づくり団体の活動と調和が図られたもの（内閣府地方創生推進室の定義）



事務事業評価資料

事 業 名 次世代成長産業育成支援事業（平成17年度～） 連 絡 先 078-362-4159

事 業 目 的
先端技術分野を重点に、ものづくり支援センターに支援人材を配置し、中小企業等の研究開発を支
援する。

施 策 体 系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 工業振興課ものづくり支援班

施  策  名 ものづくり産業の技術開発、製品開発支援

事 業 内 容

県下３箇所（神戸・阪神・播磨）に兵庫ものづくり支援センターを設置し、支援人材による中小企
業の共同研究のコーディネートや技術指導等を実施

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 25,691 千円 25,758 千円 25,888 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

0 千円

一般財源 25,691 千円 25,758 千円 25,888 千円

0.3人

2,381 千円 2,428 千円 2,434 千円

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.3人

28,072 千円 28,186 千円 28,322 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

(802 千円) (881 千円) (944 千円)

コーディネート・共同
研究開発件数

        30件
        30件
        30件
※直近３年間
の平均値を基
本とする

H27
H28
H29

35件 32件 30件

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

経営基盤が脆弱な中小企業等が先端技術分野の研究開発を単独で実施するのは限
界がある。支援人材を介した共同研究コーディネートにより、産学官連携による
新たな共同研究開発が進められる一方、技術相談・技術指導は毎月一定件数の実
績があり、中小企業の技術課題解決に役立っている。

事業コストに対する評価、
見直し状況

指標１単位あたりのコストに変動はあるものの、コーディネーターの配置につい
ては、事業実施に必要な最小限の人員に限定するなど効果的・効率的な体制整備
を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

平成28年度のコーディネート・共同研究開発件数は目標値を上回る見込みであ
り、引き続き目標値を上回る活動を図る。

116.7% 102.6% 100.0%
(10 千円) (11 千円) (11 千円)

ものづくり支援セン
ター利用件数

     2,500件
     2,500件
     2,500件
※直近３年間
の平均値を基
本とする

H27
H28
H29

2,917件 2,565件 2,500件

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

116.7% 106.7% 100.0%

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

神戸・阪神・播磨の各地域のものづくり支援センターに配置した、総括研究コーディネーター、研究
コーディネーター及び技術コーディネーターが産学官連携による共同研究や先端共同利用機器を活用
した中小企業等への技術指導・相談等を実施し、中小企業の技術開発・製品開発を支援するととも
に、先端技術分野を重点に次世代成長産業の育成を行う。

神戸
(工技センター内)

阪神
(近畿高エネ研内)

播磨
(姫路商工会議所内)

産学官連携コーディネーター

総括研究コーディネーター １人 － －

研究コーディネーター － １人 １人

技術コーディネーター １人 １人 －

本部
(公財)新産業創造研究機構(NIRO)
(兵庫ものづくり支援センター本部)

人
員

兵庫ものづくり支援センター
（設置場所）

２人(NIRO)



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

地域経済の発展と活力の源泉である中小企業の自助努力を支援し、多様で活力ある成長発
展を促すために当該事業の必要性は高いことから、引き続き実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・中小企業の連携による新商品開発や販路開拓等を促進するためには、
マーケット・インの感覚で消費者視点に立ち、技術・サービス・デザイ
ン等の幅広い分野においてビジネスパートナーや事業連携等の可能性を
発掘する異業種交流の取組が有効であることから、本事業による支援が
必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・既存の人員体制の中で、業務改善を図りながら効率的な事業実施に努
めている。
・(公財)ひょうご産業活性化センターの異業種連携相談室・アドバイ
ザーによる助言等を通して事業効果の向上を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・「異業種交流会の支援グループ数」は概ね目標を達成しており、引き
続き事例発表会やセミナー、事例紹介冊子の配布等を通して異業種交流
の取組の普及・啓発を行い、支援対象グループの掘り起しに努める。
・「新商品開発や販路開拓等の目的を達成できた異業種交流グループの
割合」は目標を達成しており、(公財)ひょうご産業活性化センターの助
言等により引き続き支援していく。

□凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

新商品開発や販路開拓
等の目的を達成できた
異業種交流グループの
割合

60% 毎年度 78.0% 60% 60% 130.0% 100.0% 100.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

異業種交流会の支援グ
ループ数（新規採択
数）

40件 毎年度

新規採択36件
(継続分39件)

新規採択38件
(継続分33件)

新規採択40件
(継続分38件) 90.0% 95.0% 100.0%

(918千円) (1,286千円) (1,165千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

68,830 千円 91,288 千円 90,876 千円

64,862 千円 87,241 千円 62,142 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事業目的
中小企業の連携による新商品開発や販路開拓等を促進するため、ビジネスパートナーや事業連
携等の可能性を発掘する異業種交流の取組を支援する。

事業内容

① 異業種交流グループに対する補助
  ○補助対象  県内の商工会議所、商工会、兵庫工業会、兵庫県工業技術振興協議会の会員
　　　　　　　企業を中心に活動する異業種交流グループ
  ○対象事業  新分野進出、新商品・新サービス・新技術開発、販路開拓等をテーマにした
　　　　　　　異業種交流活動
  ○補助期間  ２年以内
  ○補助限度額 １グループ当たり1,500千円（定額、２年間）

② 異業種連携相談室の設置等による支援
 設置場所　(公財)ひょうご産業活性化センター
 事業内容　異業種連携アドバイザーによるビジネス化に向けた助言、各グループに最適な

　　　　　　 専門家や連携企業の紹介、異業種連携を促進するセミナーや交流の場の提供等

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 64,862 千円 87,241 千円 86,819 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 24,677 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税)

施策体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 経営商業課経営支援班

施  策  名 産学・産産連携の促進

事 業 名
ひょうごの地域力・事業力強化プロジェクト
　①異業種交流活性化支援事業（平成26年度～）

連 絡 先 078-362-9184



事務事業評価資料

事 業 名 国際フロンティア産業メッセ2017開催事業（平成13年度～） 連 絡 先 078-362-3054

事業目的
総合産業見本市「国際フロンティア産業メッセ2017」を開催することにより、①出展者・来場者
の交流を通じた新産業創造の促進、②海外進出、海外パートナーづくり等の契機、③産学官連携
による次世代成長産業の育成を図る。

施策体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課情報・産学連携振興班

施  策  名 産学・産産連携の促進

事業内容

次世代の成長産業として注目を集め大きな成長が期待される、医療産業、環境・エネルギー、宇
宙・航空、ロボットビジネスなど分野を中心に、兵庫の先端技術・ものづくりのPRの場として、
総合産業見本市「国際フロンティア産業メッセ2017」を開催

 ①開催時期 平成29年9月7日、8日
 ②開催場所 神戸国際展示場
 ③主    催 国際フロンティア産業メッセ実行委員会
 ④事業内容
　○先端技術展示会（300小間）　先端技術や新産業創出の基盤となる新技術・新製品の展示
　○講演会・セミナー　　　　　　 先端技術動向等に関する基調講演・セミナー等
　○出展企業等プレゼンテーション
　○併催ツアー　　　　　　　　　 スパコンや医療機器等先端技術、先端医療を紹介
　○関連する展示会の同時開催

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費①　 8,000 千円 8,000 千円 8,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

0 千円

一般財源 8,000 千円 8,000 千円 8,000 千円

0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.5人

11,968 千円 12,047 千円 12,057 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

166% 180% 133%
(24 千円) (22 千円) (30 千円)

出展小間数
300小間

※主催社決定の
出展規模

毎年度
499小間 540 小間 400小間

147% 149% 100%
(1 千円) (1 千円) (1 千円)

来場者数
20,000人

※事業実施15回
(H13～H27)平均

毎年度
29,455人 29,875人 20,000人

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
本県が進める次世代成長産業の育成に向け、ＰＲ・販路開拓を行う機会と
して必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

多くの企業や研究機関から出展、来場を確保できており、指標1単位あた
りのコストに変動はあるが、効率的な実施が図られている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

目標を上回る多くの企業、研究機関等が出展、来場しており、商談等のビ
ジネスマッチング、先端技術における技術交流などを促進していく。

88% 75% 100%(4 千円) (4 千円) (4 千円)

※出展者数：
431社

※出展者数：
481社

※出展者数：
400社

出展者の平均マッチ
ング件数

8件
※H26出展者
ｱﾝｹｰﾄを基準

毎年度

7件 6件 8件

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
目標を上回る多くの企業や研究機関等から出展、来場を得ており、事業のニーズが高い。
引き続き実施し、次世代成長産業の育成を図っていく。



事務事業評価資料

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続

説 明
　制度創設後、国等の競争的資金獲得に至った研究プロジェクトも多く、本格的研究開発へ
の移行支援としての役割を着実に果たしてきた。引き続き企業等のニーズは高く、本事業に
代わる類似の制度もないことから、引き続き実施する。

50% 100% 100%※指標作成(H22）の
直近の実績をもとに

設定
毎年度過去5年分の状況調査による新規獲得件数

（事業活用後の件数であり、予算・決算と連動しない）

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・予備的・準備的研究は、研究プロジェクトとして成立するか不透明な段
階であり、初期段階において公共による支援がない場合、新たな研究プロ
ジェクトの立ち上げが困難となる。
・このため、初期段階での研究支援を実施することにより、本格的研究開
発への移行を促進し、県内における成長産業の育成を図る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・研究採択件数により指標１単位あたりコストも変動することから、単純
比較は困難。
・ただし、補助限度額を設定するとともに、外部有識者からなる有識者会
議による意見聴取を実施すること等により、効率的な支援を図っている。

事業活用後の国等の研
究プロジェクトを獲得
した件数

2件

毎年度

1件 2件 2件

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・平成27年度は目標に達しなかったが、同年度採択した全プロジェクト
（12件）が事業終了後も国等への本格的研究開発への移行を目指して研究
を継続しており、一定の成果が期待される。

92% 123% 100%※ひょうご経済・雇
用活性化プラン目標

値
(5,375 千円) (4,353 千円) (5,361 千円)

新規補助事業企業数

13社

毎年度

12社 16社 13社

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

1.0人

64,495 千円 69,653 千円 69,693 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

0 千円

一般財源 56,559 千円 61,560 千円 61,579 千円

1.0人

7,936 千円 8,093 千円 8,114 千円

事業内容

○補助対象者　：産学官連携による共同研究チーム
○対象産業分野：先端医療関連、次世代エネルギー関連、高度技術関連
○補助対象経費：研究（調査、試験分析、試作を含む）に必要な経費
○補助金額　　：（可能性調査・研究）100～1,000千円／課題
　　　　　　　　（応用ステージ研究）1,000～10,000千円／課題

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 56,559 千円 61,560 千円 61,579 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 最先端技術研究(COEプログラム)事業(平成15年度～) 連 絡 先 078-362-3054

事業目的
①産学官連携による共同研究の支援により、成長産業を育成、②立ち上がり期の予備的・準備的
な研究プロジェクトの本格的な研究開発への移行を支援、③先行技術や市場調査を中心とした萌
芽的・準備的なレベルの研究調査を支援を図る

施策体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課情報・産学連携振興班

施  策  名 産学・産産連携の促進



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

企業・大学の産学官連携ニーズに効果的に対応するため、（公財）新産業創造研究機構による
「ひょうご産学官連携コーディネーター協議会」の運営を支援し、大学や研究機関の研究支援
人材の連携強化、企業と研究者のマッチングや競争的資金の獲得支援等に対応するためのスキ
ルアップを図る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・兵庫県における産学官連携のネットワーク形成に中心的役割を果たす事
業であり、必要不可欠である。
・当コーディネーター協議会の運営により、大学、研究機関等のコーディ
ネーター間のネットワークの形成・スキルアップが図られ、具体的な共同
研究・競争的資金の獲得へと繋がることが期待される。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・指標１単位あたりのコストは、概ね同額を維持しており、効率的な事業
実施が図られている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・概ね目標は達成し、協議会参加コーディネーター数については、効果的
なネットワークの構築に当たり、継続して参加コーディネーターの確保を
図っている。

160% 100% 100%※H20～24の最大値を
基に設定 (18 千円) (29 千円) (30 千円)

県内主要大学共同研
究実施件数

400件

毎年度
638件 400件 400件

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

102% 108% 100%
※H23実績120人

を基に設定 (88 千円) (84 千円) (91 千円)

協議会参加コーディ
ネーター数

130人

毎年度
133人 140人 130人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

11,709 千円 11,725 千円 11,882 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 10,915 千円 10,916 千円 5,536 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事 業 内 容

企業・大学の産学官連携ニーズに対応するため、（公財）新産業創造研究機構内に産学官連携推進
員を設置するとともに「ひょうご産学官連携コーディネーター協議会」を運営し、コーディネー
ターの連携強化やスキルアップを支援

①勉強会の開催
　競争的資金獲得などのテーマの勉強会を実施し、コーディネーター等のスキルアップを図る

②ひょうご産学官連携研究会の開催
　「新エネルギー研究会」、「環境・資源・リサイクル研究会」、等の研究会を開催し、
 技術・市場動向の把握や産学のビジネスマッチングの機会設定等を図る

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 10,915 千円 10,916 千円 11,071 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 5,535 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
産学間・産業間連携の強化
②ひょうご産学官連携コーディネーター活動促進事業
（平成２３年度～ ※前事業は平成20年度）

連 絡 先 078-362-3054

事 業 目 的
大学や研究機関の研究支援人材（コーディネーター）のネットワークの構築とともに、企業と研究
者のマッチングや競争的資金獲得支援等に対応するためのスキルアップの支援を図る。

施 策 体 系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課情報・産学連携班

施  策  名 産学・産産連携の促進



事務事業評価資料

事 業 目的
次世代産業（航空機、ロボット、先端医療、環境エネルギー）を担う中小企業の集積を形成す
ることにより、本県の産業競争力を強化する。

施 策 体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課情報・産学連携振興班

施  策  名 成長産業の集積・活動の促進

事 業 名
産学間・産業間連携の強化
①次世代産業分野での企業間連携による成長促進事業
　　　　　　　　　　（平成27年度経済対策補正～）

連 絡 先 078-362-3054

事 業 内容

「ひょうご経済・雇用活性化プラン」で重点分野として掲げている次世代産業分野の成長促進
のため、新規参入等に向けた生産体制の整備に対して支援
　 ○対 象 者　事業化等に向けて他者と連携を行う県内中小企業
　 ○対象分野　次世代産業分野（航空機、ロボット、先端医療、環境ｴﾈﾙｷﾞｰ）
　 ○対象経費　事業化等に向けて県内で行う生産用設備機器等の導入
　 ○補助要件　・次世代産業分野への新規参入等に向けて複数の企業による効果的な連携が
　　　　　　　 　行われていること
　　　　　　　 ・３年以内に新規参入事業で売上を計上する計画をたてること等
　 ○補 助 率　1/3
　 ○補助上限　10,000千円/社
　 ○補助件数　10社

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 100,000 千円 100,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 100,000 千円 50,000 千円

県債 0 千円 0 千円

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円

従事人員 0.5人 従事人員

50,000 千円

0.5人

0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.5人 従事人員

0 千円 4,047 千円 4,057 千円

指標名

― 60.0%

― 60.0%
10件

0.5人

0 千円 104,047 千円 104,057 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による前倒し分

100,000千円（地方創生交付金）を含む

従事人員

(10,406 千円)

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.0人

100.0%10人 H28
6人 10人

(17,341 千円)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

支援対象企業数 －

支援対象企業の雇用者
増加数

－

100.0%
(17,341 千円) (10,406 千円)

10件 H28
6件

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
兵庫にはポテンシャルを有する中小企業が多数立地していることから、
次世代産業へ新規参入を目指す企業を支援することは、本県の産業競争
力強化に有効である。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続

事業コストに対する評価、
見直し状況

支援については、事業化等に向けて他者と連携を行う県内中小企業とす
るなど、適切な要件により補助金交付を行うこととしている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

次世代産業雇用創造プロジェクトで実施される企業展示会・セミナー参
加企業等を対象に、新規参入に意欲の高い企業に支援を促進し、目標達
成に努める。

次世代産業分野の成長促進のため、他者と連携して新規参入などを目指す県内中小企業に対
して、必要な生産体制の整備を支援していく。

説 明

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定



事務事業評価資料

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充 □継続 □実施手法の見直し

説 明

航空関連産業の非破壊検査の養成施設を県内に設置し、人材育成事業を推進することで、同技
術者の不足を補い、サプライチェーンによる一貫生産体制の整備を促進し、中小企業等の生産
性向上、競争力強化、受注拡大等を促進するとともに、整備機器の一般開放も行い、県内の非
破壊検査関連企業の活用を促すことにより、本県産業の活性化に大きく寄与する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
航空機市場拡大に伴い、今後人員確保が重要となる非破壊検査員の養成を
行うことは、国内有数の航空機関連産業の集積地である本県の産業振興の
うえで必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

開設当初は機器整備のためのコストが必要であるが、運営は非破壊検査に
精通した団体に委託するなど、効率的な実施が図られる。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

機器導入だけでなく、研修カリキュラム、講師選定、受講生の募集等の運
営面についても国・関係団体と連携した実施により、目標達成に努める。
なお、検査員資格の取得には、本センターでの講習受講後、大企業等での
長期間のOJTが必須となるため、資格取得者は30年度以降の排出を目指す。

― ― 100.0%
(2,790 千円)

非破壊検査員資格取得
者数

30人 H32 － －

受講者数 40人
（29年度20人）

毎年度 － －
20人

― ― 0.0%

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0人

1.0人

0 千円 0 千円 55,802 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 5,844 千円

1.0人

0 千円 0 千円 8,114 千円

事 業 内 容

①トレーニングセンターの設置
　○設置場所　県立工業技術センター
　○運営方法  非破壊検査に精通した団体に委託
　　　　　　　　※（公財）新産業創造研究機構と連携して事業を推進
　○主要設備　座学教室、検査室（20～30㎡）、検査機器（浸透探傷(PT)・磁粉探傷(MT)・
　　　　　　　超音波探傷(UT)）等
　 　　　　　　 ※PT、MTは、「地域新成長産業創出促進事業費補助金（経済産業省）」
　　　　　　　　を活用して整備（平成28年度2月補正）
②非破壊検査養成事業の実施
　○PT・MT・UTの座学・実技訓練による検査員の養成
       （年間約40名、1名あたり2週間程度）
　　　　※平成29年度は約20名（平成29年10月開設予定）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 0 千円 47,688 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 23,844 千円

県債 0 千円 0 千円 18,000 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
高度技術人材の育成
航空関連産業非破壊検査員ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞｾﾝﾀｰ機器整備・運営事業
(平成29年度～)

連 絡 先 078-362-3054

事 業 目 的
県内航空機関連産業の競争力強化を促進するため、国内初の世界的な認証制度に準拠したトレーニ
ングセンターを設置し、非破壊検査員を養成する。

施 策 体 系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課情報・産学連携振興班

施  策  名 成長産業の集積・活動の促進



事務事業評価資料

事 業 名 産業立地促進補助
(平成14年度～平成26年度：新事業・雇用創出型産業集積促進補助)

連 絡 先 078-362-4154

事 業 目 的 雇用等に対する補助及び税軽減を活用した産業立地により、産業の活性化や雇用創出を図る

施 策 体 系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 産業立地室立地班

施  策  名 国内外企業の誘致

事 業 内 容

産業立地条例で定める立地促進事業を実施する企業の雇用や設備投資等への補助及び税軽減
①雇用補助

　○補助基準：県内居住従業員（県内に住民票を有する者）新規正規雇用が11人(6人)
※1

以上
　○補助率　：１人当たり30(60)万円
②設備投資補助
　○補助基準：設備投資額が大企業20(1)億円、中小企業10(1)億円以上
　○補助率　：設備投資額の3％以内(5％）ただし本社機能立地の場合5％以内(7％）等
③賃料補助(ｵﾌｨｽ立地)
　○補助基準：県内居住従業員及び県外からの通勤者新規正規雇用11人(6人)以上 ※2
　○補助率　：賃料×1/2（県1/4、市町1/4）､補助限度額 200万円/年、3年間
④不動産取得税・法人事業税軽減
　○補助基準：県内居住従業員及び県外からの通勤者新規正規雇用11人(6人)以上 ※2
　　　　　　（法人事業税は、上記及び設備投資額が大企業2(1)億円、中小企業1(0.5)億円以上）
　○補助率　：1/2（法人事業税は1/4～1/2）

※1　( )内数値は、促進地域（但馬、丹波、淡路地域、西脇市、多可町、神河町、赤穂市、
　　たつの市（旧新宮町の区域）、宍粟市、上郡町、佐用町）について適用
※2　(拡)本社機能立地の場合、県内に住民票を有する者に限らない
※　 (拡)移転元区域は「三大都市圏を含む都府県及び政令指定都市」

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 1,422,248 千円 1,792,216 千円 1,354,601 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 87,675 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

0 千円

一般財源 1,334,573 千円 1,792,216 千円 1,354,601 千円

0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

0.5人

1,426,216 千円 1,796,263 千円 1,358,658 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

本社機能立地件数 10件 毎年度 3件 10件 10件 30% 100% 100%

指標名

106.1% 100% 100%

(8,150 千円) (10,886 千円) (8,234 千円)

企業立地件数

165件
（うち外資
系企業25

件）

毎年度

175件
（うち外資系企

業：22件）

165件
（うち外資系
企業：23件）

165件
（うち外資系
企業：25件）

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
県内の優れた産業基盤及び地域特性を活かした産業活性化と雇用創出を図る
ために必要であり、立地企業による設備投資などによる経済波及効果が期待
できる。

事業コストに対する評価、
見直し状況

平成27年度までに補助対象とした立地企業の経済波及効果は、生産誘発額
10,202億円、雇用誘発数約46,500人と推計され、県内経済や雇用に大きな波
及効果がある。今後は、さらに制度を拡充し県内への産業立地を支援してい
く。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

平成28年度は目標を達成見込であり、今後も積極的に企業立地を推進してい
く。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充 □継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

説 明

本社機能の支援対象となる移転元区域を「三大都市圏の一部区域」から「三大都市圏を含む都府
県及び政令指定都市」に拡大するとともに、賃料補助及び税軽減に係る雇用要件の対象者を県内
に住所を有する従業員に限らず、県外からの通勤者など県外に住所を有する従業員にも拡大する
こととし、本社機能立地支援の強化に取り組む。



事務事業評価資料

ひょうご・神戸投資サ
ポートセンターによる
企業訪問件数

500件
（H24-26の
平均企業訪
問件数の１

割増）

毎年度

－ (1,081 千円) (2,078 千円)
本社機能立地件数 10件 毎年度

10件 10件

100% 100%

500件 500件

実
施
方
針

方 向 性
　□新規

H29

0.1人

0 千円 10,809 千円 20,777 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

130%

指標名

30% 100% 100%

－ (22 千円) (42 千円)

0.1人 従事人員

5,000 千円

一般財源 0 千円 10,000 千円 14,966 千円

0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

H28

事業内容

①事業内容
○本県発祥で、現在は県外三大都市圏に本社機能を有する企業等（兵庫ゆかりの企業）をリス
トアップし、首都圏・近畿圏・中部圏も含めた本社移転等の可能性がある兵庫ゆかりの企業に
対して、訪問活動等を実施（実施主体：県産業立地室、ひょうご・神戸投資サポートセン
ター）
○実際に企業訪問等に伴う業務量増に対応するため、ひょうご・神戸投資サポートセンターに
「企業立地調査員」２名を配置

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 10,000 千円 19,966 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員

施策体系 未来を開く産業の力を高める
所管課班 産業立地室立地班

施  策  名 国内外企業の誘致

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
県内の優れた産業基盤及び地域特性を活かした産業活性化と雇用創出を
図るためには本社機能立地は非常に効果的であり、また、立地企業によ
る設備投資などによる経済波及効果も期待できる。

0 千円 0 千円

その他(　企業庁負担金　) 0 千円 0 千円

事 業 名
ひょうご・神戸投資サポートセンター事業(企業立地調
査員設置事業)
(旧・兵庫ゆかりの企業へのアプローチ事業（平成28年度～）)

連 絡 先 078-362-4154

事業目的
本県発祥で、現在は県外三大都市圏に本社機能を有する企業等に対して、産業立地条例による
本社機能立地支援策等を活用しながら本県の立地環境をアピールし、本県への本社機能移転や
生産拠点進出を促進する。

達成率（％）

目標値 年度 H27

説 明
ひょうご・神戸投資サポートセンター全体で、兵庫ゆかりの企業に限らず立地可能性のある
企業に対応することで、県内本社機能立地促進の強化を図るため、同センターの設置運営事
業のうち企業立地調査員設置事業に統合する。

事業コストに対する評価、
見直し状況

当事業により配置する企業立地調査員も含め、ひょうご・神戸投資サ
ポートセンター全体で、兵庫ゆかりの企業に係る設備投資計画情報の共
有を図ると共に、ゆかり企業に限らず立地可能性のある企業へのアプ
ローチを行うことで効果的・効率的な業務運営に努める。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

概ね目標を達成するペースで企業訪問を行っており、引き続き、積極的
に企業訪問等を行うことにより、目標達成に努める。

□拡充 □継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定



事務事業評価資料

事 業 名
中小企業の技術力・経営力の強化
②ひょうごオンリーワン企業等認定・支援事業（平成27
年度経済対策補正～）

連 絡 先 078-362-3342

事 業 目 的
優れた技術・製品を有し、競争力が高いオンリーワン企業を選定・顕彰するとともに、オンリーワン
を目指す中小企業の販路開拓等の取組を支援することにより、県内中小企業、特に中小製造業の振興
を図る。

施 策 体 系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 産業政策課政策班

施  策  名 中小企業・小規模事業者の経営力強化と新事業展開

事 業 内 容

オンリーワン企業の創出を支援するため、オンリーワンを目指す企業の販路開拓の取組等を支援
①オンリーワンを目指す企業への支援
  ○補助対象者：県内中小企業（製造業又は製品生産に関連する非製造業）
  ○対象経費：販路開拓や製品開発・改良等に要する経費
　○助成率等：助成率1/2、上限1,000千円
②オンリーワン企業の認定・顕彰
　優れた技術・製品を有し、競争力が高いオンリーワン企業を公募で選定・公表
③オンリーワン企業、オンリーワンを目指す企業への支援
　○ＨＰによる情報発信（日本語・英語）等

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 12,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 12,000 千円 5,373 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 5,373 千円

10,746 千円

0.3人

0 千円 2,428 千円 2,434 千円

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による前倒し分

（地域創生交付金）12,000千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.3人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.3人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.3人

0 千円 14,428 千円 13,180 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

100% 100%
オンリーワンを目指す
企業の売上伸び率

　 2.5％
※県内中堅製造
業伸び1.5％
（H23～27）

毎年度 － 2.5% 2.5%

- 90% 100%

(1,464 千円) (1,318 千円)

ひょうごオンリーワン
企業新規認定数

年10社の新
規認定

H28～31
年度

9社 10社

－

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・外需の獲得や県内中小企業の高付加価値化を図るためには、優れた技術を
保有する中小企業を支援し、オンリーワン企業といえるレベルまでその地位
を高めていくことが重要である。オンリーワン企業創出に向けて、県で顕彰
制度を創設するとともに、事業拡大のネックとなる販路開拓等を中心に支援
することは有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・補助金は、上限額を設定するとともに、補助対象経費の有効性を精査する
など、効率・効果的な資金活用の促進に努める。
・企業紹介は、ＨＰを活用して国内外に広く情報発信できるものであり、低
コストのＰＲを推進していく。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

平成28年度は、概ね目標を達成する見込である。引き続き県内産業支援団体
とも連携して制度周知等を図り、目標達成に努める。

□延長 □終期設定

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

-

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　優れた技術を有しオンリーワンの候補となり得る企業は数多く存在する。そうした中小企業を
発掘し、販路開拓等の取組みを支援することで、高付加価値の製品で「稼ぐ力」を持った企業を
育て、県内産業の競争力強化につなげていく。

□凍結(休止)



事務事業評価資料

事 業 名 次世代産業の創出による雇用創造プロジェクトの推進（平成27年度～29年度） 連 絡 先
078-362-3312
078-362-3227

事 業 目的 次世代産業の育成・創出により、安定的かつ良質な雇用の創造を図る。

施 策 体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班

産業政策課政策班
しごと支援課しごと企画班施  策  名 安定した雇用就業機会の確保

事 業 内容

成長が見込まれる次世代産業分野への県内企業の参入・事業拡大を支援し、安定的かつ良質な雇
用を戦略的に創造
①対象分野
　高度技術関連（航空・宇宙、ロボット、新素材）、環境・次世代エネルギー、先端医療、もの
づくり基盤技術、科学技術基盤
②事業内容
 ○企業向け事業拡大支援
　 技術・製品開発支援、販路開拓・ﾏｰｹﾃｨﾝｸﾞ支援、事業連携促進、高度専門人材の育成　等
 ○企業向け雇い入れ人材育成支援
　 事業拡大等に伴う新規雇用者の人件費・研修費等を助成
 ○求職者向け人材育成・就職促進
　 求職者の次世代産業分野の企業への就職を、研修による人材育成や企業説明会の開催
　 等で支援

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 241,268 千円 358,975 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 210,243 千円 327,040 千円 352,143 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 31,025 千円 31,935 千円 31,935 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

384,078 千円

2.4人

19,046 千円 19,423 千円 19,474 千円

総コスト（①＋②）
従事人員 2.4人 従事人員 2.4人 従事人員

人件費②
従事人員 2.4人 従事人員 2.4人 従事人員

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

2.4人

260,314 千円 378,398 千円 403,552 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

100.0%
(1,540 千円) (1,777 千円) (1,570 千円)

次世代産業分野におけ
る雇用創出数

257
（H27:153、
H28:195）

H29
169人 213 人 257 人

111% 109.2%

国の事業実施条件である雇用創出１人当たり事業費2,500千円の範囲内
（1,777千円）で実施しており、適切である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

平成28年度の目標は達成見込みであり、平成29年度までの3年間で、次世
代産業分野において計605人以上の雇用創出を目指す。

□統合 □凍結(休止)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
成長が見込まれる次世代産業の育成・創出、それに伴う安定的かつ良質な雇用を創造するた
め、技術力・人材力の強化、販路拡大、人材の確保・育成、企業立地促進に係る施策等を総
合的に展開する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
・中小企業が次世代産業分野へ新規参入・事業拡大するには、技術力・人
材力・経済力の面で困難な部分が多く、県・国による支援が必要である。
・中小企業の新規参入・事業拡大、それに伴う雇用の創出が期待できる。

事業コストに対する評価、
見直し状況



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

中小企業が経営革新・新事業展開を実施しようとしても、その戦略を具現化するための専門人材の育
成が進んでおらず、外部から獲得する必要がある。首都圏の大企業等で働くUJIターン希望者は多く、
これらの還流を促すことで、県内企業の活性化を図る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
中小企業が経営革新や新事業展開を実現する際に必要な深い知識や豊かな
経験を持つ人材が不足しており、首都圏等からの還流による専門人材の確
保は有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

中小企業経営者に経営革新・新事業展開を促し、新たな人材採用を決断さ
せるには、相当のマンパワーが必要であり、兼務も含め5名の体制が必要
である。事業費については大幅に見直しを行い、効率的な運営に努める。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

マッチング件数は目標を上回る実績となっている。今後も人材ニーズの掘
り起こしや民間人材ビジネス事業者と連携したマッチング支援に取り組
む。

□凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

200件 毎年度 －
200件 200件

－ 100.0% 100.0%
(284 千円) (201 千円)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

マッチング件数 10件 毎年度 －
19件 10件

－ 190.0% 100.0%
(2,990 千円) (4,022 千円)

相談件数

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による前倒し分
56,000千円（地域創生加速化交付金）を含む

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

18,675 千円 56,809 千円 40,220 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

265 千円 809 千円 811 千円

事 業 目的
企業の成長戦略を担うリーダーとして、経験値の高い優秀な人材（以下「専門人材」という。）を首都圏
等から県内へ環流させるため、その拠点となる「ひょうご専門人材相談センター」を設置し、専門人材の
獲得を支援することにより県内中小企業の経営革新･新事業展開の促進を図る。

事 業 内容

県内中小企業の専門人材確保のため「ひょうご専門人材相談センター」を（公財）ひょうご産業活性化セ
ンター内に設置し、人材ニーズ掘り起こしに努めるとともに、マッチングを支援
 ○ 設 置 日：平成27年12月1日
 ○ 設置場所： (公財)ひょうご産業活性化センター内
 ○ 運営方法： (公財)ひょうご産業活性化センターに委託
 ○ 業務内容： 県内企業の経営革新や新事業展開の相談にのるなかで、成長戦略を実現するために必要
               な専門人材のニーズを掘り起こす。そのニーズを首都圏の大企業等で働くUJIターン希
　　　　　　　 望者とのマッチングにつなげる。具体のマッチング業務は、民間人材ビジネス事業者が
               実施
 ○ 人員体制： 人材戦略マネージャー等５名体制で、成長期待企業発掘・育成事業とも連携

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 18,410 千円 56,000 千円 39,409 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 18,410 千円 56,000 千円 39,409 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施 策 体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 経営商業課経営支援班

施  策  名 中小企業・小規模事業者の経営力強化と新事業展開

事 業 名 ひょうご専門人材相談センター事業（平成27年度2月補正～） 連 絡 先 078-362-9184



事務事業評価資料

事 業 名 ＩＴあわじ会議開催事業（平成13年度～） 連 絡 先 078-362-3054

事 業 目的
国内外で活躍する学識者、経営者を一堂に集め、議論・意見交換を行うことにより、兵庫県のＩ
Ｔビジネス活性化の糸口を発見し、新産業の創出を目指す

施 策 体系 未来を拓く産業の力を高める
所管課班 新産業課情報・産学連携振興班

施  策  名 IT関連産業の振興とITの利活用拡大

事 業 内容

　① 開催時期　平成３０年３月頃（予定）
  ② 開催場所　淡路夢舞台国際会議場
　③ 開催内容
    ○１日目【講演】
　　　  　情報セキュリティやＩｏＴビジネスの創出、ＡＩ（人工知能）を用いた新産業
        の創出に関する講演の実施
  　○２日目【パネルディスカッション等】
　  　　　ＩＴに関連するグローバルな視点での意見交換を実施するとともに、政策提言
　　　　を取りまとめる

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 17,166 千円 17,000 千円 17,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

0 千円

一般財源 17,166 千円 17,000 千円 17,000 千円

0.3人

2,381 千円 2,428 千円 2,434 千円

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.3人

19,547 千円 19,428 千円 19,434 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

(65 千円) (97 千円) (97 千円)

参加者・参加企業数 200人・社 毎年度
303人・社 200人・社 200人・社

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

次世代のＩＴ基幹産業について、国内外から学識者、企業経営者が一堂に
会し、アジア・太平洋地域におけるＩＴ先進国をはじめとする諸外国との
技術提携や業務提携等の可能性・方向性を探る機会をもつことは、本県産
業の振興のうえで必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

指標１単位あたりのコストに変動はあるが、多くの地域からの学識経験者
や企業経営者の参加があることから、効率的な実施が図られている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

目標を上回る参加があり、本県産業振興を図る事業として実施できてい
る。

222.0% 100.0% 100.0%
(88 千円) (194 千円) (194 千円)

国外・県外からの参
加者・参加企業数

100人・社 毎年度
222人・社 100人・社 100人・社

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

151.5% 100.0% 100.0%

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
海外を含む多くの地域から参加者を得ていることから、引き続き次世代産業に関わる多くの
学識者や企業経営者等と効率的に議論・意見交換を行い、本県経済の活性化を図る。



事務事業評価資料

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 中小企業の経営基盤の強化に資するため、引き続き実施する。

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
民間金融機関から低利で設備貸与を受けることが困難な中小企業者の設備
導入を支援するために必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

利用者に損料･リース料の負担を求めており､その収益からセンターの従事
職員の人件費を捻出することで､効率的な運営を行っている｡

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

金融機関金利の急激な低下により利用低調であったが、割賦損料の見直し
等により、目標額到達を目指す。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

貸与件数 30 件 毎年度 23 件 12 件 30 件 76.7% 40.0% 100.0%

貸与金額 1,500,000 千円 毎年度

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

539,279 千円 350,000 千円 1,500,000 千円 36.0% 23.3%

0.2人

1,607,751 千円 2,294,596 千円 2,519,856 千円

100.0%

2,292,977 千円 2,518,233 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員 0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

事 業 目 的 割賦・リース等設備貸与により、中小企業の経営基盤の強化を図る。

事 業 内 容

 中小企業設備貸与資金貸付要綱に基づき､(公財)ひょうご産業活性化センター(以下､センター)が実施

 ① 県からセンターへの事業資金の貸付
　　県は､センターが当該年度の設備貸与事業に要する資金の１／２を事業資金として貸し付けるととも
 　に､前年度までに貸与した企業の償還期日未到来額の１／２(県貸付金相当額)を継続資金として貸付｡
 　○ 貸付期間：１年間
　 ○ 貸付利率：年０．３％

 ② センターから小規模企業者等への貸与条件
　 ○ 対象企業：県の要綱に定められた業種で、従業員21人以上300人以下の企業
　 ○ 対象設備：県の要綱に定められた設備
　 ○ 対象限度額：１企業当たりの設備価格の合計額　1,000万円以上１億円以下
　 ○ 割賦損料及び月額リース料
　　   割　賦：７年以下　年0.90％、1.15％、1.40％、1.65％、1.90％
　　　　　　　 ８～10年　年1.15％、1.40％、1.65％、1.90％、2.15％ の5段階でﾘｽｸに応じた可変
 　　　　　　　損料を適用（基準損料　７年以下1.40％、８～10年　1.65％）
　　　 リース：月0.963％～2.952％（リスク、期間により変動）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 1,606,164 千円 2,292,977 千円 2,518,233 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(貸付金償還金) 1,606,164 千円

施 策 体 系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 地域金融室設備資金班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化

事 業 名 中小企業設備貸与事業（昭和53年度～） 連 絡 先 078-362-9162
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事 業 名
ひょうごものづくり・クリエイティブビジネス販路開拓支援事業
（平成26年度～） 連 絡 先

078－362－3334（工業振興課）
078－362－3054（新産業課）

事業目的
①優れた技術を有するものづくり企業を顕彰し、販路開拓を図る
②従来にない発想やアイデアで事業展開を行うサービス関連産業の販路開拓支援を図る

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班

工業振興課ものづくり支援班
新産業課情報・産学連携振興班施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化

事業内容

ひょうごNo.1ものづくり大賞において、県内に集積したものづくり企業の優れた「技術」や「製
品・部材」を顕彰する。
また、ひょうごNo.1ものづくり大賞及びひょうごクリエイティブビジネスグランプリの知事賞受
賞企業が行う経営改善、技術改良、国内外への販路開拓等の取組を支援する。

　○補助対象者　：ひょうごNo.1ものづくり大賞及びひょうごクリエイティブビジネスグラン
　　　　　　　　　プリの知事賞受賞企業（クリエイティブビジネスグランプリは、28年度で
　　　　　　　　　事業終了のため28年度表彰分までに限る）
　○補助対象事業：受賞製品等の販路開拓のための展示会への出展経費、受賞製品等を紹介す
　　　　　　　　　るため新たに制作するPR動画の制作費、受賞製品等の販路開拓を図るため
　　　　　　　　　専門家等から助言指導を受けるために要する報酬　等
　○補助率　　　：１／２以内
　○補助限度額　：1,000千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 4,238 千円 8,000 千円 7,823 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

一般財源 4,238 千円 8,000 千円 7,823 千円

0.4人

1,587 千円 1,619 千円 3,246 千円

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.4人

5,825 千円 9,619 千円 11,069 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

(119 千円) (153 千円) (651 千円)

応募件数

66件
60件
17件

※直近3年間
の応募件数
の平均値

H27
H28
H29

49件 63件 17件

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・世界に通用するオンリーワン企業を創出するためには、優れた製品・技
術・アイデア等を有する企業を発掘・顕彰し、新たな取引先の確保など、
販路開拓に至るまで一貫して支援することが必要である。
・国内外から数多くの企業が出展・来場する大規模な展示会への出展や製
品・技術を視覚的に紹介するPRビデオの制作、経営コンサルタントや有名
デザイナー等の専門家の活用は販路拡大に有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助限度額を設定することにより、事業者には必要最低限の経費のみに限
定した効率的な事業執行を促している。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・申請数は年度によってばらつきがみられるが、28年度は目標値を達成し
た。29年度も広報活動により一層力を入れ、申請数の確保に努める。
・商談成立件数は目標値を大きく上回っており、展示会の出展等による支
援は販路開拓に有効であると評価できる。

150.0% 357.1% 100.0%

(485 千円) (385 千円) (1,384 千円)

商談成立件数

8件
7件
8件

※補助金対
象企業1社に
つき1件の商
談成立を見

込む

H27
H28
H29 12件 25件 8件

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

74.2% 105.0% 100.0%

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
当事業は、ひょうごNo.1ものづくり大賞等受賞企業への支援事業であり、事業統合を行うこと
で、顕彰募集の際にあわせて当事業のPRも行い、一体的に実施することでより効率的、効果的
な事業の推進を図る。
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■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助事業者に対して、効果的・効率的な事業実施を指導し、費用対効果の向上
を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

支援件数が概ね目標を達成していることから本事業のニーズは高い。引き続き
支援を実施し、地場産業の活性化に取り組んでいく。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　引き続きブランド力の強化、国内での需要開拓や海外への輸出促進のための新商品・新技術の開
発、国内外展示会への出展・開催等の取組を支援するとともに、これらの取組を支える人材の育成
に対して支援していく。

100.6% 104.1% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
経営基盤の弱い産地企業の取組では、ブランド力強化のためのＰＲ事業、海外
展開事業について効果的に取り組むことに限界があることから、産地全体とし
て取り組む事業への県による資金支援が必要である。

県内地場産業主要12産
地の年間生産額
※但し、工業統計等を利用し
ているため、2カ年遅れの数
値

 　　 百万円
     261,000
 　　253,000
     258,000
※直近3年間の
平均値

H27
H28
H29

百万円

262,559
≪H25実績≫

百万円

263,392
≪H26実績≫

百万円

258,000

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

90.0% 110.0% 100.0%
(3,422 千円) (3,392 千円) (3,631 千円)

補助事業実施件数      10件 毎年度
9件 11件 10件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

30,794 千円 37,309 千円 36,311 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 30,000 千円 36,500 千円 17,750 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事業内容

産地組合等がブランド力を強化し、国内での需要開拓、海外への輸出促進のために行う、新商品・新
技術の開発、国内外展示会への出展・開催等の取組、人材の育成を支援

　○補助対象者　：産地組合等
　○補助対象事業
　　・国内展開事業・海外展開事業
　　　産地組合等が実施するブランド力強化、海外への輸出促進のために行う新商品・新技術の開
　　　発、国内外展示会への出展・開催等の取組
　　・人材育成事業
　　　産地組合等が実施するブランド力強化の取組を支える人材育成の取組
　○補助率　　　：定額
　○補助限度額　：国内展開4,000千円／件、海外展開4,000千円／件、人材育成2,000千円／件

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 30,000 千円 36,500 千円 35,500 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 17,750 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
ひょうごの地域力・事業力強化プロジェクト
②地場産業ブランド力強化促進事業（平成25年度～）

連 絡 先 078-362-3331

事業目的
産地組合等がブランド力を強化し、国内での需要開拓、海外への輸出促進のために行う、新商品・新
技術の開発、国内外展示会への出展・開催等の取組及びこれら取組を支える人材の育成を支援し、産
地の活性化を図る。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 工業振興課産地皮革班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化
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■廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) 　 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 □継続 □実施手法の見直し

説 明
神戸ファッションウィークの中でも、最も発信力のある神戸コレクションステージへ出展する
ことにＰＲ方法を一本化し、より効果的・効率的に販売促進を図る。

94.1% 97.7% -

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
地場産業は新たな市場を開拓するための支援が必要であったため、若年消費
者への商品情報発信等の取組により、若年層へのＰＲの機会となった。

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助事業者に対して、効果的・効率的な事業実施を指導し、費用対効果の向
上を図った。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

県内地場産業の生産金
額（ファッション関連
産地）
※但し、工業統計等を利用
しているため、2カ年遅れの
数値

　　　 百万円

    105,000
    102,000
    100,000
※直近3年間
の平均値

H27
H28
H29

百万円

98,857
≪H25実績≫

百万円

99,660
≪H26実績≫

-

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

概ね目標値を達成しているが、より効果的・効率的なＰＲを図るため、今後
は神戸コレクションステージでの情報発信に集約する。

85.0% 100.0% -
(0.04千円) (0.05千円)

神戸ファッション
ウィークガイドブック
の発行数

100,000部
70,000部

H27
H28

85,000部 70,000部
-

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.0人

3,194 千円 3,209 千円 0 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 2,400 千円 2,400 千円 0 千円

0.0人

794 千円 809 千円 0 千円

事業内容

神戸ファッションウィークのガイドブックへの掲載等を通じた若年層への商品情報発信を支援

　○補助先　　　：神戸ファッション協会
　○補助対象経費：商品情報発信に係る経費等
　○補助限度額　：2,400千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 2,400 千円 2,400 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 地域企業市場開拓支援事業（平成22年度～） 連 絡 先 078-362-3331

事業目的
産地企業等の消費者への販売促進のための商品情報発信等を支援し、産地企業等の消費者ニーズ収
集、新たな市場開拓の促進を図り、産地の振興と活性化を図る。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 工業振興課産地皮革班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化



事務事業評価資料

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明
神戸コレクションメイン会場にて地域ブランドステージを実施することにより、地場産業の活性
化に取り組んでいく。

94.1% 97.7% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
地場産業は特に若い世代での知名度が低いため、新たな消費者層への需要を喚
起するためのＰＲ事業が必要であることから民間イベントを活用することによ
り、効率的な事業展開が期待される。

事業コストに対する評価、
見直し状況

ＰＲ効果の高いステージでの地場産品のPRを実施することで効率的に事業を行
なった。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

県内地場産業の生産金
額（ファッション関連
産地）
※但し、工業統計等を利用し
ているため、2カ年遅れの数
値

　　　 百万円

    105,000
    102,000
    100,000
※直近3年間
の平均値

H27
H28
H29

百万円

98,857
≪H25実績≫

百万円

99,660
≪H26実績≫

　　　 百万円

　　100,000

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

概ね目標を達成してしているが、より効果の高い事業となるよう出展内容を見
直すことにより、神戸コレクションを活用したＰＲが売上増加につながるよう
努める。

83.3% 100.0% 100.0%

(3,140 千円) (1,533 千円) (1,533 千円)

神戸コレクションへの
ファッション関連出展
産地数
※ファッション関連産地：ケ
ミカルシューズ、真珠、播州
織、皮革、豊岡鞄、靴下

　　　　6件 毎年度

5件 6件 6件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

15,702 千円 9,197 千円 9,199 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 14,908 千円 8,388 千円 8,388 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事 業 内 容

神戸コレクションにおいて、ファッション関連地場産品をコーディネートした地域ブランドステージ
の実施を支援

　○補助先　　　：（公財）神戸ファッション協会
　○補助対象経費：出展にかかる経費等
　○補助限度額　：8,388千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 14,908 千円 8,388 千円 8,388 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 神戸コレクション出展事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-3331

事 業 目 的
消費の牽引役である女性を中心とした消費者層へ向けて、集客力のある民間イベントを活用し、価値
ある地域ブランドとして情報発信することにより、産地の振興と活性化を図る。

施 策 体 系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 工業振興課産地皮革班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化



事務事業評価資料

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明
引き続き、意欲ある産地企業等の新製品・新技術の研究開発、販路開拓等を支援することに
より、地場産業の活性化に取り組んでいく。

100.6% 104.1% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

産地企業が新製品・新技術の研究開発等に取り組むことにより、新たなブ
ランド創出への着実な成果が期待できる。経営基盤の弱い産地企業が自己
資金のみで取り組むのは困難であることから、本事業による支援が必要で
ある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助事業者に対して、効果的・効率的な事業実施を指導し、費用対効果の
向上を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

県内地場産業主要12産地の年
間生産額
※但し、工業統計等を利用し
ているため、２カ年遅れの数
値

     百万円
    261,000
    253,000
    258,000
※直近3年間
の平均値

H27
H28
H29

百万円
262,559

≪H25実績≫

百万円
263,392

≪H26実績≫

　
百万円

258,000

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

企業からは一定数の新規応募があることから、本事業のニーズは高いと思
われる。今後も制度のPRに努め、積極的に募集・採択を行っていく。

100.0% 80.0% 100.0%
(2,289 千円) (3,073 千円) (2,415 千円)

新規補助事業企業開拓
数

  5 件 毎年度

5 件
(継続分6件)

4 件
(継続分7件)

5 件
(継続分9件)

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

25,180 千円 33,809 千円 33,811 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 14,000 千円 33,000 千円 16,500 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事 業 内 容

県内地場産地の企業が、単独または他の産地企業等と連携した新商品・新技術の開発等の取組を
支援
　
　○補助対象者　：産地中小企業または同一業種の産地中小企業グループ、２業種以上の産地
                  中小企業グループ、産地中小企業と異分野の中小企業とのグループ
　○補助対象事業：ブランド創出に必要な戦略の立案、市場調査、新商品・新技術の開発、
　　　　　　　　　デザインの開発・改良、販路開拓　等
　○補助率　　　：１／２以内
　○補助限度額　：10,000千円（３年間 30,000千円）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 24,386 千円 33,000 千円 33,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 10,386 千円 0 千円 16,500 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
ひょうごの地域力・事業力強化プロジェクト
③じばさん兵庫ブランド創出支援事業（平成25年度～）

連 絡 先 078-362-3331

事 業 目 的
意欲ある産地企業等が単独又は他の産地企業等と連携して行う新製品・新技術開発、販路開拓に
至るまでの取組に対して助成することにより、兵庫の新たなブランド創出を支援し、地場産業の
振興を図る。

施 策 体 系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 工業振興課産地皮革班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化



事務事業評価資料

事 業 名 地場産品マーケット対応力強化事業（平成26年度～） 連 絡 先 078-362-3331

事 業 目 的
産地組合等が実施するデザイナー等との連携や国内外商社等でのインターンシップ・留学を支援す
ることにより、マーケットの需要に沿った新製品開発やさらなる販路拡大のための取組を促進し、
県内地場産業の持続的な発展を図る。

施 策 体 系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 工業振興課産地皮革班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化

事 業 内 容

産地組合等が実施する、デザイナー等と連携した新製品の開発や国内外商社等でのインターンシップ・留学
を支援
　
　①デザイナー等と連携した新製品の開発
    ○ 補助対象者：産地組合等
    ○ 補助率　　：定額
　  ○ 補助限度額：1,000千円／件
　②国内外インターンシップ・留学及びサンプル作成
　  ○ 国内外インターンシップ・留学
　 　・補助対象者：産地組合等
   　・補助率　　：海外インターンシップ・留学にかかる渡航費及び国内外技術学校等への留学に
　　　　　　　　　 かかる授業料の1/2以内
　  ○国内外インターンシップにあわせたサンプル作成
　 　・補助対象者：国内外インターシップを実施する産地組合等
　　 ・補助率　　：定額
　 　・補助限度額：50千円／件

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 4,173 千円 10,000 千円 10,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 4,173 千円 10,000 千円

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

10,000 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

0.1人

4,967 千円 10,809 千円 10,811 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

(2,702 千円) (2,703 千円)
補助事業実施件数 　　　　　4件 毎年度

4件 4件 4件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

100.6% 104.1% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

デザイナー等と連携した商品開発や国内外でのマーケティングノウハウや技
術習得により産地のブランド力のさらなる強化や海外への効果的な販路開拓
が期待できるが、経営基盤の弱い産地企業のみの取組では限界があることか
ら、県による資金支援が必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助事業者に対して、効果的・効率的な事業実施を指導し、費用対効果の向
上を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

県内地場産業主要12産
地の年間生産額
※但し、工業統計等を利用し
ているため、2カ年遅れの数
値

 　　 百万円
     261,000
 　　253,000
     258,000
※直近3年間の
平均値

H27
H28
H29

百万円

262,559
≪H25実績≫

百万円

263,392
≪H26実績≫

百万円

258,000

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

引き続き産地組合等に実施を働きかけ、積極的な活用につながるよう取り組
んでいく。

100.0% 100.0% 100.0%
(1,242 千円)

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明
引き続き、デザイナー等、キーマンと地場産業を結びつけ、マーケットインの考え方による新製
品等の開発を通じた産地ブランドのさらなる打ち出し強化と、国内外インターンシップ・留学を
通じた効果的な販路拡大への支援を行うことにより、地場産業の活性化に取り組んでいく。



事務事業評価資料

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明
皮革事業者と皮革製品メーカーの連携を促進し、「ひょうご天然皮革」ブランドの国際競争
力を強化するための取組を支援することにより、皮革産業の活性化に取り組んでいく。

99.9% 97.0% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

「ひょうご天然皮革」ブランドを全面に打ち出し、競争力の高い製品づ
くりを行うためには、皮革事業者と皮革製品メーカーが連携した取組が
有効である。厳しい経営環境にある皮革業界が自己資金のみで取り組む
のは困難であることから、本事業による支援が必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助事業者に対して、効果的・効率的な事業実施を指導し、費用対効果
の向上を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

県内皮革産業の年間生産
額
※但し、工業統計等を利
用しているため、２カ年
遅れの数値

   　百万円
　   24,000
     24,000
     24,000
※直近3年間
の平均値

H27
H28
H29

百万円
23,977

≪H25実績≫

百万円
23,280

≪H26実績≫

　
百万円
24,000

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

皮革事業者と皮革製品メーカーが交流事業に意欲的に参加し、積極的な
交流が図られた結果、概ね目標を達成しており、今後もこの傾向が継続
するものと考えられる。引き続き、両者連携による競争力の高い製品づ
くりなど補助事業者に積極的な取組を促し、目標を達成できるよう努め
る。

87.5% 100.0% 100.0%

(1,542 千円) (1,351 千円) (1,351 千円)

皮革事業者と皮革製品
メーカーのマッチング
件数

　　　8件
※靴、鞄、衣料
及び小物の4分
野を対象として
1分野あたり2件

毎年度

7 件 8 件 8 件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

10,794 千円 10,809 千円 10,811 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 10,000 千円 7,000 千円 7,000 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事業内容

皮革事業者と皮革製品メーカーが連携し、「ひょうご天然皮革」ブランドの国際競争力を強化
するための取組を支援

　○補助対象者　：兵庫県皮革産業協同組合連合会
　○補助対象事業：皮革事業者と皮革製品メーカーとの川上・川下事業者交流会の実施、皮革
　　　　　　　　　事業者と皮革製品メーカーによる「ひょうご天然皮革」を使用したコラボ
　　　　　　　　　レート製品の開発、コラボレート製品等の海外展示会への出展
　○補助率　　　：定額
　○補助限度額　：10,000千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 10,000 千円 10,000 千円 10,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 3,000 千円 3,000 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 ひょうご天然皮革ブランド化戦略事業（平成27年度～）連 絡 先 078-362-3331

事業目的
皮革事業者と皮革製品メーカーの連携を促進するとともに、両者が連携して開発した製品を世
界に発信することにより、「ひょうご天然皮革」ブランドの国際競争力を強化し、海外展開の
促進を図る。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 工業振興課産地皮革班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化



事務事業評価資料

県内の酒造組合では海外展開への関心が高いが、小規模な酒造組合が多
く、資金等の問題で実施できていないため、各酒造組合の輸出への支援が
必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

指標名

補助事業者に対して、効果的・効率的な事業実施を指導し、費用対効果の
向上を図っている。

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

(2,155 千円) (1,862 千円)

県内清酒産業年間生産
額
※但し、工業統計等を利用し
ているため、2カ年遅れの数
値

 　　百万円
102,000

    110,000
※直近3年間

の平均値

H28
H29 －

百万円

115,200
≪H26実績≫

百万円

110,000 － 112.9% 100.0%

0.1人

0 千円 4,309 千円 9,311 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による前倒し
分3,500千円（地域創生交付金）を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

出展等組合数
　　  2団体

5団体
H28
H29

－
2団体 5団体

－ 100.0% 100.0%

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 4,250 千円

0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

事 業 内容

　県内清酒製造業がひょうごの「酒」を海外へ積極的にＰＲし、さらなる発展を目指すため、海
外展示会への出展等に支援
　○(拡)補助対象者　：灘五郷酒造組合ほか海外展開への関心が高い各地域の酒造組合
　　　　　　　　　　　（H28:灘五郷酒造組合、伊丹酒造組合）
　○ 補助対象経費：出展料、渡航経費等
　○ 補 助 率　　：定額

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 3,500 千円 8,500 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 3,500 千円 4,250 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
国内・海外市場の戦略的な開拓
ひょうごの「酒」輸出促進事業（平成28年度～）

連 絡 先 078-362-3331

事 業 目的 県内清酒製造業がひょうごの「酒」を海外へ積極的にＰＲし、海外展開の促進を図る

施 策 体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 工業振興課産地皮革班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化

自
己
評
価

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

概ね目標を達成しているが、更なる海外への販路拡大を図るため予算を拡
充し、引き続き組合に対する支援を行うことにより、酒造産業の活性化に
努める。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充 □継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

説 明
海外で巻き起こる和食ブーム等により、清酒の輸出量・輸出金額が増加傾向にあるこの機会
に、事業予算を拡充し、海外展示会への出展等の取組を更に支援することで、より一層の輸
出拡大を図る。

事業の必要性・有効性



事務事業評価資料

事 業 名 創業者等取引拡大支援事業（平成27年度経済対策補正～） 連 絡 先 078-362-4157

事業目的
創業間もない中小企業等は、実績不足により潜在能力に見合った受注機会が得られないことか
ら、展示会を活用したPR強化等により、取引拡大を推進する。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 新産業課新産業創造班

施  策  名 中小企業・地場産業のブランド力・技術力強化

事業内容

①展示会への出展補助
　○対象者：優れた商品・サービスを有し、かつ、受注拡大に向けた生産体制を整えることが
　　　　　　可能な県内中小企業のうち、以下のいずれかの要件を満たす者
　　　　　・ひょうご・神戸チャレンジマーケット申請者
　　　　　・ひょうご新商品調達認定制度認定企業　等
　○対象経費：出展料、装飾費、旅費、運搬費等
　○補助限度額：500千円
　○補助率：１／２
　○補助予定件数：20件
②展示会の効果的な活用に向けたブランド力強化
　（公財）ひょうご産業活性化センターの専門家派遣等の既存事業を活用し、展示会での集客
　力等を高めるための指導･助言

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 11,000 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 11,000 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.4人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.0人

0 千円 3,237 千円 0 千円

0.0人

0 千円 14,237 千円 0 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②)
※H28当初予算額はH27補正による前倒し分

11,000千円（地域創生交付金）を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.4人 従事人員

―

― 100.0% ―
(143 千円)

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
創業間もない中小企業等の取引拡大や成長を支援するには、販路拡大に
効果的である展示会への出展補助及び効果的な出展方法の助言を行うこ
とが有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

県や(公財)ひょうご産業活性化センターの既存事業を活用しながら、効
果的・効率的な事業運用を行っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

応募件数が補助件数を上回り、事業を順調に実施できている。

― 120.0% ―
(594 千円)

②補助事業者の取引拡
大件数(5件/社)

100件 毎年度 ―
100件

―

①補助件数 20件 毎年度 ―
24件

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 □継続 □実施手法の見直し

説 明
「がんばる小規模事業者支援事業」による大規模展示会への小規模事業者の共同出展支援に
移行・注力し、より効果的な販路開拓支援を実施。



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
より一層のブランドイメージの定着・向上を図るため、首都圏等の催事等において展示販売を
行うなど、特産品プロモーションを全国に向け一層発信する。

－ － －

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
・情報発信や展示販売等により特産品プロモーションを全国に向けPRする
ことにより、兵庫県特産品のブランドイメージの定着・向上を図ることに
寄与する。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・県内特産品の宣伝・紹介を行う唯一の県域団体である(公社)兵庫県物産
協会が新規商品開拓から商品選定、物産展の開催等の各種プロモーション
までトータルコーディネートを行い、効率的な執行を図っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・新規商品開拓を進め、H28年度は95商品を五つ星ひょうごとして選定し、
目標達成している。
・県内ではブランド名が浸透しつつあるが、全国的なプロモーションが弱
かったことから、平成28年度より情報発信力の高い首都圏での物産展等を
開催。今後は、全国ブランドを目指し、観光ＰＲと連携して各種プロモー
ションを実施し、魅力度の順位向上に努める。

兵庫県の魅力度
※(株)ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ総合研究所「地域
ﾌﾞﾗﾝﾄﾞ調査(6～7月実施)」

10位以内 毎年度 13位 16位 10位

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

154.0% 190.0% 100.0%
(345 千円) (295 千円) (561 千円)

五つ星ひょうご選定商
品数

50商品 毎年度
77商品 95商品 50商品

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.5人

26,593 千円 28,047 千円 28,057 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 24,000 千円 24,000 千円

0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事業内容

①新規商品の開拓
②選定委員会の開催
③商品PR等
④ＪＲ新神戸駅等の特設コーナーの設置
⑤五つ星ひょうごの全国プロモーション事業

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 22,625 千円 24,000 千円 24,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(緊急雇用就業機会創出等事業基金) 22,625 千円 0 千円

事 業 名 「五つ星ひょうご」プロモーション事業（平成24年度～）連 絡 先 078-362-3317

事業目的

県特産品を「五つ星ひょうご」として選定し、インターネット特設サイトや内覧会等を活用した
情報発信に加え、ＰＲ効果の高い首都圏等の催事でのＰＲ・販売を行うなど、兵庫の魅力溢れる
特産品プロモーションを全国に向け一層発信することにより、兵庫県特産品のブランドイメージ
の向上・定着を図る。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 観光振興課ツーリズム振興班

施  策  名 中小企業･地場産業のブランド力・技術力強化



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

90% 93% 80% 112.5%

神戸市との連携・協調による神戸市分と合わせ、融資枠は28年度より100億円増の3,600億円
とする。また、空き店舗・空き家の活用促進のため、「空き店舗等再生貸付」を新たに創設
する。

116.3% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・中小企業への資金供給を民間金融機関のみに委ねた場合、金融機関の都
合によって資金供給不足や融資利率の高止まり等を起こすおそれがあるた
め、金融機関や信用保証協会と連携して、中小企業のニーズに沿った低利
融資の確保を図る必要がある。
・融資枠については、時々の経済状況や景気動向を踏まえるとともに、中
小企業の安心確保に必要な額を設定しており、県内中小企業の資金需要に
充分に配慮している。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・28年度から保証料補助を廃止し、信用保証協会の自主取組による保証料
引下げを実施。
・28年10月から一律0.25％の金利引下げを実施。
・29年度からは神戸市との連携・協調のもと、共通する事務の一体的実施
により、県市合わせての事務効率化を図る。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・目標は達成しており、緩やかに持ち直している本県経済を踏まえ、今後
とも事業者の前向きな取組みへの金融支援を引き続き実施するとともに、
業況の先行き悪化を見込む中小企業者にとって、急な資金需要に迅速に対
応できるセーフティネットとしての役割を継続。

□凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

融資枠
3,000億円
3,500億円
3,600億円

H27
H28
H29

3,000億円 3,500億円 3,600億円 100.0% 100.0% 100.0%

目的達成率（制度融資を
活用して資金需要の目的
が達成できたと回答した
中小企業の割合）

80% 毎年度

総コスト（①＋②）
従事人員 2.5人 従事人員 2.0人 従事人員 2.0人

216,830,443 千円 282,245,554 千円 278,864,469 千円

人件費②
従事人員 2.5人 従事人員 2.0人 従事人員 2.0人

19,840 千円 16,186 千円 16,228 千円

278,848,241 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(中小企業制度資金貸付金償還金) 216,789,390 千円 282,227,350 千円 278,846,223 千円

一般財源 21,213 千円 2,018 千円 2,018 千円

施 策 体 系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 地域金融室金融班

施  策  名 技術の高度化、付加価値化を促す融資の充実

事 業 名 中小企業制度資金貸付金（昭和31年度～） 連 絡 先 078-362-4235

事 業 目 的 中小企業の資金需要に対応することにより、中小企業の新たな挑戦と経営の安定を図る。

事 業 内 容

金融機関、信用保証協会と連携した融資制度の実施
○　県内の中小企業者及び組合等が県内において必要とする資金を低コストで調達できる
　よう、制度融資取扱金融機関に対する預託を実施
○ （拡）平成29年度融資枠　3,600億円（28年度より100億円増）
　　・県・神戸市の制度融資における連携・協調の開始
　　・「空き店舗等再生貸付」の創設

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 216,810,603 千円 282,229,368 千円



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

民間金融機関では融資は財務面に基づいて行われることが多く、優良な技術を有す
る中小企業の円滑な資金調達が図られない場合がある。中小企業の技術力等をセン
ターが客観的に評価し、その評価を活用して資金供給の円滑化を支援する必要があ
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

センターを活用することにより、従事人員を抑制するほか専門的な知見を活かし
た効率的な執行が図られている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

融資約定金額は毎年目標を達成しており､優良な技術力等を有した中小企業への円
滑な資金供給は図られている｡また、制度PRパンフレットの配布や金融機関への訪
問を積極的に行うことで、本制度のさらなる活用を図る。

□延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
評価制度を活用した中小企業への資金供給の円滑化と経営改善支援を図るため、引き続き事
業を実施する。

融資約定金額
15億円

(H27・28は
10億円）

毎年度
千円 千円 千円

216.7% 126.3% 100.0%
2,167,000 1,263,000 1,500,000

融資約定件数
60件

(H27は70件、
H28は70件）

毎年度
60件 53件 60件

85.7% 75.7% 100.0%
(143 千円) (148 千円) (121 千円)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

評価件数
95件

(H27は105件､
　H28は104件）

毎年度
125件 129件 95件

119.0% 124.0% 100.0%
(69 千円) (61 千円) (77 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

8,609 千円 7,860 千円 7,276 千円

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

6,465 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 3,232 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 7,815 千円 7,051 千円 3,233 千円

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 地域金融室金融班

施  策  名 技術の高度化、付加価値化を促す融資の充実

事 業 名
中小企業の経営・技術力の強化
 ③ひょうご中小企業技術・経営力評価制度（平成17年度～）

連 絡 先 078-362-4235

事業目的
優良な技術を有しているが、信用力等が不足している中小企業の技術力等を評価することによ
り、円滑な資金供給を支援するとともに、評価書を活用した経営改善を図る。

事業内容

 ① 実施手法：（公財）ひょうご産業活性化センター（以下、センター）への補助（補助率1/3）
 ② 評価対象者：技術力等を有し、成長が期待される県内中小企業者（創業後1年以上）
 ③ 利用者（申込者）：県内中小企業者及び県内金融機関
 ④ 評価方法：
　 ○ 評価タイプ・項目に応じ、専門機関等から選定された評価者が書類審査及び現地調査等を実施
　 ○ センターの評価支援委員会の指導・助言に基づき、評価書を作成
 ⑤ 評価項目:
　 ○ 製品・サービス（①新規性・独創性、②優位性とその維持継続）
　 ○ 市場性・将来性（③市場規模・成長性、④競合関係）
　 ○ 実現性・収益性（⑤販売価格・方法､⑥生産・サービス体制､⑦売上計画､⑧資金計画・調達力）
　 ○ 経　　営　　力（⑨事業遂行能力、⑩人材・組織体制）
 ⑥ 評価後のフォローアップ:
　 ○ 成長期待企業としての総合的支援（ハンズオンでの経営指導等）
　 ○ 設備貸与制度の割賦損料引下げ（▲0.25%）
　 ○ 金融機関による連携融資制度の活用（プロパー融資の金利優遇）
　 ○ 信用保証協会の保証料割引（20%割引）
　 ○ 経営専門家派遣経費の企業負担軽減（1/2→1/3（３回まで））（一定評価以下の企業）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

　 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 7,815 千円 7,051 千円

（一定評価以上の企業）



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　企業ニーズの高い分野での、在職者のレベルアップ、技能の継承を主眼とした在職者訓練
を計画的に実施していく。

□凍結(休止)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
　団塊世代の大量退職等により技能の継承等が困難になる中、中小企業等
では、設備や資金、人材等の面において、企業内での技能向上への取り組
みが困難であり、訓練機会の提供が必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　業界団体等と連携し、企業ニーズの高い分野のコース設定を行う等、効
率的な運用に努めている。企業ニーズに応えたコースを設定するにあた
り、事業コストは適切なものとなっている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　概ね目標を達成しており、今後もこの水準を達成できるよう努める。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28

訓練コース数
49ｺｰｽ

毎年度

60コース 53コース 49コース

122.4% 108.2% 100.0%
(20.43人/ｺｰ

ｽ)
(134 千円) (225 千円) (223 千円)

H29

訓練受講者数
1,000人

毎年度

1,222人 1,058人 1,000人

122.2% 105.8% 100.0%

(H25計画値) (7 千円) (11 千円) (11 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

8,025 千円 11,903 千円 10,943 千円

4,141 千円 4,090 千円 4,090 千円

一般財源 0 千円 2,915 千円 1,953 千円

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事業目的
　ものづくり関連企業・団体の意見・要望に応じて、地域中小企業の在職者（従業員）の技能レ
ベルに応じたきめ細やかな訓練を実施することにより、技能向上・技能継承を支援し、職業能力
の高度化や多様化に対応できる人材の育成を図る。

事業内容

技能向上及び技能継承のための在職者訓練の実施
 ① ものづくり技能 基礎講座
 　○ コース：機械加工（CNC旋盤）、溶接（アーク） 等
 　○ 期　間：10日間程度
 ② ものづくり技能 応用講座
　 ○ コース：機械加工（汎用旋盤）、溶接（TIG) 等
　 ○ 期　間：10日程度
 ③ 資格試験対策講座
 　○ コース：溶接（アーク）、クレーン 等
 　○ 期　間：コース毎に設定

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 7,231 千円 11,094 千円 10,132 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 3,090 千円 4,089 千円 4,089 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円
その他(受講料収入及び緊急雇用就業機会創
出等事業基金繰入金)

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 能力開発課公共訓練班

施  策  名 産業人材力の強化

事 業 名 在職者訓練事業（昭和33年度～） 連 絡 先 078-362-3367



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　在職者訓練のみならず、施設内訓練においても活用し、各地域のものづくり産業の底上げ
を図る。

□凍結(休止) □延長 □終期設定

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

　ものづくりの現場では高度最先端工作機器が開発・普及するなか、中小
企業においては経費や知識・経験の面から、最先端で高度な技術をもつ機
材の導入や指導者等の確保が困難である。
　このため、職業能力開発施設に、必要な機材を整備し、技術取得のため
の訓練機会を提供することが必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

　H30年度までに計150人（H31年度以降は毎年100人）の中核的技術者を育
成することを目標に、必要に応じてカリキュラム等の見直しを図りなが
ら、計画的に事業を進める。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　景気回復に伴い民間企業の先端機器導入が増加したことにより、受注生
産である当該機器について生産が追いつかず、本県への導入が平成29年1
月以降となり、また機器の取り扱いにつき指導員の研修期間も必要である
ことから、H28年度は訓練の実施に至らなかった。
　今後順次訓練を実施し、地域の関係団体等と協働することにより、目標
の達成に努める。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

20人
－ 0% 100.0%

(3,441 千円)

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H28年9月補正分

140,000千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

0 千円 180,809 千円 68,811 千円

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

中小企業における中核
的技術者育成数

20人 毎年度 － 0人

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 10,000 千円 3,400 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

事 業 目的
　本県中小企業において、最先端技術・工作機器に対応可能な技術者の確保が急務であるため、
県立公共職業能力開発施設に必要な機材を導入することにより、中核的技術者の育成を図る。

事 業 内容

H28年度以降順次、職業能力開発施設に機材を購入し、在職者訓練や施設内訓練で活用

① ものづくり大学校、但馬技術大学校、神戸高等技術専門学院に、５軸制御マシニングセン
タ、３Ｄプリンタを導入
② 但馬技術大学校に訓練機材としてハイブリッド自動車を導入

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 180,000 千円 68,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 70,000 千円 34,000 千円

県債 0 千円 100,000 千円 30,600 千円

その他

施 策 体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 能力開発課公共訓練班

施  策  名 産業人材力の強化

事 業 名
中小企業の人材力の強化
①中小企業を支える中核的技術者育成事業(平成28年度～)

連 絡 先 078-362-3367



事務事業評価資料

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明
県内中小企業の人材確保、若年者の県内就職促進に向けて、民間企業とタイアップした取組
を継続して実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・県内中小企業にとって若手社員の確保が重要な課題となっている一方で、大学
等卒業後に奨学金の返済が負担になっている若者が多い中、中小企業が人材確保
のために取り組む奨学金返済負担軽減制度に対する支援を行い、県内中小企業の
人材確保と定着支援に取り組む必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

必要最低限の人員で実施しており、効率的に事業が実施されている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達成度を
示す指標

指標名

・初年度については、事業開始が遅れたため、支援人数は低調になることが見込
まれる。
・引き続き積極的な広報を行うことで、制度が定着することにより、支援人数の
増加が見込まれる。

- 25.0% 100.0%
(550 千円) (138 千円)

県内大学卒業生の県内
企業への就職率

33.0%
（H27 30.4%
H28 31.0%
H29 31.6%
H30 32.3%)

H31 29.8％
H29年5月末
以降調査

支援人数 580人 毎年度 ―
145人 580人

31.6％ 98.0%
H29年5月
末以降調

査
100.0%

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

0 千円 79,809 千円 79,811 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H28年9月補正分

79,000千円

従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 79,000 千円 55,250 千円

0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

事業内容

県内中小企業の人材確保及び若年者の県内就職・定着の促進を図るため、従業員の奨学金返済負担軽減制
度を設ける県内中小企業に対して、その負担額の一部支援を実施

○実施主体　県、神戸市、姫路市、尼崎市、西宮市による協調実施
○実施方法　（一財）兵庫県雇用開発協会への補助
○対象企業　従業員の奨学金返済負担軽減制度を有する県内中小企業
○支援対象者　県内中小企業に勤務し、次の要件を全て満たす者①正社員②日本学生支援機構の奨学金
　　　　　　　を受給し、返済中の者③就職後3年以内の者④申請時点で県内事業所に勤務する者⑤30歳
　　　　　　　未満の者
○補助額　年間返済額の3分の1（1人につき上限6万円。ただし、支援対象者に対する企業の支援額
         の2分の1が6万円を下回る場合は、その額）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 79,000 千円 79,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 23,750 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 0 千円 0 千円

事 業 名
中小企業の人材力の強化
②中小企業就業者確保支援事業（平成28年度9月補正～）

連 絡 先 078-362-3357

事業目的
従業員の奨学金返済負担軽減制度を設ける県内中小企業に対して、その負担額の一部を支援する
ことにより、県内中小企業の人材確保及び若年者の県内就職・定着の促進を図る。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 産業人材力の強化



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明

ひょうごツーリズム戦略会議や観光人材確保育成研究会の意見を踏まえ、平成29年度は、観光
人材のイメージアップやインターンシップ事業等の拡充、学生等の若い目線で魅力を発掘し観
光プランを提案する観光魅力コンテストを実施し、観光産業における人材確保・育成の一層の
推進を図る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
旅館単体の情報発信では効果が薄いため、より多くの旅館等と県が連携
し、総合的・一体的な対策を図る必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

企画提案コンペによる民間活力の活用や、地域の実情に応じて関係機関
（旅館組合、観光協会、大学、民間事業者等）と連携することにより、効
果的・効率的な執行を行っている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

民間事業者・大学等と連携することにより、平成28年度は説明会の参加者
数が81名と目標達成。今後もイメージアップ等を図り目標達成を図る。

75人
－ 90.0% 100.0%

(234 千円) (187 千円)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

－ 162.0% 100.0%
(130 千円) (201 千円)

インターンシップ参加
者数

５０人
７５人

H28
H29

－
45人

大学生向け説明会参加
者数

５０人
７０人

H28
H29

－
81人 70人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.5人

0 千円 10,547 千円 14,057 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②） 従事人員 0.0人 従事人員 0.5人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.5人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 3,200 千円 5,001 千円

0.5人

0 千円 4,047 千円 4,057 千円

事 業 内 容

①(新)ひょうごの観光人材イメージアップ大作戦の展開
 　・ 「おもてなし伝道隊（仮称）」によるプロモーション
     県内温泉地等の若手人材を「伝道隊」に任命し、就職合同説明会等でＰＲ
　 ・ 「温泉地の旅館・ホテルで働こう！」ＰＲ媒体の作成・発信
　　　温泉地等の観光情報、旅館等のやりがいや魅力等を伝える冊子等を作成し発信
②(拡)学生向け視察・体験事業
　・大学生向け説明会、現地視察、(拡)インターンシップ合同説明会等を実施
③他府県等の就職説明会合同参加事業
　　県と旅館等が合同で就職説明会へ参加し、求人活動を実施
④(新)モチベーション向上事業の実施
  県内観光協会、旅館組合等が実施する従業員向け研修会等の取組を支援
⑤(新)ひょうご観光魅力づくりコンテストの開催
　・学生等の若い目線で、地域や兵庫県全体の魅力を発掘し、発信していく観光プランの
　　提案を募集する県内コンテストを開催

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 6,500 千円 10,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 3,300 千円 4,999 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他（　　　） 0 千円 0 千円

事 業 名
若者等の専門人材育成支援  観光産業の人材確保・育成
事業(平成27年度経済対策補正～)

連 絡 先 078-362-3317

事 業 目 的
旅館等の宿泊事業の分野では人材確保が困難な状況にあることから、旅館等の人材を確保・育成
するため、観光産業のやりがい・魅力の発信を行い業界のイメージアップを図るとともに、地元
への愛着等の醸成により観光産業に携わる人材の裾野拡大を図る。

施 策 体 系 地域とともに持続する産業を育む
所管課班 観光振興課ツーリズム振興班

施  策  名 産業人材力の強化

H28年度予算には、H27補正による前倒し分

6,500千円（一部、地域創生交付金）を記載



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
神戸ルミナリエは、阪神・淡路大震災犠牲者の鎮魂と都市の復興・再生を託すイベントであり、
加えて300万人超を集客するツーリズム振興上にも非常に有効な事業である。引き続きコスト削
減、来場者数の確保に取り組み、継続して実施する。

101.6% 100.0% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・神戸ルミナリエは、阪神・淡路大震災犠牲者の鎮魂と都市の復興・再生を託
して開催され、人々に希望と勇気をもたらすイメージシンボル的な役割を担っ
ているため、継続開催の必要がある。
・毎年300万人以上の来場者が訪れており、観光振興面においても、非常に効
果が高い。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・指標１単位あたりのコストは、ほぼ同額を維持しており、効率的な執行を
行っている。
・ルミナリエ組織委員会に補助することで、例年300万人以上の来場者による
大きな経済効果が得られ、効果的な事業といえる。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・H28年度の来場者数も目標値を達成しており、１日当たりの来場者数は325千
人/日と、H27年度と同様、非常に盛況であった。
・来場者評価についても、目標を達成する見込みであり、今後も観光地のブ
ラッシュアップによる魅力づくりへの支援と効果的なプロモーションなど様々
な取組を総合的に推進することにより目標達成に努める。

来場者評価
※神戸ﾙﾐﾅﾘｴ組織委員会「神戸ﾙﾐ
ﾅﾘｴ評価・効果測定調査」

「好印象」95%以上 毎年度 96.5% 95.0% 95.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

108.5% 108.4% 100.0%
(9千円/千人) (8千円/千人) (9千円/千人)

来場者数 3,000千人 毎年度
3,256千人 3,253千人 3,000千人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.2人

27,782 千円 26,619 千円 26,923 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

25,300 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

事 業 内 容

阪神・淡路大震災犠牲者の鎮魂と都市の復興・再生を託し、人々に希望と勇気をもたらすイメージシ
ンボルとするため、神戸ルミナリエの開催を支援
　①神戸ルミナリエ開催事業
　　○補助対象者：神戸ルミナリエ組織委員会
　　○補　助　率：定額
　　○対象経費　：本体制作費、広報費

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 26,195 千円 25,000 千円 25,300 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金、ふるさとひょうご寄附基金) 26,195 千円 25,000 千円

事 業 名 神戸ルミナリエ開催事業（平成９年度～） 連 絡 先 078-362-3697

事 業 目 的
神戸ルミナリエを開催することにより、阪神・淡路大震災犠牲者の鎮魂と都市の復興・再生を託し、
人々に希望と勇気をもたらすイメージシンボルとするとともに、交流人口の拡大を図る。

施 策 体 系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 観光交流課ツーリズム政策班

施  策  名 多様な地域資源を組み合わせたツーリズムや交流の推進



事務事業評価資料

■廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 □継続 □実施手法の見直し

説 明
平成26年度から実施している本事業において、テーマ性のあるツーリズムを通した地域の魅力
づくりに一定の成果を得たことから、事業を廃止する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
旅行者のニーズは多様化しており、さらなる誘客を図るためにテーマ性のあ
るツーリズムを提案・推進する必要があるため本事業を実施した。

事業コストに対する評価、
見直し状況

ツーリズム振興に知見が高く、観光関連団体等と連携関係にある(公社)ひょ
うごツーリズム協会は、地域情報を集積している。また、誘客効果や地域へ
の波及・将来性等について、民間の視点やノウハウに基づき事業を実施して
おり、効率的・効果的な運営を行った。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

・新たな観光資源数については、着実に目標を達成してきた。
・県内観光入込客数の目標達成に向け事業を推進してきたが、テーマ性のあ
るツーリズムへの支援としては一定の成果を果たしたため、今後は新たに観
光地魅力アップへの取組みを支援し、目標達成に努める。

100.0% 100.0% -
(1,655 千円) (1,162 千円)

県内観光入込客数 150百万人
(H24の2割増)

H31 137百万人 140百万人

新たな観光資源数
(累計)7件
　　 10件

(各年度3件)

H27
H28

７件 10件
-

- 91.3% 93.3% -

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.0人

11,587 千円 11,619 千円 0 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

一般財源 10,000 千円 10,000 千円 0 千円

0.0人

1,587 千円 1,619 千円 0 千円

事業内容

県内の観光協会等がテーマに即して実施する地域資源の活性化などの広域的かつ先導的な取組への
補助
①補助対象者　観光協会等
②補助対象事業　テーマに沿った地域資源の活性化等
③補助率　1/2以内
④補助限度額　2,000千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 10,000 千円 10,000 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 ふるさと魅力づくり支援事業（平成26年度～） 連 絡 先 078-362-3317

事業目的
多様化する旅行者のニーズに的確に応える地域づくりを推進することにより、効果的な誘客促進を
図る。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 観光振興課ツーリズム振興班

施  策  名 多様な地域資源を組み合わせたツーリズムや交流の推進



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

旅の目的が多様化し、名所をめぐる観光情報だけでなく、体験を含む観光情報を広く発信する必
要があることから、平成29年度は観光動態調査でも関心の高まりが現れている「食体験」に焦点
をあてた滞在型の旅を全国に発信する「あいたい兵庫キャンペーン2017」を展開し、誘客促進を
図る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
着実に県外からの観光客入込数の確保を図るためには、あいたい兵庫デスティ
ネーションキャンペーン等で得られたノウハウや成果を活かし、継続的に観光
客の誘致に取り組む必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

ツーリズムについての専門的知識と豊かな経験を有し、市町や観光協会、観光
関連企業等と緊密な連携関係があるひょうごツーリズム協会を事業主体として
実施している。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・県内主要観光施設の観光客入り込み数の対前年度比平均伸び率については、
着実に目標を達成している。
・県内観光入込客数についても、H31年の目標達成に向けて着実に増加してお
り、今後も効果的に取り組んでいく。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

119.3% 100.0% 100%

県内観光入込客数
150百万人
(H24の2割増)

H31 137百万人 140百万人 143百万人 91.3%

県内主要観光施設の観
光客入込客数の対前年
度比平均伸び率

110% 毎年度 131.3% 110.0% 110%

93.3% 95.3%

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

1.0人

66,849 千円 51,093 千円 51,114 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

0 千円

一般財源 10,000 千円 43,000 千円 21,500 千円

1.0人

7,936 千円 8,093 千円 8,114 千円

事 業 内 容

公益社団法人ひょうごツーリズム協会が実施する事業に対し補助
　① 実施期間 　平成29年10月～12月
　② 事業主体   公益社団法人ひょうごツーリズム協会
　③ テーマ案   五国彩り食体験
　④ 事業内容
　　○ 観光宣伝資材作成
  　○ 観光宣伝活動
　　○ 旅行商品化促進
  　○ SNS各種ツールを活用したプロモーション

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 58,913 千円 43,000 千円 43,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 21,500 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(緊急雇用就業機会創出等事業基金) 48,913 千円 0 千円

事 業 名
ひょうご大交流プロジェクト
①あいたい兵庫キャンペーン2017実施事業(H22年度～)

連 絡 先 078-362-9159

事 業 目 的
兵庫県の観光資源の発掘・磨き上げにより魅力を高め、全国に向けて情報発信を行うことにより、本
県への誘客促進を図る。

施 策 体 系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 観光振興課ツーリズム振興班

施  策  名 多様な地域資源を組み合わせたツーリズムや交流の推進



事務事業評価資料

台 台 台

万人 万人 万人

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続

説 明
より一層の効果的な誘客促進を図るため、特別枠として、H29年度は、新たに外客の県内周遊ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝ
ﾙｰﾄ分、六甲山地域周遊分を設定し実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
本県へのバスや船を活用した旅行に対して助成を行うことは、国内外からの観光
客の本県への誘致に大きく寄与する。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・(公社)ひょうごツーリズム協会に補助することにより、同協会が申請受付から
実施確認、助成金支払いまで一括して行っており、効率的な執行を図っている。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・バス助成台数については、平成28年度はおおむね目標達成の見込み。
・県内入込客数と訪日外客数についても、目標達成に向けて着実に増加してお
り、今後も効率的な施策展開に取り組んでいく。

91.3% 93.3% 95.3%

訪日外客数（兵庫県）
※H28年度にH29年度以降の目
標を新たに設定。【新目標】
H32年度に300万人達成（各年
度約18.6%増）

300万人
（H28年度までの
目標はH31年度ま
でに120万人）

H32
128 152 180

106.7%

県内観光入込客数
150百万人

(H24の2割増)
H31 137百万人 140百万人 143百万人

126.7% 60.0%

(417 千円) (360 千円) (304 千円)

97.6% 100.0% 100.0%
(25 千円) (25 千円) (25 千円)

バス助成台数
2,150台
2,200台
2,200台

H27
H28
H29

2,099 2,200 2,200

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.3人

53,439 千円 54,736 千円 54,742 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

人件費②
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

26,154 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.3人

2,381 千円 2,428 千円 2,434 千円

事業内容

　バス借り上げ料金への助成
　○ 助成対象者：旅行会社等
　○ 助成対象経費：バス借り上げ料金の1/2以内
　○ 助成額上限：（宿泊）30千円（日帰り）15千円
　○ 助成予定台数：2,200台
　　　・ ﾃｰﾏﾂｰﾘｽﾞﾑ分　　　300台　　　・ 日本遺産認定地域等周遊分 　　 　100台
　　　・ 海外分　　　 　　300台　　　・ 山陰海岸ｼﾞｵﾊﾟｰｸ等但馬地域周遊分 300台
　　　・ ｺﾞｰﾙﾃﾞﾝﾙｰﾄ分 　　100台　　　・ 隣接県連携分　　　　　　　　　　150台
      ・ ｷｬﾝﾍﾟｰﾝ分  　　　450台　　　・ しごとﾂｰﾘｽﾞﾑﾊﾞｽ分　　　　　　　 450台
　　　・ 六甲山地域周遊分　50台

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 51,058 千円 52,308 千円 52,308 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 26,154 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(地域振興基金) 51,058 千円 52,308 千円

事 業 名
ひょうご大交流プロジェクト
②ひょうごツーリズムバス実施事業（平成13年度～）

連 絡 先 078-362-3317

事業目的
県内の多彩なツーリズム資源を生かして、ツーリズム活動を目的とした県外からの来訪客の誘致促進を
図るとともに、隣接県を訪れる観光客の兵庫県への誘客促進を目指し、隣県と県域を越えてネットワー
ク化した一体的な観光地づくりの推進を図る。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 観光振興課ツーリズム振興班

施  策  名 多様な地域資源を組み合わせたツーリズムや交流の推進



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充

説 明
本県へのさらなる誘客促進や交流人口の拡大による地域の活性化に向け、地域資源を活用した
体験プログラムの企画や滞在型観光の促進等の取組を支援する新たな事業を実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
地域観光資源の魅力を向上させ、県内への誘客促進や観光産業の育成強化等
を実現するため、地域の主体的な新しい取組を推進する必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

ツーリズム振興に知見が高く、観光関連団体等と連携関係にあるとともに、
民間の視点やノウハウに基づき事業を行える(公社)ひょうごツーリズム協会
に補助することにより、効率的・効果的な運営を行う。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

観光資源の掘り起こしによる滞在型観光開発への支援や効果的なプロモー
ションなど様々な取組を総合的に推進し、目標達成に努める。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

- - 100.0%
(894 千円)

県内観光入込客数
150百万人
(H24の2割増)

H31 - - 143百万人

新たな観光資源数

(累計)13件
　　  16件
　　　19件
(各年度3件)

H29
H30
H31

- -
13件

- - 95.3%

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.2人

0 千円 0 千円 11,623 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 10,000 千円

0.2人

0 千円 0 千円 1,623 千円

事業内容

県内の観光協会等が実施する、観光地等への入込客の増加や交流人口の拡大、観光産業の育成強化
に向けた新たな取組への補助
①補助対象者　観光協会等
②補助対象事業　誘客促進事業、滞在型観光や着地型観光を促す事業等
③補助率　1/2以内
④補助限度額　2,000千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 0 千円 10,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 観光地魅力アップ支援事業（平成29年度～） 連 絡 先 078-362-3317

事業目的
地域の観光資源を生かした滞在型観光や着地型観光、地域間連携による広域観光等を推進すること
により、交流人口拡大による地域の活性化や観光産業の育成強化を図る。

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 観光振興課ツーリズム振興班

施  策  名 多様な地域資源を組み合わせたツーリズムと交流の推進



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

事業コストに対する評価、
見直し状況

・本事業の補助対象である(公財)ひょうご産業活性化センターは、都道府県中小
企業支援センターに指定され、中小企業の経営支援のノウハウを有していること
から、事業効果に鑑みて事業コストは適切なものとなっている。
・H29年度から神戸市産業振興センタービルに移転に伴い賃料減。
・人員配置の見直し等、事業コストの削減に努めている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・成長期待企業の対前年売上高伸率、相談・指導件数は、目標値を上回ってお
り、事業は有効に実施されている。
・また、窓口相談、専門家派遣の課題解決率は、概ね目標を達成しており、事業
は有効に実施されている。

□凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

100.0%

100.0%

(4千円)
窓口相談・専門
家派遣にかかる
経費(14,013千
円)から算出

(4千円)
窓口相談・専門
家派遣にかかる
経費(12,365千
円)から算出

(3千円)
窓口相談・専門
家派遣にかかる
経費(11,051千
円)から算出

地域経済の発展と活力の源泉である中小企業の自助努力を支援し、多様で活力ある成長発展
を促すために当該事業の必要性は高いことから、引き続き実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・関係機関と連携して成長期待企業に総合的かつ集中的な支援を行うことは、県
内中小企業の経営の革新や新分野進出などの促進に有効である。
・中小企業の多様な経営課題に応じるために、無料相談窓口設置と専門家派遣制
度は必要かつ有効である。

100.0%
専門家派遣事業での
課題解決率

80% 毎年度
75.0% 80% 80%

(0 千円) (0 千円) (0 千円)

相談・指導件数 3,500件 毎年度

3,851件 3,500件 3,500件

110.0% 100.0%

窓口相談での課題解
決率

80% 毎年度
69.2% 80% 80%

86.5% 100.0%
(0 千円) (0 千円) (0 千円)

93.8% 100.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

成長期待企業の対前
年売上高伸率

県内平均以上
（H27：+1.1％以上
H28見込：+1.1％以

上）

毎年度
2.6% 1.1% 1.1%

236.4% 100.0% 100.0%
(0 千円) (0 千円) (0 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

70,431 千円 62,735 千円 47,003 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 66,463 千円 58,688 千円 21,473 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事業目的
地域経済の発展と活力の源泉である中小企業の自助努力を支援し、多様で活力ある成長発展を
促すため、経営の革新や新分野進出などに意欲的に取り組む中小企業の経営課題に応じた相
談・助言や、関係機関との連携による総合的かつ集中的な支援体制の充実強化を図る。

事業内容

(公財)ひょうご産業活性化センターにおいて中小企業への経営支援を実施
① 成長期待企業への支援
　○経営革新計画の承認支援など、相談助言を行った企業の中から、成長潜在力の高い企業を選定
　○選定企業に対し、専門家によるさらなる指導・助言等を実施
② 経営等相談
　○中小企業診断士等の経営に関する専門相談員等を無料相談窓口に配置し、中小企業者の抱える
　　多様な経営課題に対して各種相談を実施（週５回。無料）
③　専門家派遣
　○中小企業診断士、税理士等の民間専門家を派遣し、ニーズに応じた機動的な指導助言を実施
　○負担割合：県１／２、中小企業１／２

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 66,463 千円 58,688 千円 42,946 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 21,473 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 経営商業課経営支援班

施  策  名 中小企業の経営力強化と新事業展開

事 業 名
中小企業の経営・技術力の強化
　①中小企業経営支援事業（平成12年度～）

連 絡 先 078-362-9184



事務事業評価資料

経営革新計画承認企業
の従業員増加数

73人
86人

H28
H29

－
73人

(261千円)
86人

(231千円)
-

事業の必要性・有効性
小規模事業者の最大の経営課題である販路開拓を支援することで、経営
革新計画等に基づく売上増や雇用増が見込まれるため、地域における雇
用創出等の政策目的を達成する上で効果的

事業コストに対する評価、
見直し状況

日頃から小規模事業者の経営改善を指導している各地域の商工会、商工
会議所が支援することにより効率的な実施が可能

100.0% 100.0%
事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

展示会出展による取引
拡大件数（5件/社)

200件 H29 － －
200件

(100千円)
- - 100.0%

従事人員 0.5人

0 千円 19,047 千円 19,905 千円

27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29
指標名

目　　標

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 7,924 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

0 千円 4,047 千円 4,057 千円

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による前倒し分
15,000千円（地域創生加速化交付金）を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.5人

事業目的
地域の経済活性化と雇用創出を促進するため、小規模事業者における最大の経営課題である営
業・販路開拓に対する支援を実施

事業内容

○対象者　経営革新計画または経営力向上計画に基づき新たな取組を実施する小規模事業者
○事業内容
　①（新）販売促進ツール作成支援
　　・対象経費　小規模事業者が行う販売促進ツールの作成等に必要な経費
　　　　　　　 （チラシ・ＤＭ・ウェブサイト作成、看板、広告掲載、デザイン改良等）
　　・補 助 率　1/2（上限250千円）
　　・補助件数　20件
　②（新）展示会共同出展への支援
　　・対象経費　大規模展示会への出展経費
　　・補助率　定額（225千円）
　　・補助件数　40件（４展示会、１展示会当たり10件）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 15,000 千円 15,848 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 15,000 千円 7,924 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施策体系 地域と共に持続する産業を育む
所管課班 経営商業課経営支援班

施  策  名 中小企業の経営力強化と新事業展開

事 業 名
中小企業の販売力の強化
①がんばる小規模事業者支援事業(平成27年度経済対策補正
～)

連 絡 先 078-362-9184

自
己
評
価

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

商工会、商工会議所と緊密な連携を図り、小規模事業者が取り組む経営
革新計画等のフォローアップを実施する。その中で、販路開拓にかかる
課題を抱える小規模事業者に対して本事業による支援を行うことで、取
引拡大と経営革新計画の実現を図る

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充 □継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

説 明
小規模事業者の最大の経営課題である販路開拓に対する支援を新たに実施することで、小規
模事業者の売上増と持続的発展につながるとともに、地域の経済活性化と雇用創出を促進で
きることから、引き続き実施する。



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 女性就業率の向上のため、再就業に向けた効果的な支援を行なっていく。

調査実施なし
（５年毎） 96.8%

調査実施なし
（５年毎）

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・少子高齢化で労働力人口の減少が懸念される中、経済・社会活性化のためにも女性の活躍促
進を図る必要があり、国の成長戦略でも中核として位置づけられている。
・このため、育児・介護等により離職を余儀なくされた者のスムーズな再就業を支援し、低調
に推移する兵庫県の女性就業率（45.0％(H27、全国45位)）の向上を図る必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

必要最低限の人員で実施しており、効率的に事業が実施されている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・セミナー参加者数ついては、目標を上回る実績であり、再就職や起業・在宅ワークなど個々
の希望に即した働き方の実現に向けた支援を実施することができている。
・スキルアップに係る経費補助については,国給付金の対象になる者が多いこと等から昨年度
並みの実績と見込まれるが、引き続き各種学校等への効率的な周知広報を行い補助件数の増加
につなげていく。

女性の就業率
※H27国調結果を踏まえ検証

46.5%

H32
調査実施なし
（５年毎） 45.0%

調査実施なし
（５年毎）

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

17.0% 17.5% 100.0%
(350 千円) (589 千円) (103 千円)

補助件数 200件 毎年度
34件 35件 200件

122.4% 124.0% 100.0%
(19 千円) (33 千円) (41 千円)

セミナー参加者数

500人

毎年度
612人 620人 500人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.7人

11,898 千円 20,604 千円 20,619 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.7人 従事人員 0.7人 従事人員

人件費②
従事人員 0.7人 従事人員 0.7人 従事人員

14,939 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.7人

5,555 千円 5,665 千円 5,680 千円

事業内容

① 再就業応援セミナーの開催
　○ 出産、子育てなどの理由により離職した女性の多様な働き方を支援する講座を開催
　　 （集中ｺｰｽ5回、短期ｺｰｽ3回、中期ｺｰｽ7回、長期ｺｰｽ2回）
　○ 兵庫労働局と共催により就職面接会を開催
② 起業応援セミナーの開催
　○ 起業をめざす女性を応援するためのセミナーを開催
   　（起業セミナー1回、在宅ワーク2回、営業準備セミナー3回）
③ スキルアップに係る教育訓練経費の一部を補助
   妊娠、介護等による離職者が再就職に必要なｽｷﾙ等を得るため受講した教育訓練経費の一部を支給
  ○ 対象者：国教育訓練給付金受給資格がない県内在住者
　　　　　　　※（国給付金対象者：離職後１年以内（妊娠・出産の場合は４年以内）に訓練開始）
　　　　　　県内事業所での再就職を希望していること
　　　　　　指定教育訓練を受講・修了していること（専門実践教育訓練も対象）
　○ 助成金額：教育訓練に要した経費の20％（上限100千円）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 6,343 千円 14,939 千円 14,939 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 6,343 千円 14,939 千円

事 業 名 ひょうご女性再就業応援プログラム事業(平成24年度～) 連 絡 先 078-362-3357

事業目的
育児・介護等による離職者を対象に、再就業に向けた心がまえの習得やスキルアップ、終業後も助け
合える仲間づくりを支援し、就業機会の拡大を図る。

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 女性の就業・起業支援

※第3次兵庫県
男女共同参画

計画

※長期ﾋﾞｼﾞｮﾝﾌｫ
ﾛｰｱｯﾌﾟ指標



事務事業評価資料

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充 □継続

説 明
女性やシニアの活力を生かして新たなビジネスを創出し、地域経済の活性化を図るため、引
き続き起業支援を実施していく。29年度からは、増加する空き家を活用した起業の支援も強
化していく。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

地域の需要を創出し地域経済の活性化を図るためには、多様な人材が活躍
しやすい環境を整える事が重要であり、柔軟な発想や新たな感性を持った
女性や、豊富な経験・技術を持ったシニアによる起業を支援する必要があ
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

採択枠の拡充に伴い事業費が増加傾向にあるが、今後も効率性を保ちなが
ら事業を実施していく。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

当初の目標を大幅に上回る応募があったことから、28年度に採択枠を拡
充。今後も目標達成ができるようPRや事業継続支援に取り組んでいく。

122.0% 123.6% 112.5%
②事業継続率の確保
（起業後３年間）

80%
※中小企業白書によ
る数値52.7%を大きく

上回る目標

毎年度 97.6% 98.9% 90.0%

98.0% 100.0%
(1,142 千円) (1,277 千円) (1,376 千円)

①補助件数
50件/年
50件/年
100件/年

H27
H28
H29

49件 86件 100件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

172.0%
※当初比

1.5人

55,936 千円 109,793 千円 137,568 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H28年
9月補正分50,000千円を含む

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

82,544 千円

一般財源 0 千円 25,000 千円 0 千円

1.5人

7,936 千円 8,093 千円 12,171 千円

事 業 内容

県内で起業または第二創業を目指す女性起業家(H25～)・シニア起業家(H27～)に対し、事業立ち
上げに係る経費の一部を補助

　○ 補助対象経費 ：起業に係る経費（事務所開設費・空き家改修費や初度備品費など）
　○(拡)補助限度額：1,000千円　※平成29年度から、空き家を活用する場合、別途1,000千円
　○補　　助　　率：１／２
　○件 数 (採択枠)：100件（女性60件、シニア40件）
　○実　施　主　体：(公財)ひょうご産業活性化センター

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 48,000 千円 101,700 千円 125,397 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 25,000 千円 42,853 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 48,000 千円 51,700 千円

事 業 名
若者定着・還流プロジェクト
⑧女性・シニア起業家支援事業（平成25年度～）

連 絡 先 078-362-4157

事 業 目的
有望なビジネスプランを有し、新たなビジネスプラン開発や新事業展開を行う女性起業家及びシ
ニア起業家に立ち上げ経費を支援し、新事業の創出を促進する。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 新産業課新産業創造班

施  策  名 女性の就業・起業支援



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 雇用情勢を踏まえ、引き続き実施する。

□凍結(休止)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・職業能力開発促進法第15条により、都道府県は、労働者が多様な職業
訓練を受けること等により職業能力の開発及び向上を図ることができる
ように、その機会の確保に配慮するよう求められている。
・座学と企業実習を組み合わせたより実践的な職業訓練の実施により、
就業意識の向上を図り、安定就労を確保につながもるのであり、実施が
必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・経費の大部分を占めるのは、訓練実施費（委託料）である。訓練人
員、訓練期間の増減等に伴い委託料は増減する。
・委託料単価（上限）は厚生労働省より示されており、適正に実施して
いる。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・訓練機会を提供することで就職に繋がっており、若年者等の就業意識
の醸成、キャリア形成の促進に寄与している。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28

就職者数

290人

毎年度

429人 290人 290人

147.9% 100.0% 100.0%(就職率：
65%並）

(374 千円) (1,049 千円) (1,049 千円)

H29

訓練受講者数

500人

毎年度

562人 500人 500人

112.4% 100.0% 100.0%
(H25計画値) (285 千円) (609 千円) (609 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

160,413 千円 304,281 千円 304,291 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 63 千円 63 千円 63 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事業目的

　フリーター等の若者や子育て終了後の女性等の職業能力形成機会に恵まれなかった者を、安
定的な就労に移行させるため、座学と企業等における実習を一体的に組み合わせた実践的な職
業訓練を実施することにより、訓練受講意欲の喚起から実践的能力までを付与しキャリア形成
を図る。

事業内容

　座学と企業等における実習を一体的に組み合わせた実践的な職業訓練を実施

　① 技専活用型訓練
　　 県立ものづくり大学校での訓練と企業での実習訓練を実施
 　　　○訓練分野：機械製図・工作（CAD/CAM）コース
 　　　○期　　間：１年

　② 委託訓練活用型訓練
　 　民間教育訓練機関等での座学訓練と企業での実習訓練を実施
 　　　○訓練分野：情報通信関連、医療事務、介護、経理事務関連等
 　　　○期　　間：４か月～５か月

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 156,445 千円 300,234 千円 300,234 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 156,382 千円 300,171 千円 300,171 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 能力開発課公共訓練班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援

事 業 名 実習・座学連携養成事業（平成16年度～） 連 絡 先 078-362-3367



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
ニートへの就労支援については、昨年度ひょうご・しごと情報広場運営事業に統合した若者
しごと倶楽部サテライト（フリーターやニート等への支援を実施）と連携し、情報共有など
事業の効率化を図りつつ、継続して実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
多様で安定した雇用就業機会の確保を図るためには、国の施策とも連携
した職業情報提供、カウンセリング、職業紹介が不可欠である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

本事業を国事業のジョブカフェひょうごを受託する団体に委託すること
により、両事業の相乗効果で効果的な事業を実施することができ、効率
的な事業運営が可能である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

相談及び就職件数は、景気動向による増減は見受けられるものの一定の
規模で推移しており、引き続き就職困難者への支援強化のため、事業を
実施

118.5% 100.0% 100.0%
(40 千円) (47 千円) (48 千円)

就職件数
1,500件

毎年度
1,778件 1,500件 1,500件

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

116.2% 75.0% 100.0%
(3 千円) (5 千円) (4 千円)

相談件数 20,000件 毎年度
23,246件 15,000件 20,000件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

1.4人

71,559 千円 71,182 千円 72,300 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 1.4人 従事人員 1.4人 従事人員

人件費②
従事人員 1.4人 従事人員 1.4人 従事人員

0 千円

一般財源 60,449 千円 59,852 千円 60,940 千円

1.4人

11,110 千円 11,330 千円 11,360 千円

事業内容

求職者に対し、職業経験・能力の内容や程度に応じたきめ細やかな就職支援を行い、職業能力の向上
を図るため、ワンストップサービス体制を確立し、早期の就職を促進
　① 総合相談・情報提供事業
　　○ 若年者から中高年齢者までの全年齢層を対象に職業相談の実施
　　○ しごと全般に関する情報提供を行うとともに、必要に応じて他の専門機関に誘導
　② 若者しごと倶楽部運営事業
　　○ 若年求職者等に対し、個々の課題にきめ細かく対応した就職支援
　　○ 職業への理解・意欲の向上及び企業の人材ニーズに合致したキャリア形成を図るワンストッ
　　　プサービス体制の提供
　③ 年長フリーター等就職支援事業
　　○ 人材エージェントによる求人開拓と正規雇用就職相談・面接会を実施
　　○ 年長フリーターなど不安定就労の状況にある若者等にマッチング機会を提供
　④ニート就労支援ネットワーク事業
　　○ 県内のニート等若年無業者の支援体制を強化するため、支援関係機関で構成するニート就労
　　　支援ネットワーク会議を開催
　　○ ニート等の自立支援及び家族等の支援を行うため、セミナーを開催
　　○ ニート等の職業的自立を促進するため、職場見学やボランティア体験を実施

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 60,449 千円 59,852 千円 60,940 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 ひょうご・しごと情報広場運営事業（平成11年度～) 連 絡 先 078-362-3357

事業目的
ひょうご・しごと情報広場及び若者しごと倶楽部等の運営により、キャリアカウンセリングか
ら職業紹介まできめ細かな支援を行い、若者の就職促進を図る。

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援

※H25計画値



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
職に就いていない若者等の職業観を醸成するため、様々な手法の就業体験を実施し、真に支
援の必要な対象者への対応を行っていく。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
学卒後職に就いていない若者や出産等で職を離れた女性等に対して、経験
不足による就業に対する不安の解消を図ることが必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

会員企業とのネットワークを有する兵庫県雇用開発協会が行うことにより
効率的に実施

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

雇用情勢の好転により「プレ雇用クラス」の参加者・本採用数の目標達成ができ
ない見込みだが、昨年度から「職場体験クラス」の参加者を「プレ雇用クラス」
へ誘導し、一定成果が出ていることから、引き続き目標達成を目指す。

80.0% 62.5% 100.0%
(268 千円) (393 千円) (245 千円)

プレ雇用クラスから
の本採用数

40人 毎年度
32人 25人 40人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

86.0% 80.0% 100.0%
(199 千円) (245 千円) (196 千円)

プレ雇用クラス参加
者数

50人 毎年度
43人 40人 50人

220.5% 150.0% 100.0%
(19 千円) (33 千円) (49 千円)

職場体験クラス参加
者数

200人 毎年度
441人 300人 200人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

8,568 千円 9,816 千円 9,814 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

9,003 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事業内容

職に就いていない若者や再就業を希望する女性等を対象に、企業において体験就業を実施し、体
験就業を通じて職業観の醸成を図り、再就業を行うための適職選択を促進
　① 職場体験クラス
　  ○ 業界・企業研究やハローワーク利用方法等の学習会の実施
　　○ 職業観の醸成を図るため、実際の企業職場の見学等を実施
　　○ 受入企業へ20,000円/回謝金支払
　② プレ雇用クラス
　　○ 企業からの求人開拓及び求職者へのプレ雇用クラス体験登録の促進
　　○ 企業の人材ニーズと求職者の希望条件とのマッチング
　　○ 実際の企業の職場で２週間程度の就業体験
　　○ 企業と体験者（求職者）双方の合意により本採用

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 7,774 千円 9,007 千円 9,003 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 7,774 千円 9,007 千円

事 業 名 短期職場体験就業事業（平成26年度～) 連 絡 先 078-362-3357

事業目的
卒業時に未就職であった若者や、出産や育児などにより離職し再就業に不安を持っている女性などを対象
に、実際の職場での体験就業を通じて職業観の醸成や再就業を行うための適職選択の促進を図る。

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
学生の中小企業への理解や中小企業の人材確保のため、大学等を通じたインターンシップの
参加促進と受入企業の拡大を図っていく。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
就職活動を行う学生は大企業志向の者が多く、県内中小企業の魅力の理解
を促すには、インターンシップが有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

県内各企業が独自でインターンシップ学生を募集するよりも、県で一括し
て大学等と手続き事務を進める方が効率的である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

大学生の就職活動においてはインターンシップ重視の傾向があることから、参加
学生数の目標は概ね達成の見込みである。受入企業については尼崎・姫路経営者
協会所属企業の参加により、数もエリアも広がっており、引き続き制度の周知を
図り、目標達成を目指す。

132.0% 74.0% 100.0%
(194 千円) (268 千円) (198 千円)

受入企業数
100社

(H27 50社)
毎年度

66社 74社 100社

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

156.4% 96.6% 100.0%
(33 千円) (41 千円) (40 千円)

インターンシップ参加
学生数

500人
(H27 250人)

毎年度
391人 483人 500人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

12,813 千円 19,811 千円 19,807 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

18,996 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事 業 内容

① 中小企業の効果的な人材確保方策の検討の実施
　○ 関係機関で連絡協議会を構成し、中小企業の効果的な人材確保方策を検討（4回）
　○ 新規でｲﾝﾀｰﾝｼｯﾌﾟを受け入れる企業向けに、実習ﾌﾟﾛｸﾞﾗﾑ作成方法等のｾﾐﾅｰを実施
　○ 中小企業の魅力の理解を促すため、経営者等に講演会等のｶﾞｲﾀﾞﾝｽを実施（2社）
② 大学生インターンシップ事業の実施
　○ インターンシップ受入先として県内企業の開拓・拡大
　○ 参加学生促進のため、県内外大学の兵庫県出身学生等へ事業周知（大学50校程度）
　○ 参加学生に対して、ﾋﾞｼﾞﾈｽﾏﾅｰ等の研修や先輩学生の体験談を聞く「事前学習会」の実施
　○ 大学生に県下各地域の企業においてインターンシップを実施
　○ 実習で学んだことを整理するため、グループ討議を行う「事後研修会」の実施（1回）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 12,019 千円 19,002 千円 18,996 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 12,019 千円 19,002 千円

事 業 名 大学生インターンシップ推進事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-3357

事 業 目的
大学生等に県内中小企業の魅力の理解を促すため、実際の企業で体験実習を行うインターンシッ
プ事業を実施し、学生と県内企業のマッチングの促進を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
昨年度に続き雇用情勢は改善傾向にあるため、就職面接会等への参加者数は減少傾向にある
が、学生の中小企業への理解や中小企業の人材確保のため、若者の意識啓発や様々な機会を活
用したマッチング事業を実施し、効果的な事業の展開を図る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
学生は就職に際し大企業志向が強い。さらに中小企業では入社3年以内離職
率が高いため、人材確保及び職場定着に向けた支援が必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

会員企業とのネットワークを有する兵庫県雇用開発協会が行うことにより
効率的に実施

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

昨年度に続き雇用情勢は改善傾向にあるため、就職面接会等への参加者数は減少
傾向にあるが、企業の採用意欲は高く、県内中小企業の人材不足の解消と定着支
援の必要から、引き続き実施

73.4% 100.0% 100.0%
(37 千円) (29 千円) (29 千円)

就職面接会参加者の
就職者数

350人 毎年度
257人 350人 350人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

102.8% 110.0% 100.0%
(18 千円) (19 千円) (21 千円)

各セミナー参加者数 500人 毎年度
514人 550人 500人

63.7% 100.0% 100.0%
(7 千円) (5 千円) (5 千円)

就職面接会等参加者
数

2,000人 毎年度
1,274人 2,000人 2,000人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

9,458 千円 10,313 千円 10,311 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

9,500 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事 業 内 容

① 中小企業合同セミナー等の実施
　　県内の中小企業が合同で各種のｾﾐﾅｰ、面接会・企業説明会・研修会を実施し、効果的な
　人材確保を実施
　・ 就職活動を行う学生向けに、県内大学等でキャリアセミナーを実施（10回）
　・ 新規学卒者向けの就職面接会・企業説明会の実施（9回）
　・ 新入社員の職場定着を図るため、入社3年目までの社員を対象としたモチベーションアッ
　　プセミナーの実施（2回）
② 県内企業就職情報の提供
　　就職活動を行う学生や大学等のキャリアセンターへ優良な県内企業の就職情報の提供
　・ホームページ等による情報発信
　・若年者就業推進員による大学キャリアセンターや企業への情報提供

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 8,664 千円 9,504 千円 9,500 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 8,664 千円 9,504 千円

事 業 名 中小企業合同研修等支援事業（平成26年度～) 連 絡 先 078-362-3357

事 業 目 的
県内企業の人材確保を支援するため、中小企業が合同でセミナー等を実施し、県内企業への理解を
深め、学生の適職選択を促すとともに、就職後の職場定着を図る。

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 ■縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
雇用情勢の好転により、事業の参加者が減少傾向にあるが、就職が困難な学卒未就職者は一定
数存在することから、目標数・予算規模を縮小しつつ、継続して実施

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
ミスマッチ等による学卒未就職者は一定存在するため、そうした若者に対
する就労支援策は必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

県が負担する参加者の賃金を研修期間の1ヶ月間とし、委託先の既存社員人
件費についても、事業遂行に必要最小限の人員分に限定するなど、あらゆ
る経費を精査したものである。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

雇用情勢の好転により、目標数は下回る見込みだが、就職が困難な学卒未就職者は
一定数存在することから、目標数・予算規模を縮小しつつ、きめ細やかな事業実施
により、目標の達成を目指す

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

50.7% 90.0% 100.0%
(955 千円) (1,468 千円) (1,067 千円)

プログラム修了後、正規
雇用につながった人数

50人
(H27 75人)
(H28～50人)

毎年度
38人 45人 50人

48.0% 120.0% 100.0%
(504 千円) (551 千円) (533 千円)

職場実習につながっ
た人数

100人
(H27 150人)
(H28～100人)

毎年度
72人 120人 100人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.5人

36,306 千円 66,078 千円 53,335 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

49,278 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事業内容

① 人材育成プログラムの実施
　　委託先（派遣会社等）が、学卒未就労者等を期間雇用し、業界研究や企業面接準備研修、
　職場実習先の選定などの研修を行った後、就職支援を実施
　○ 対象者：100名（学卒未就労者等）
　○ 期　間：社会人基礎研修（１ヶ月）、就職支援（３ヶ月）
　○ 賃　金：月額150千円（研修期間のみ）
　○ 委託先：民間企業（人材派遣会社等）に業務委託　[企画提案コンペ等で選定]
　○ 紹介料：30千円　[１人あたり]　※職場実習等に結びつけた場合に委託先に支給

② プログラム修了後
　　参加者と実習先企業の合意により正規雇用

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 32,338 千円 62,031 千円 49,278 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 32,338 千円 62,031 千円

事 業 名 ひょうご若者就労支援プログラム（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-3357

事業目的
学卒未就職者の就職活動を支援するため、企業面接準備研修や就労体験等を通じて、県内製造
業・中小企業等の魅力を伝え、若者の正規雇用の促進を図る。

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明
高校・大学生それぞれに適した情報発信の方法をとりつつ、兵庫の企業の魅力を伝えるた
め、引き続き実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
高校在学中から県内企業の魅力を知ってもらうためにｶﾞｲﾄﾞﾌﾞｯｸは必要。また、
大学生による課題研究により、新たな企業の魅力を発掘でき、有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

取材や広報面で県内で強いネットワークを持つ神戸新聞社との共同事業とするこ
とにより効果的な事業実施が可能。また、大学生ガイドブックをWEB版とし、よ
り幅広い情報提供を図るよう見直し。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

県内の高校2年生全員に配付するガイドブックに登録用ＱＲコードを掲載し、目
標達成に向けた広報に努める。

高校生就職者における
県内就職率

80% H29 86.7% 87% 80% 108.4% 108.8% 100.0%

－ － 100.0%
(95 千円)

98.0%
H29年5月
末以降調

査
100.0%

県内大学卒業生の県内
企業への就職率

33.0%
（H27 30.4%
H28 31.0%
H29 31.6%
H30 32.3%)

H31 29.8％
H29年5月末
以降調査

31.6％

高校生向け県内企業ｶﾞｲ
ﾄﾞﾌﾞｯｸQRｺｰﾄﾞによる登
録件数

300人 H29 －
H29年3月末
以降調査

300人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.2人

0 千円 34,619 千円 28,582 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H27補正による前倒し分
30,000千円、H28年9月補正分3,000千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 31,500 千円 13,480 千円

0.2人

0 千円 1,619 千円 1,623 千円

事 業 内容

① 企業課題研究事業の実施
　・登録企業の抱える各種課題に対し大学生が解決のためのｱｲﾃﾞｱを研究し、研究成果を発表
　・企業と学生との交流会の開催
② 大学生向け企業ガイド（WEB版）を作成・掲載
　・登録企業の社屋や製品の写真、業績等を掲載し、課題研究内容等を含めた企業PR用ガイド
　（WEB版）を作成し、兵庫で就職を目指す学生等へ情報提供
③ 高校生向け企業ガイドブックの発行
　・高校生の県内就職を促進するため、県内企業の魅力を掲載した企業ガイドブック（WEB版
　　も作成）を高校２年生全員に配付し、県内企業の魅力を発信

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 33,000 千円 26,959 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 1,500 千円 13,479 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
若者定着・還流プロジェクト
③高校生・大学生「兵庫就活」促進事業（平成27年度経済対策補正～） 連 絡 先 078-362-3357

事 業 目的
中小企業の課題を大学生の知恵と発想により打開策を探り、企業の魅力を発信し、地元企業の人材確保を
支援するとともに、ガイドブック等の配付により企業情報を発信し、地元企業への就職の促進を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明
就職支援協定を締結した県内大学生にきめ細やかに兵庫の企業の魅力を発信するため、卒業
生に対する就職支援への取組みを拡充するなど、補助要件の見直し及び県内企業研究・セミ
ナー等を実施する。

98.0%
H29年5月
末以降調

査
100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
県内学生に企業の魅力を理解させるため、産学官金の連携事業は有効であ
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

就職支援協定締結大学に対する補助は、一定規模以上の取組みを必要としている
こと、また、県内企業研究・セミナーについても、県内金融機関等の協力事業者
との必要な役割分担を行っていることから、適切な負担による事業実施を図って
いる。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

県内企業の魅力を大学生に伝える機会をより多くすることにより、県内就
職率の向上を目指す。

県内大学卒業生の県内
企業への就職率

33.0%
（H27 30.4%
H28 31.0%
H29 31.6%
H30 32.3%)

H31 29.8％
H29年5月末
以降調査

31.6％

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

0 千円 20,809 千円 19,650 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H27補正による前倒し分
5,000千円、H28年9月補正分15,000千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 12,500 千円 9,420 千円

0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

事 業 内容

①県内学生の県内企業への就職を促進するため、学内における企業説明会の実施等を支援
　○補助対象　就職支援協定締結大学（※）による以下の取組みに対し補助
　・学内での企業説明会の開催
　・県内中小企業への訪問見学会の実施
　・県内企業の情報提供に関する取組
　・(拡)卒業生に対する就職支援　等
　○ 補助額：１校あたり300千円又は500千円(実施規模に応じて補助)
②県内大学生の県内企業への就職を促進するため、県内大学及び県内金融機関等と連携し県内
　企業見学会（バスツアー）及び企業研究会・セミナーを実施
　○対象　就職支援協定締結大学
　○回数　3回/大学

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 20,000 千円 18,839 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 7,500 千円 9,419 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
若者定着・還流プロジェクト
①県内大学と連携した就活支援事業（平成27年度経済対策補正～）

連 絡 先 078-362-3357

事 業 目的
大学におけるキャリア教育講座の支援や、県内企業見学会の実施など、産学官金連携の取組によ
り、地元人材の流出の防止を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援

※県内大学に通う学生の県内就職の促進に

関して、県と大学が連携、協力して支援を

実施するための協定を締結した大学



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
首都圏大学の県内出身者への情報発信は、カムバックひょうごハローワークに一元化し、UJI
ターン支援サイトの運営は県外でのUJIターン合同企業説明会開催事業と一体的に実施するこ
とで効率化を図る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
首都圏大学に通う登録済み大学生にターゲットを絞り、県内への就職を直
接的に促すことが有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

コスト面から効率的な実施が図られているが、平成29年度から、県外でのＵＪＩ
ターン合同企業説明会の実施及びカムバックひょうごハローワークの設置に伴
い、より効率的な実施を図ることとし、事業を統合する。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

昨年度実施した首都圏における学外説明会の参加者が伸び悩んだため、来年度
は、県内出身者が多く在籍する大学での学内開催に切り替えるなど、情報提供の
方法を見直す。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

104.2% 104.7% －

UJIターン支援学生登録
者数

100人 毎年度 ―
50人

県の支援によるUJIター
ン就職者数

430人 毎年度
448人 450人

－

－ ― 50.0% －
(127 千円)

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

(14 千円) (14 千円)

0.0人

0 千円 6,327 千円 0 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H27補正による前倒し分

5,518千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 5,518 千円 0 千円

0.0人

0 千円 809 千円 0 千円

事 業 内容

① 兵庫県内高校出身者が在籍する大学キャリアセンターへの広報及び学生等への支援
　○Ｕターン就職を目指す学生向けに、大学キャリアセンターを通じて兵庫の企業情報を提供

② Uターン登録Webサイトの立ち上げと登録を促す広報の実施
　○ひょうご・しごと情報広場にUターン就職を支援する職員を配置し、企業ガイドブックの
    構成や大学キャリアセンターとの連携を図り、Uターン希望学生の登録及び求人募集を実施
　○企業や各種イベント情報の提供
  ○首都圏に設置するカムバックひょうご東京センターの相談員と連携し、首都圏大学Uター
　　ン相談会等の対応

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 5,518 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
首都圏・近隣大学への兵庫の企業広報事業（平成27年度経済
対策補正～）

連 絡 先 078-362-3357

事 業 目的
首都圏の大学キャリアセンターを通じて兵庫の企業情報を提供するとともに、UJIターン希望者
の登録者を中心とした就職支援を行い、ＵＪＩターン就職の促進を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
より多くの魅力ある兵庫の企業を若者に紹介するためにも、継続的に実施していくことが必
要。

98.0%
H29年5月
末以降調

査
100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
企業の魅力をアピールし、若者と企業とのマッチングの機会を設け、地元
兵庫での就職を促進するために有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

登録業務を外部委託することにより、効率的な企業開拓が行われている。
※平成28年度は、9月補正により県外合同企業説明会を限定的に実施した
ため事業費が一時的に増額となっている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

継続的な事業のPRにより登録企業数は増加しており、目標を継続的に達成
できる見込みであり、事業は有効に実施されている。

県内大学卒業生の県内
企業への就職率

33.0%
（H27 30.4%
H28 31.0%
H29 31.6%
H30 32.3%)

H31 29.8％
H29年5月末
以降調査

31.6％

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

118.3% 166.7% 100.0%
(153 千円) (148 千円) (162 千円)

「ひょうご応援企業」
登録社数

60社 毎年度
71社 100社 60社

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.2人

10,876 千円 14,819 千円 9,725 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H27補正による前倒し分
8,200千円、H28年9月補正分5,000千円を含む

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 10,700 千円 4,051 千円

0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

事 業 内容

① 登録企業の紹介サイトの作成・更新
　 登録企業の社屋や製品の写真、業績等を広く紹介

② 企業説明会（面接会）の開催
　 登録企業を集めた合同企業説明会（面接会）の開催や、大学への訪問による企業説明会
　（面接会）により、学生と企業とのマッチングの場を提供

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 9,289 千円 13,200 千円 8,102 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 9,289 千円 2,500 千円 4,051 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
若者定着・還流プロジェクト
②「ひょうご応援企業」就職支援事業（平成26年度～） 連 絡 先 078-362-3357

事 業 目的
兵庫で就職を希望する若者を積極的に採用する企業を「ひょうご応援企業」として登録し、企業の魅力を
広くアピールするとともに、マッチングの機会を設け、地元兵庫での就職の促進を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 ■統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
首都圏・近隣大学への兵庫の企業広報事業からUJIターン促進サイトの運営を統合しつつ、学
生のUJIターン就職を促進するため、引き続き事業を実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
県内企業の採用担当者と直接話すことができる合同企業説明会は、県内中
小企業の魅力を知ってもらうためには必要不可欠である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

大阪は引き続き実施するが、東京は県内出身者が多く在学している大学等
における学内説明会に変更し、集客を図るとともに、会場使用料等の削減
により、参加者数と適正な事業コストに配慮した実施とする。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

県内企業と学生が直接話す機会を創出することで、UJIターン就職者の増
加を目指し、目標達成に向けて取り組む。

100人
― 50.0% 100.0%

(216 千円) (121 千円)

事業目的の
達成度を
示す指標

指標名

― 125.6% 100.0%
(48 千円) (67 千円)

UJIターン支援学生登録
者数

100人 毎年度 ―
50人

参加学生数 180人 H28 ―
226人 180人

60社
―参加企業数 60人 H28 ― 125.0% 100.0%

(144 千円) (202 千円)

― 104.7% 100.0%
(24 千円) (28 千円)

430人

75社

県の支援によるUJIター
ン就職者数

430人 H28 ―
450人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

0 千円 10,809 千円 12,141 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による前倒し分

10,000千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 10,000 千円 11,330 千円

0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

事 業 内 容

①首都圏及び大阪でのUJIターン企業説明会の実施
　ひょうご応援企業を中心に選定した企業による首都圏及び大阪でのUJIターン等合同企業説明会を開催
　＜大阪開催＞
　　〇開催時期　平成29年５月～７月（就職活動解禁日６月１日を照準）及び平成30年３月
　　〇開催日数　２回　　〇参加企業　各40社程度
　＜東京開催＞
　　〇実施方法　県内出身者が多く在学している大学等における説明会を開催
　
②Ｕターン促進サイト運営
　ひょうご・しごと情報広場ホームページ内に設けたＵＪＩターン就職支援サイトにおいて、ＵＪＩター
ン就職希望者の登録を募り、登録者に対して個別に支援

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 10,000 千円 11,330 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
県外でのUJIターン合同企業説明会開催事業
（H27年度経済対策補正～）

連 絡 先 078-362-3357

事 業 目 的
大阪、首都圏での合同企業説明会の開催やUJIターン就職支援サイトの登録者に対する支援を実
施することにより、大学卒業時の地元就職と県外からのUJIターンの促進を図る。

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

■廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
平成29年度より、国の地域若者サポートステーション事業において、本格的な職場体験プログラ
ムが導入されることから、ニート等の就業体験の場の確保を目的とする本県事業と事業趣旨が重
複するため、本事業は廃止する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
就業に困難をかかえる若者等(ニート等無業者)に対して、就労につなげるステップ
アップの場の確保は重要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

交付決定にあたっては、内容を審査のうえ決定しており、効果・効率的な執行に努め
ている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

就業体験は目標を上回る実績であり、各若年無業者就労支援施設において、一定の就
労意欲の向上につながるなど効果的な支援を実施できている。
なお、平成29年度から実施の国事業と事業内容が重複するため、廃止する。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

－ 146.4% 121.4% ―
(24 千円) (34 千円)

30.0% 60.0% ―
(1,640 千円) (1,936 千円)

－

ニート就業体験実施
数

140人 毎年度
205人 170人

助成件数
5件

(H27 10件)
毎年度

3件 3件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.0人

4,919 千円 5,809 千円 0 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H27補正による前倒し分

5,000千円を含む

従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 5,000 千円 0 千円

0.0人

794 千円 809 千円 0 千円

事 業 内 容

就業・社会参加を支援するための支援事業の立ち上げ・拡充に対する助成
　① 助成対象：ニート等若年者の就業体験受入の継続が見込まれる事業所
　② 対象経費：立ち上げ時の初期備品購入費、指導員人件費
　③ 助成率：1/2以内
　④ 助成限度額：2,000千円(うち、人件費は1,000千円以内)

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 4,125 千円 5,000 千円 0 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 4,125 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 ニート等就業支援起業助成事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-3357

事 業 目 的
就業に困難をかかえる若者等(ニート等無業者)の支援において、就業体験を行う事業主に対し、立
ち上げ経費の助成を行い、一般就労に向けた就労経験の場の確保を図る。

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
ふるさと地域に立地する企業への若年労働者の就職を促進するため、引き続き事業を実施す
る。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

ふるさと地域においては若年層の流出が課題となっていることを踏まえ、面
接旅費及び転居費用助成制度の創設を支援することにより、人材確保に対す
る中小企業の啓発及び若年層への一定のPRとなることから、必要な事業であ
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

必要最低限の人員で実施しており、今後の啓発等により実績をのばしながら
効率的な事業実施を図る。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

　旅費助成は順調に実績を伸ばしているが、2月に受付を開始した転居費用
助成は、制度を持つ企業がほとんどないため、引き続き啓発を進め、徐々に
実績を伸ばしていきたい。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

－ 100.0% 100.0%

－ (3,540 千円) (143 千円)

転居費用助成人数
50人

(H27 －人)
(H28　3人)

H29

－ 3人 50人

97.5% 100.0% 100.0%

(47 千円) (133 千円) (60 千円)

面接旅費助成人数
120人

(H27 40人)
(H28 80人)

H29

39人 80人 120人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.2人

1,827 千円 10,619 千円 7,150 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

一般財源 240 千円 5,000 千円 2,764 千円

0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

事業内容

①　面接旅費助成
　　UJIターン就職希望者の面接選考時に旅費を支給する中小企業に対し、支給旅費の半額を助成
　　○補助上限：5万円
②　転居費用助成
　　県外からのUJIターン就職者を採用する際に、中小企業が負担した転居費用の半額を助成
　　○補助上限：単身者5万円、家族を伴う者20万円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 240 千円 9,000 千円 5,527 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 4,000 千円 2,763 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
若者定着・環流プロジェクト
④ふるさと企業就職促進事業（平成27年度～）

連 絡 先 078-362-3227

事業目的
　若年層の域外流出等により深刻な労働力不足が想定されるふるさと地域（北播磨・西播磨・但
馬・丹波・淡路）に立地する企業への若年労働者の就職を促進する。

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課しごと企画班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充

説 明
首都圏から兵庫県へのＵＪＩターンを促進するため、カムバックひょうご東京センターによる移住相
談と一体となった就労相談を行う。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
移住相談と就労相談の一体的実施により、移住希望者への情報発信力が強化さ
れ、兵庫県への移住者増加の効果が期待できることから、政策目的と照らし合わ
せて、必要な事業である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

カムバックひょうご東京センターに併設することで、相談業務の効率化及び設備
の共有化も図ることができるため、効率的な事業実施が可能である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

H29年度新規事業であり、カムバックひょうご東京センターと連携しつつ、目標
数に向けて着実に事業を実施する。

－ － 100.0%
(0 千円) (0 千円) (26 千円)

県の支援によるUJIター
ン就職者数（各種支援事業
による就職者の合算）

430人 Ｈ29
- - 430人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

－ － 52.0%
(0 千円) (0 千円) (0 千円)

移住相談件数
（累計）

5,000人 H27～H31
- - 2,600件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.2人

0 千円 0 千円 11,154 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 4,766 千円

0.2人

0 千円 0 千円 1,623 千円

事 業 内容

ＵＪＩターンを促進するため、移住希望者への就労相談や首都圏での情報発信を行う
　
　①国ハローワークの求人情報に加え、県独自の求人情報に基づく職業紹介を実施
　
　②首都圏大学のキャリアセンターと連携した兵庫県企業のＰＲ
　
　③出張職業紹介を実施（ｶﾑﾊﾞｯｸひょうご東京ｾﾝﾀｰが出展するUﾀｰﾝｲﾍﾞﾝﾄ等に同行）
　
　④各県機関と連携した支援情報の提供（起業家支援補助金や就農相談等）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 0 千円 9,531 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 4,765 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
若者等の就業・起業支援
①ｶﾑﾊﾞｯｸひょうごﾊﾛｰﾜｰｸ設置・運営事業（平成29年度～）

連 絡 先 078-362-3227

事 業 目的
首都圏における移住情報発信とＵＪＩターン促進の拠点である「カムバックひょうご東京センター」に職
業紹介を行う「カムバックひょうごハローワーク」を併設し、移住相談と就労相談を一体的に実施するこ
とにより、情報発信力の強化を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課しごと企画班

施  策  名 若者の社会活動・就業支援



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 雇用情勢を踏まえ、引き続き実施する。

□凍結(休止)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・職業能力開発促進法第15条により、都道府県は、労働者が多様な職業訓
練を受けること等により職業能力の開発及び向上を図ることができるよう
に、その機会の確保に配慮するよう求められている。
・福祉から雇用への移行を促進し、障害者の希望に応じた就職を実現する
ため、関係機関との連携をより一層深めつつ、効果的な職業訓練を実施す
ることがますます重要となっている。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・経費の大部分を占めるのは、訓練実施費（国からの委託料）である。訓
練人員、訓練期間の増減等に伴い委託料は増減する。
・委託料単価（上限）は厚生労働省より示されており、適正に実施してい
る。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・県下における障害者雇用率の向上や福祉から雇用への移行支援など障害
者雇用促進に寄与している。
・景気回復に加え、平成30年度に障害者の法定雇用率の大幅な上昇（2%→
2.4%見込）が予定されていることから、前倒しを含め企業における障害者
雇用が進んでおり、一時的に入校生が減少している。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28

就職者数

40人

毎年度

39人 40人 40人

97.5% 100.0% 100.0%

(就職率：22%) (761 千円) (1,743 千円) (1,850 千円)

H29

訓練受講者数

180人

毎年度

132人 180人 180人

73.3% 100.0% 100.0%
(H25計画値） (225 千円) (387 千円) (411 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

29,674 千円 69,721 千円 74,005 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 47 千円 63 千円 63 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員 0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事 業 目 的 　障害者に障害特性に応じた多様な職業訓練を実施し、障害者の職業的自立や社会参加を図る。

事 業 内 容

　民間教育訓練機関等に多様な訓練を委託し、障害者の雇用・就業の促進を支援

　○訓練対象者：障害者で公共職業安定所に求職申込みをしている求職者
　○訓練分野　：パソコン入力、事務・製造補助、清掃等
　○期　　間　：１～２か月

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 25,706 千円 65,674 千円 69,948 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 25,659 千円 65,611 千円 69,885 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 能力開発課公共訓練班

施  策  名 障害のある人の「しごと」の確保

事 業 名 障害者職業能力開発支援事業（平成19年度～） 連 絡 先 078-362-3367



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 障害者法定雇用率達成に向けて継続する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・平成28年６月１日現在の本県民間企業の障害者雇用率は1.97％で法定雇用率には届かず、
未達成企業割合も５割弱あることから、さらなる取組が必要
・就業面・生活面が一体となったきめ細かな相談支援により就職件数・雇用率ともに向上
し、着実に成果があがっている

事業コストに対する評価、
見直し状況

・地域の中核的な障害者就労支援機能をもつ障害者就業・生活支援センターに事業費を補助
することにより効果的・効率的な実施が可能
・事業に要する総コストは年々見直しを行い、必要最小限の事業費で実施
・指標１単位あたりのｺｽﾄも漸減していることから効率的な事業実施が図られている

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

雇用面のみならず障害者福祉全般にわたり高い専門性を有する障害者就業・生活支援セン
ターに事業費を補助し実施することで、障害者一人ひとりの適性に応じたきめ細かな相談対
応や実習先の開拓等が可能となっていることから、平成30年度の目標を達成できる見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

98.5% 98.5% 100.0%

定着率（本事業で支援を受けて
就職した障害者の職場定着率） 85.0% H30 83.5% 85.0% 85.0% 98.2%

障害者雇用率（労働者のう
ち、障害者が占める割合） 2.0% H30 1.97% 1.97% 2.00%

100.0% 100.0%

77.2% 90.1% 95.0%
(161 千円) (114 千円) (108 千円)

障害者就職者数 505件 H30
390件 455件 480件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.8人

62,868 千円 51,739 千円 51,858 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

人件費②
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

0 千円

一般財源 28,195 千円 45,265 人 45,367 千円

0.8人

6,349 千円 6,474 千円 6,491 千円

事業内容

障害者就業・生活支援センターに障害者就職拡大推進員を配置し、就業面・生活面が一体となったきめ細かな就職相
談や定着支援等を実施
①　障害者の就職支援
　○　障害者が生活する地域での雇用・就業を促進するため、地域の就労支援の核となる障害者就業・生活支援
　　センターに障害者就職拡大推進員を１名配置し、就業面・生活面が一体となったきめ細かな就職相談や定着
　　支援等を実施
　○　障害者就職拡大推進員や管内企業の人事・労務担当者、就労支援機関職員等を対象とする研修を実施し、
　　地域全体での就職支援（定着支援も含む）技術の向上やネットワークづくりを図ることで、障害者の就職
　　機会を拡充
②　精神障害者・発達障害者等に対する定着支援
　　障害者の定着支援については、就労支援ニーズが高まっている精神障害者や発達障害者は職場定着が困難で
　あり、支援者に求められる支援技術が高度化していることから、豊富な専門知識を有する障害者就職拡大推進
　員を中心とした障害者就業・生活支援センターのスタッフが就職を果たした精神障害者等の職場定着を支援

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 56,519 千円 45,265 千円 45,367 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(緊急雇用就業機会創出等事業基金繰入金) 28,324 千円 0 千円

事 業 名 法定雇用率の達成に向けた取組（平成14年度～） 連 絡 先 078-362-9183

事業目的 就職支援や就職後の職場定着支援等により障害者の法定雇用率達成を図る。

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 障害のある人の「しごと」の確保



事務事業評価資料

特例子会社の設立数 23件 H30

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明 障害者雇用の場の拡大を目指し継続する。

障害者雇用率 2.0% H30 1.97% 1.97% 2.00%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
障害者の雇用促進・雇用率向上のために、複数の中小企業が雇用率を合算できる事業協同組
合や特例子会社の設立を行う県内企業、及び、設立後の特例子会社等の新規障害者雇用を伴
う事業拡大等に対して助成を行うことが有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・事業拡大・改善については内容を審査した上で支給を決定することになるので、事業目的
に沿った効率的な支出を行っている。
・特例子会社等の設立についても設立検討中の企業が増加する傾向にあり、今後さらにコス
トの有効性アップが期待できる。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

・法定雇用率の引き上げや精神障害者の雇用義務化を踏まえ、特例子会社の設立は有効な選
択肢となっている。
・設立後の特例子会社の更なる障害者雇用を伴う事業拡大等を支援することも含めて、相談
支援等にも力を入れていることから平成30年度の目標を達成できる見込み

特例子会社・事業協同組合によ
る２名以上の新規雇用を伴う事
業拡大・改善の実施件数

10 件 H29 7件 6件 10件 70.0% 60.0% 100.0%

91.3% 95.7%
(443 千円) (1,369 千円) (1,308 千円)

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

20件 21件 22件
87.0%

98.5% 98.5% 100.0%

0.4人

8,863 千円 28,758 千円 28,767 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員

人件費②
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員

25,521 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.4人

3,174 千円 3,237 千円 3,246 千円

事業内容

①中小企業等による特例子会社・事業協同組合設立に対する助成
　中堅・中小企業が特例子会社を設立する場合や、複数の中小企業が事業協同組合を設立して協同事業（雇用促進事
業）を行い、算定特例を受ける場合に、設立計画書の提出から認定まで（最長１年間）に要した設備整備費等につい
て助成
　○ 対象要件：中堅・中小企業が特例子会社・事業協同組合を設立し、認定を受けること
　○ 対象経費：建物工事請負費、備品等購入費・リース料、施設修繕費等
　○ 助成内容：助成率1/2(特例子会社)、2/3(事業協同組合)､上限5,000千円

②特例子会社等の新規障害者雇用を伴う新たな事業展開に対する助成
　特例子会社や事業協同組合が、２名以上の新規障害者雇用を伴い、新たな事業展開や業務改善（支店設置等を含
む）等を行う場合に、当該事業に係る設備整備費等について助成
　○ 対象要件：以下の企業等が、障害者を2名以上新規雇用し、新規事業進出等により障害者の職域拡大を行うこと
　　　　　　　　①常用雇用300人以下の特例子会社　②算定特例を受けた事業協同組合
　○ 対象経費：建物工事請負費、備品等購入費・リース料、施設修繕費等
　○ 助成内容：助成率1/2、上限1,000千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 5,689 千円 25,521 千円 25,521 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 5,689 千円 25,521 千円

事 業 名 特例子会社・事業協同組合設立等助成金事業（平成26年度～） 連 絡 先 078-362-9183

事業目的 特例子会社等設立支援により障害者の働きやすい場の確保を図る。

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 障害のある人の「しごと」の確保



事務事業評価資料

特例子会社の設立数 23件 H30

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

説 明 制度改正を見据え、企業への相談等支援を充実し障害者雇用を拡大するため実施する。

障害者雇用率 2.0% H30 1.97% 1.97% 2.00%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・本県民間企業の障害者雇用率は法定雇用率に未達であり、今後制度改正に伴う
法定雇用率のさらなる引き上げも想定される。
・特に中小企業は法制度や障害者雇用管理に関する基礎知識が不十分である場合
もあることから、きめ細やかな指導・相談支援及び啓発を行い、障害者雇用の拡
大を促す必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・障害者雇用支援に関する情報収集や啓発を円滑に実施でき、県内事業所との
ネットワークや折衝実績を有する兵庫県雇用開発協会が行うことにより効率的な
実施が可能
・兵庫県雇用開発協会は、県内の地域雇用対策協議会と密接な連携関係を有して
おり、県内各地域で効率的な事業実施が可能

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

・平成30年度からは精神障害者が障害者法定雇用率の算定基礎に追加
・制度改正等を含めたきめ細やかな啓発や相談支援を実施していくことにより、
平成30年度の目標を達成できる見込み

法定雇用率達成企業割合 55.0% H30 51.8% 51.9% 54.0% 94.2% 94.4% 98.2%

91.3% 95.7%
(726 千円) (686 千円) (655 千円)

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

20件 21件 22件
87.0%

98.5% 98.5% 100.0%

0.6人

14,514 千円 14,402 千円 14,409 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員

人件費②
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員

9,541 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.6人

4,762 千円 4,856 千円 4,868 千円

事 業 内 容

障害者雇用に係る今後の制度改正等（平成28年度～障害者に対する差別禁止及び合理的配慮の提供義務
化、平成30年度～精神障害者が障害者法定雇用率の算定基礎に追加）に伴い、法定雇用率のさらなる引き
上げも想定。特に中小企業は法制度や障害者雇用管理に関する基礎知識が不十分である場合もあることか
ら、アドバイザー（総合支援員）等によるきめ細やかな指導・相談支援及び啓発を行い、障害者雇用の拡
大を促進

　① 中小企業等に対する相談支援を実施
　② 雇用促進セミナー（障害者の雇用管理全般等をテーマ、４回程度）
　③ 障害者雇用先進企業見学会の実施
　　（例　精神障害者を多数雇用する先進企業見学など）
　④ 障害者雇用促進啓発用ＤＶＤ等の啓発資材を活用したワークショップの開催
　　（障害者雇用に不慣れな中小企業等にわかりやすく、障害者雇用のノウハウを啓発する内容等）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 9,752 千円 9,546 千円 9,541 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 9,752 千円 9,546 千円

事 業 名 障害者雇用拡大支援事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-9183

事 業 目 的 中小企業等への相談支援・啓発により障害者雇用の拡大を図る。

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 障害のある人の「しごと」の確保



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 事業所、障害者互いの意識向上に取り組み障害者雇用・就労を拡大するため実施する。

100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
多様な障害者ニーズに応じた、簡易で取り組みやすい雇用体験・体験ワークの場を確保す
る当該事業が、事業者・障害者互いの意識刷新を通じてスムーズに雇用・就職へと繋げる
重要なステップとなる。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・障害者就労について豊富な知識とネットワークを有する兵庫県社会福祉事業団が行うこ
とにより効率的な実施が可能。
・障害者雇用に不慣れな事業所に対して雇用を実際に試行してもらうことにより、コスト
に対して大きな啓発効果が得られる。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・特別支援学校高等部の１～２年生に対し、就職活動に向けた意識醸成のため、出前形式
による講義や軽作業体験なども実施することから、特別支援学校卒業生等の就職拡大促進
につなげ、平成30年度の目標達成を目指す。

108.0% 114.0%

就業体験人数
（職場見学を含む） 100人 H30 190人 200人 100人 190.0% 200.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

98.5% 98.5% 100.0%

登録事業所数 500社 H30 479社 540社 570社 95.8%

障害者雇用率 2.0% H30 1.97% 1.97% 2.00%

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.6人

14,338 千円 14,343 千円 14,351 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員

人件費②
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員

9,483 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.6人

4,762 千円 4,856 千円 4,868 千円

事業内容

①　体験ワークの受け入れ協力事業所の開拓
　　障害者が体験就業できる事業所を開拓。特に、就労ニーズが高まっている精神障害・発達障害の受け入れ可
　能な協力事業所を重点的に開拓
②　協力事業所及び体験就業障害者に対するサポート
　　障害者雇用に精通した専門家等が、円滑な受入・体験就業のための事前レクチャーや、体験雇用・体験就業
　後の本格雇用・就職活動に向けた課題整理等を実施
③　特別支援学校に対する出前講座（講義）及び軽作業等の出前ワークの実施
　　特別支援学校高等部の１～２年生に対し、就職活動に向けた意識醸成のため、出前形式による講義または軽
　作業体験を実施
④　体験ワーク発表会の開催
　　中小企業や特別支援学校指導教諭、特別支援学校生徒、その保護者などを参集し、受入企業等による報告発
　表会を開催。また、推進員による優良事例や課題などの紹介などにより協力事業所や就業体験者の拡大を促進

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 9,576 千円 9,487 千円 9,483 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 9,576 千円 9,487 千円

事 業 名 障害者体験ワーク事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-9183

事業目的
スムーズに雇用・就職へと繋げる重要なステップとするため、雇用体験・体験ワークの実施により、事業
者・障害者互いの意識刷新を図る。

施策体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 障害のある人の「しごと」の確保



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 ■縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
地域経済の活性化や雇用創出を図るため、一定の役割を終えた事業の見直しを行った上で、
引き続き実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
高齢社会の到来を踏まえ、多様で安定した雇用就業機会の確保や地域活力
の向上を図る必要がある。また、本事業が地域経済の活性化や雇用創出に
つながっている。

事業コストに対する評価、
見直し状況

目標値に対する事業コストは平成28年度に増加したが、29年度はＣＢ離陸
応援事業の廃止により必要なコストを見直し、効率的な実施を図る。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

相談事業・情報提供等の各種支援によりＣＢ等での起業・就業を推進する
ことにより、目標を順調に達成してきている。また、若年者等によるＣＢ
の起業団体数が増加している事業成果〔H12:1団体→H28:97団体(見込)〕
を踏まえ、起業時の資金面を支援する離陸応援事業は一定の役割を果たし
たため廃止する。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

106.5% 100.0% 100.0%
(414 千円) (456 千円) (351 千円)

起業支援団体数
124団体/年
137団体/年
150団体/年

H27
H28
H29

132件 137件 150件

186.4% 185.8% 100.0%
(117 千円) (122 千円) (175 千円)

団塊世代や高齢者の就
職者数

 H27:250人
 H28:275人
 H29:300人
 H30:300人

H30
※累計
1,550人

466人 511人 300人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.8人

54,634 千円 62,477 千円 52,643 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

人件費②
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

0 千円

一般財源 48,285 千円 56,003 千円 46,152 千円

0.8人

6,349 千円 6,474 千円 6,491 千円

事 業 内容

生きがいしごとサポートセンター事業（平成12年度～）
　○ 補助対象者：ＣＢ等での起業・就業を支援する中間支援機構（ＮＰＯ法人等）
　○ 補助対象経費：「生きがいしごとサポートセンター」事業経費
　○ 補助率：１／２～１０／１０

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 48,285 千円 56,003 千円 46,152 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 コミュニティ・ビジネス等総合支援事業（平成11年度～） 連 絡 先 078-362-9183

事 業 目的
地域課題の解決と生きがいある働き方を目指す者のコミュニティ・ビジネス（以下「ＣＢ」）等
での起業・就業を総合的に支援し、活力ある地域社会づくりと新たな働き方の創出を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 高齢者の社会参加、生きがい就業の促進



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明 今後、ますます増加する高齢者の生きがいのあるしごとづくりを促進するため、引き続き実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
高齢者には、生きがいのある仕事を希望する人、多様な人材も多く、地域
に活かす支援が必要であり、高齢社会で生きがいのあるしごとの場を提供
することは有効。

事業コストに対する評価、
見直し状況

事業費については、必要最小限で実施しており、補助金についても1団体
の上限を100万円に設定し、効率的に実施している。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

ビジネス性のある事業計画のある団体を審査会にて採択していることもあり、立
ち上げ団体数は目標を下回ったが、前年度より増加した。
団塊の世代が平成26年度にすべて65歳以上となる中、今後も、地域において生き
がいのあるしごとを始めようとする人が増えることが見込まれ、目標達成に向け
て取り組んで行く。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

123.3% 83.3% 100.0%
(165 千円) (675 千円) (562 千円)

高齢者雇用創出数
60人

毎年度
74人 50人 60人

40.0% 46.7% 100.0%
(1,020 千円) (2,410 千円) (1,125 千円)

高齢者コミュニティ・
ビジネス立ち上げ団体
数の増加

30 団体 毎年度
12団体 14団体 30団体

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.4人

12,235 千円 33,734 千円 33,749 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員

人件費②
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員

30,503 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.4人

3,174 千円 3,237 千円 3,246 千円

事 業 内容

高齢者の就業機会を創出するため、高齢者の多様な経験や資格・能力を持った人材を活用したコ
ミュニティ・ビジネスの立上げを支援
　○ 補助対象者：ＣＢを新たに起こそうとする高齢者を含む団体
　○ 補助対象経費：立ち上げ経費（事務所開設費、高齢者人件費等）
　○ 補助率：１／２以内

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 9,061 千円 30,497 千円 30,503 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 9,061 千円 30,497 千円

事 業 名 高齢者コミュニティ・ビジネス離陸応援事業（平成24年度～） 連 絡 先 078-362-9183

事 業 目的
高齢者の生きがいづくりとして、高齢者の多様な経験や資格・能力を持った人材を活用し、高齢
者の就業機会を創出を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課雇用就業班

施  策  名 高齢者の社会参加、生きがい就業の促進

（2人/団体)



事務事業評価資料

事 業 名 ひょうご仕事と生活センター事業（平成21年度～） 連 絡 先 078-362-3362

事 業 目 的
ひょうご仕事と生活センターにおいてワーク・ライフ・バランス(WLB)の取組を全県的に推進することによ
り、多様で柔軟な働き方による働きやすい雇用就業環境の創出を図る。

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 労政福祉課勤労者福祉班

施  策  名 仕事と生活のバランスの推進

事 業 内 容

①　普及啓発・情報発信事業
　○ホームページの運営、情報誌等の発行
　○WLB推進キャンペーンの実施
　○「宣言→認定→表彰」の枠組を活用したWLB取組企業の量的拡大と質的向上
  ○長時間労働是正企業の顕彰
②　相談事業
　○ワンストップ相談、相談員等派遣
  ○WLBアクションプランひな形の公表
③　研修企画・実施事業
　○企業等の課題に沿った研修を企画・実施
　○経営者協会や商工会議所・商工会等と連携したセミナー、キーパーソン養成講座の実施
④　実践支援事業
　○仕事と生活の調和推進環境整備支援助成金
　　　　女性や高齢者など様々な人材の活用や多様な働き方の導入を支援するため、
　　　更衣室や託児スペース、在宅勤務等の職場環境整備を行った事業主に助成金を支給
      ・支給額：対象経費の1/2（上限2,000千円）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 166,384 千円 196,593 千円 158,770 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 32,000 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 166,384 千円 164,593 千円 158,770 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

1.1人

8,730 千円 8,902 千円 8,925 千円

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H28年９月補正分

32,000千円（地域創生加速化交付金）を含む

従事人員 1.1人 従事人員 1.1人 従事人員

人件費②
従事人員 1.1人 従事人員 1.1人 従事人員

1.1人

175,114 千円 205,495 千円 167,695 千円

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

仕事と生活の調和推進
企業宣言登録企業数

1,000社
（累計）

※子ども・子育
て未来プラン目

標値

Ｈ29

1,138社 1,400社 1,500社

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

113.8% 140.0% 150.0%
(単年度330) (単年度262) (単年度100)

(154 千円) (147 千円) (112 千円)

142.4% 160.0% 100.0%

(164 千円) (171 千円) (224 千円)

相談対応件数

750件/年
※子ども・子育
て未来プラン目

標値

毎年度

1,068件 1,200件 750件

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
ＷＬＢの推進により、男女がともに意欲と能力を十分に発揮できるようにすること、
企業においては、それを多様な人材の確保や生産性の向上につなげ、さらには地域の
活性化につなげていくことが必要とされている。

事業コストに対する評価、
見直し状況

相談員の派遣や研修の実施において、社労士等の専門家で構成する外部人材を派遣す
ることにより、センター職員数を必要最小限に抑えている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

目標の達成度は高く、県下のWLB普及には一定の効果が見られる。引き続きWLB取組企
業の量的拡大に取り組むとともに、取組の質的向上を図る。

108.0% 105.0% 100.0%

(811 千円) (979 千円) (838 千円)

研修実施企業数

200社/年
※子ども・子育
て未来プラン目

標値

毎年度

216社 210社 200社

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
平成29年度は、過去にセンターが支援した企業の取組事例を体系的に整理・作成したアクションプランの
ひな形を活用し、特に長時間労働の是正等、企業におけるWLBの自主的な取組を促進していく。
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～Ｈ28

Ｈ29～

事 業 名 中小企業育児・介護等離職者雇用助成事業（平成21年度～） 連 絡 先 078-362-3362

事 業 目 的
育児・介護等による離職者を雇用した事業主を助成することにより、育児・介護等離職者の再就職
を促進する。

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 労政福祉課勤労者福祉班

施  策  名 仕事と生活のバランスの推進

事 業 内 容

結婚、妊娠、出産、育児、介護、配偶者の転勤により離職した者を雇用した事業主に助成金を支給

○対象事業主　常時雇用労働者300人以下の企業
　　　　　　　・株式会社等･･･常時雇用労働者100人以下の県内事業所
　　　　　　　・株式会社等以外･･･常時雇用労働者20人以下の県内事業所
○対象労働者　離職期間が６年未満（又は末子出産後２年未満）
○(拡)支給額　・正社員：500千円/人
　　　　　　　・短時間正社員：400千円/人
　　　　　　　・正社員以外（フルタイムに限る）：200千円/人
※国の両立支援等助成金(育児・介護等離職者再雇用支援コース)の対象となる場合は差額を支給

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 7,350 千円 75,000 千円 45,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 7,350 千円 75,000 千円

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

45,000 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.2人

8,937 千円 76,619 千円 46,623 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

105 件 (344 千円) (2,947 千円) (444 千円)
助成金支給件数

250 件
毎年度

26件 26件 105件

調査実施なし
（５年毎）

10.4% 10.4% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

少子高齢化や人口減少が急速に進展する中、懸念される労働力不足に対応
し、担い手を確保するとともに、ライフステージに応じた多様な働き方を実
現するためには、結婚・出産・育児・介護等による離職者の再就職を促進す
ることが必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

平成29年度から国において同様の助成制度が創設されることから、本助成金
と対象が重複するものについては、その差額分のみの支給とすることによ
り、県費コストの予算削減を図っている。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

支給実績は低迷しているが、平成29年度から支給額の増額を行うなど制度設
計を見直すとともに、労働局と連携した制度周知により、引き続き利用促進
を図っていく。

調査実施なし
（５年毎） 96.8%

調査実施なし
（５年毎）女性の就業率

46.5%
※第3次兵庫
県男女共同
参画計画

H32
調査実施なし
（５年毎）

45.0%

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充 □継続

説 明
H29年度からは、育児・介護等離職者の再就職を促進するため、助成金支給額の増額を行い、制
度の更なる利用促進に努める。
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事 業 名 中小企業育児・介護代替要員確保支援事業（平成22年度～） 連 絡 先 078-362-3362

事 業 目 的
中小企業が育児・介護休業制度及び育児・介護による短時間勤務制度利用者の代替要員を確保し
た場合に、その要員の賃金の一部を助成することにより、制度の利用による就業継続の促進を図
る。

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 労政福祉課勤労者福祉班

施  策  名 仕事と生活のバランスの推進

事 業 内 容

育児・介護休業制度及び育児・介護による短時間勤務制度利用期間中の代替要員賃金相当の一部
を助成

○対象事業主　常時雇用労働者300人以下の企業
　　　　　　　・株式会社等･･･常時雇用労働者100人以下の県内事業所
　　　　　　　・株式会社等以外･･･常時雇用労働者20人以下の県内事業所
○対象労働者　同一企業等に引き続き１年以上勤務していた者　等
○支  給  額
　　　・休業コース：代替要員の賃金の1/2(上限100千円/月、総額上限1,000千円）
　　　・短時間勤務コース：代替要員の賃金の1/2(上限100千円/月、総額上限1,000千円）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 86,970 千円 200,000 千円 200,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(法人県民税超過課税) 86,970 千円 200,000 千円

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

200,000 千円

一般財源 0 千円 0 千円 0 千円

0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

0.2人

88,557 千円 201,619 千円 201,623 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

助成金支給件数 100 件 毎年度
113件 127件 100件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

調査実施なし

（５年毎）

113.0% 127.0% 100.0%
(784 千円) (1,588 千円) (2,016 千円)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

少子高齢化や人口減少が急速に進展する中、懸念される労働力不足に対応
し、担い手を確保するとともに、ライフステージに応じた多様な働き方を
実現するためには、育児・介護休業制度及び短時間勤務制度の利用を促進
し育児・介護による離職を防止することが必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

事業の申請窓口であるひょうご仕事と生活センターにおいて、当該事業と
ひょうご仕事と生活センター事業、中小企業育児・介護等離職者雇用助成
事業の3事業の普及啓発等を一体的に行うことにより、事業の効果的な実
施を図っている。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

助成件数は年々増加しており、平成28年度も目標を達成する見込み。今後
も更なる事業の活用促進を図る。

調査実施なし
（５年毎） 96.8%

調査実施なし
（５年毎）女性の就業率

46.5%
※第3次兵庫
県男女共同
参画計画

H32
調査実施なし

（５年毎）
45.0%

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続

説 明
育児・介護による離職を防止し、就業継続を支援するため、育児・介護者の代替要員の雇用
に要する賃金の一部を助成し、育児・介護休業の取得や短時間勤務制度の利用を促進する。
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事 業 名
中小企業における正社員転換・処遇改善支援事業
（平成27年度経済対策補正～） 連 絡 先 078-362-3358,3362

事 業 目 的
非正規雇用労働者の正社員転換など処遇改善についての支援及び非正規雇用労働者の福利厚生制度の充実
を図るため、（公財）兵庫県勤労福祉協会が実施している中小企業従業員共済事業（ファミリーパック）
への加入促進を図る。

施 策 体 系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班

労政福祉課労使団体班・
勤労者福祉班施  策  名 安定した雇用就業機会の確保

事 業 内 容

①　正社員転換・処遇改善支援事業
　○セミナー兼相談会の開催
　 ・対　　象　企業経営者等
　 ・内　　容　非正規雇用労働者の処遇改善による経営上のメリット、好事例、各種助成金等の解説　等
　○企業への個別支援
　 ・支援社数　10社
　 ・相 談 例　正社員転換に必要な手続、処遇改善にかかる就業規則、研修計画の策定　等

②　非正規雇用労働者福利厚生加入促進事業
　○中小企業従業員共済事業（ファミリーパック）への非正規雇用労働者の加入促進を図る。
　 ・事 業 主 体　（公財）兵庫県勤労福祉協会
　 ・対　　   象　兵庫県内中小企業
　 ・(拡）手  法　ファミリーパック加入企業で働きながら非正規雇用労働者であることから、非加入となって
               　 いる従業員の加入を促進するため、非正規雇用加入促進補助として、新規加入の非正規雇用
　　　　　　　 　 労働者に限り、会費（月額500円）の1/2を加入企業に対して助成する。なお、補助期間１年
　　　　　　　 　 であったものを、平成29年度から３年に拡充する。

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 10,000 千円 12,848 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.4人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 10,000 千円 12,848 千円

0.4人

0 千円 3,237 千円 3,246 千円

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.4人

0 千円 13,237 千円 16,094 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額にはH27補正による前倒し

分10,000千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.4人 従事人員

非正規雇用労働者のファ
ミリーパック追加加入者
数

1,000人 毎年度 －
640人

若者（20～39歳）の非
正規雇用比率

29.7%
※30.7%

（H24雇用均
等基本調査
結果）から
1%改善目標

H29 －
 調査実施なし

100%
(21 千円) (16 千円)

－

調査実
施なし

100%
（５年毎） （５年毎）

29.7%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
若年雇用労働者を中心とする労働条件の底上げと不安解消を図り、安心して働くことが
できる社会の実現を目指すため、中小企業における処遇改善が喫緊の課題となっている
ことから本事業は有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

①県経営者協会に事業委託することで、経営者に向けた効率的な事業展開を図る。
②既に中小企業従業員共済事業（ファミリーパック）を実施している（公財）兵庫県勤
労福祉協会へ委託することにより、事業コストを抑えている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

平成28年度達成率見込みは64%であるが、補助期間を１年から３年に延長することで、
県内中小企業に対して、より積極的な取組を促し、目標達成に努める。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

1,000人
－ 64%

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明 非正規雇用労働者の待遇や労働環境の改善を支援する。
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■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
働く意欲があっても前歴から雇用先を確保することが困難な対象者の雇い入れを促進し、職
場定着を図ることは地域雇用の維持のみならず、地域の安全・安心の確保の観点からも重要
である。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

協力雇用主の負担の軽減を図るためには給与に対する補助は有効である。また、
資格取得に要する経費を支援することは対象者本人のやる気や職場定着を促すう
えでも重要である。この雇用導入支援事業と一体的に実施する定着支援事業は、
協力雇用主等に対するサポートという観点からも必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

給与及び研修費の補助対象期間は雇い入れ後最も不安定な４ヶ月間を補助対象と
しており、刑務所出所者就労奨励金（法務省所管）と連携した取組である。ま
た、定着支援事業は、専門的知識、ノウハウを有する（特非）兵庫県就労支援事
業者機構が行うことにより効果的に実施することが可能である。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

実際に刑務所出所者等を雇用する協力雇用主の数を平成27年度の３倍にするとい
う目標は国の目標でもあり、保護観察所等と連携することにより、平成32年度の
目標達成はできる見込み

51% 58% 78%
(516 千円) (461 千円) (348 千円)

実際に保護観察対象者等を雇
用している協力雇用主の数を
３倍

45 社 Ｈ32
23社 26社 35社

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.3人

11,859 千円 11,976 千円 12,182 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

人件費②
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

0 千円

一般財源 3,147 千円 9,548 千円 9,748 千円

0.3人

2,381 千円 2,428 千円 2,434 千円

事 業 内容

対象者を雇い入れた雇用主の負担の軽減を図るため、雇用した対象者の給与等の一部を補助
①　保護観察対象者等雇用導入支援事業
　○　交付対象者：刑務所出所者等就労奨励金(法務省所管)の支給対象となった県内の協力雇用主
　○　対象経費：対象者の雇用導入開始後４ヶ月間の給与及び研修に係る費用
　○　補助率：定額
　○　補助上限額：320千円（80千円（注１）×4ヶ月）　　（注）給与70千円＋研修費10千円

②　保護観察対象者等定着支援事業
（特非）兵庫県就労支援事業者機構に委託し、職場定着に向けた取組を実施
　○　定着支援員の配置（３名）
　○　定期的な職場訪問等による相談及び助言
　○　就労定着支援シンポジウムの開催（１回）　等

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 9,478 千円 9,548 千円 9,748 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(緊急雇用就業機会創出等事業基金繰入金) 6,331 千円 0 千円

事 業 名 保護観察対象者等雇用導入支援事業等（平成26年度～）連 絡 先 078-362-3227

事 業 目的
保護観察対象者等（以下「対象者」という。）の雇い入れの促進を図るとともに、無職で保護観
察を終了した者の再犯率が高いことなどを踏まえ、職場定着の向上を図る。

施 策 体系 生きがいにあふれたしごとを創る
所管課班 しごと支援課しごと企画班

施  策  名 安定した雇用就業機会の確保
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事 業 名 多自然地域におけるIT関連企業の振興支援事業（平成25年度～） 連 絡 先 078-362-3054

事業目的
県下に整備された超高速･高速通信ネットワークを活用し、多自然地域にIT関連の事務所を開設
する事業者に経費の一部を補助することで、多自然地域における産業振興や地域の活性化を図
る。

施策体系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 新産業課情報・産学連携振興班

施  策  名 企業の多自然地域への進出支援

事業内容

多自然地域における産業振興や地域の活性化を図るため、県下に整備された超高速･高速通信
ネットワークを活用し、多自然地域にIT関連の事業所を開設する事業者に経費の一部を補助

①対象地域
　　但馬地域、丹波地域、淡路地域、多可町、神河町、宍粟市、佐用町、
　　西脇市、赤穂市、上郡町、たつの市(旧新宮町の区域に限る)
②補助内容
　○賃借料：定額（対象経費の1/2、補助限度額600千円/年）
　○通信回線使用料：定額（対象経費の1/2、補助限度額600千円/年）
　○(拡)人件費：定額（1,000千円/人･年）
　　　　　　　  ※ 情報処理技術者試験の高度試験合格者に加え応用情報技術者試験合格者も対象に拡張

　○改修費：定額（対象経費の1/2、補助限度額1,500千円）
　○事務機器取得費：定額（対象経費の1/2、補助限度額500千円）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 10,655 千円 19,777 千円 19,777 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

0 千円

一般財源 10,655 千円 19,777 千円 19,777 千円

0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.5人

14,623 千円 23,824 千円 23,834 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

(1,598千円) (2,282千円) (1,854千円)

多自然地域へのIT関連
事業所開設数

4件
※活性化プラン

目標値
毎年度

5件
(他継続5件)

4件
(他継続9件)

4件
(他継続12件)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
県下に整備された高速通信ネットワークを利用することによって、多自然
地域においても都市部と同様の事業展開を行うことが可能であり、多自然
地域における産業振興や地域の活性化のために必要な事業である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

採択件数によって指標1単位あたりのコストが変動するため年度間の単純
比較はできないが、厚生労働省の「次世代産業雇用創造プロジェクト」を
活用して周知ＰＲ事業を展開しており、効率的な実施が図られている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

目標どおり順調に推移しているが、今後も積極的に誘致を推進していくた
め、補助対象となる高度IT人材人件費の適用要件を緩和し、引き続き目標
達成に向けて取り組む。

175% 175% 100%
(2,283千円) (4,238千円) (7,417千円)

IT関連企業の立地に
よる新規雇用数

4人
※地域創生戦略
目標値(1人/1事

業所開設)

毎年度
7人 7人 4人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

125% 100% 100%

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明
補助対象要件を一部見直した上で継続して事業を実施し、多自然地域へＩＴ関連事業所の集
積を図る。
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■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
但馬、丹波、淡路地域（平成20年度～）、北播磨・西播磨地域（平成24年度～）
今後も、就職面接会や企業説明会の開催、ふるさと企業の魅力発信力の強化に向けた取組等
により、若年者の地域内定着やＵＪＩターン就職を促進する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

本事業は、県内でも極めて高齢化が進み、将来的な人口減少による労働力
不足と、これに伴う地域の活力の衰退が大きな課題となる地域を対象とし
ている。これらの課題への対応として、地域が一体となって若年者の地域
内定着やＵＪＩターン促進等を図る必要がある。また、本事業を通じ、地
域人材確保協議会を構成することで、関係機関によるネットワークが構築
され、地域が主体となった取組が可能となる。企業説明会における就職者
数も目標値を達成し、成果が上がっている。

事業コストに対する評価、
見直し状況

大学、専門学校生等の帰省時期に合わせた就職面接会の開催や企業説明会
の開催、ふるさとを離れている者に対する家族・自治会等を通じた求人情
報の提供などにより、効率的な実施が図られている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

雇用情勢の持ち直しにより、同事業による人材確保は困難が見込まれるも
のの、関係機関との連携により現水準の就職者数を目標とする。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

123.2% 100.0% 100.0%

(47 千円) (44 千円) (45 千円)

就職説明会による就
職者数（合計）

230人
(H27 190人)

H29

234人 230人 230人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.5人

10,980 千円 10,233 千円 10,243 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

人件費②
従事人員 0.5人 従事人員 0.5人 従事人員

0 千円

一般財源 7,012 千円 6,186 千円 3,093 千円

0.5人

3,968 千円 4,047 千円 4,057 千円

事 業 内 容

県民局、ハローワーク、市町、経済団体、自治会、学校等で構成する協議会を設置及び、関係県
民局に地域人材確保コーディネーターを配置し、以下の取組を実施
　○ 大学、専門学校生等の帰省時期に合わせた就職面接会、企業説明会の開催
　○ ハローワークとの連携による求人開拓、求人情報の共有
　○ 自治会等を通じた求人ニュース等の提供 等

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 7,012 千円 6,186 千円 6,186 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 3,093 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
若者定着・環流プロジェクト
⑤ふるさと人材確保応援事業（平成20年度～）

連 絡 先 078-362-3227

事 業 目 的

　若年労働者の域外流出等により中長期的に著しい人口減少が見込まれ、深刻な労働力不足が想
定されるふるさと５地域（北播磨・西播磨・但馬・丹波・淡路）において、各地域の実情に応じ
たUJIターンや地域内定着の促進のための雇用施策を展開することにより、ふるさと企業と学生
等のマッチングを図る。

施 策 体 系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 しごと支援課しごと企画班

施  策  名 魅力ある田舎暮らし情報の発信、移住支援
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事 業 名
若者定着・還流プロジェクト
⑥ふるさと起業・移転促進事業（平成27年度～）

連 絡 先 078-362-4157

事業目的
県外の優秀な人材の活力を生かして地域経済を活性化するとともに、本県産業の振興等に寄与
する新事業・新産業の創出を促進するため、ふるさと兵庫へUJIターンを希望する起業家等を支
援する。

施策体系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 新産業課新産業創造班

施  策  名 魅力ある田舎暮らし情報の発信、移住支援

事業内容

県外での職業経験やネットワーク等を生かして県内で起業・第二創業するUJIターン者、及び県
外の事業所を県内に移転する者に対し、新規事業開発や新事業展開に係る経費の一部を補助

①補助内容
　○補助対象者：県外から兵庫県へ住民登録を移し、かつ、県内で起業・第二創業する者又は
                県外の事業所を県内に移転する者
　○補助対象経費：起業・事業所移転に係る経費（事務所開設費や初度備品費など）
　　　　　　　　　移住に係る経費（転居費、住宅家賃等）
　○(拡)補助限度額：2,000千円　※平成29年度より、空き家を活用する場合、別途1,000千円
　　　　　　　　  ・起業・事業所移転に係る経費：1,000千円
　　　　　　　　  ・移住にかかる経費：1,000千円
　○補助率：1/2
　○(拡)補助予定件数：30件

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 41,925 千円 39,875 千円 52,722 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 41,925 千円 0 千円 26,361 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 39,875 千円 26,361 千円

1.0人

7,936 千円 8,093 千円 8,114 千円

1.0人

49,861 千円 47,968 千円 60,836 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額は、H27.2月補正による前倒し分

39,875千円を含む

従事人員 1.0人 従事人員 1.0人 従事人員

①補助件数
20件/年
20件/年
30件/年

H27
H28
H29

24件 28件 30件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

125.0% 125.0% 100.0%

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
地域の需要を創出し地域経済の活性化を図るためには、多様な人材が活
躍しやすい環境を整える事が重要であり、県外での職業経験やネット
ワーク等を生かせる移住者による起業・移転を支援する必要がある。

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助１件あたりの事業コストは同水準で推移しており、今後も効率性を
保ちながら事業を実施していく。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

応募件数が順調に伸び、補助件数・事業継続率ともに目標を上回ってい
る。今後も引き続きPR等に努め、県内への人の還流を促していく。

②事業継続率の確保
（起業後３年間）

80%
※中小企業白書に

よる数値52.7%を大
きく上回る目標

毎年度 100.0% 100.0% 80.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

120.0% 140.0% 100.0%
(2,078 千円) (1,713 千円) (2,028 千円)

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明
応募件数の増加に対応し、補助予定件数を30件に拡充するとともに、空き家を活用して起業
する場合に補助額を上乗せするなど、制度の充実を図りながら継続実施していく。
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■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
適切な情報提供や相談機会が提供されなければ、円滑な商業経営や運営は困難であること
から、ソフト面でのきめ細かな支援を行う必要があり、施設整備やテナントリーシングな
ど専門性の高い相談にも対応しており有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

経費削減を図り、事業費のコストは年々逓減している。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

□凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

引き続き適切な情報提供や窓口相談の実施、商業アドバイザーの派遣により、目標達成に
努める。

窓口相談での課題解
決率

80.0% 毎年度 69.2% 80.0% 80.0%

経営基盤が脆弱な中小小売商業者のための事業であり、情報の提供や各種相談をはじめとした
ソフト面でのきめ細かい支援が必要であるため、継続して実施する。

86.5% 100.0% 100.0%

窓口相談の相談実施
件数

1,200件 毎年度
1,287 件 1,200 件 1,200 件

107.3% 100.0% 100.0%
(10 千円) (11 千円) (11 千円)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

商業アドバイザー派
遣回数

36件 毎年度
31 件 36 件 36 件

86.1% 100.0% 100.0%
(430 千円) (371 千円) (370 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

13,344 千円 13,368 千円 13,307 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 10,170 千円 10,131 千円 10,061 千円

人件費②
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

3,174 千円 3,237 千円 3,246 千円

事 業 目 的
（公財）ひょうご産業活性化センターが行う情報提供や各種相談等を支援することにより、中小小
売商業の活性化を図る。

事 業 内 容

(公財)ひょうご産業活性化センターに対し補助
　①　情報提供の実施
　　○ 中小小売商業に関するＤＶＤ・書籍等の収集・閲覧
　　○ 情報誌「商ひょうご」の発行（年４回）
　　○ 商圏情報の提供
　②　窓口相談の実施
　　   中小小売商業者の個別具体的な相談に対応（週１回。無料）
　③　商業支援シニアマネージャーの設置
　　   商店街・個店に対する指導助言や商業関係団体との連携推進等を実施
　④　商業アドバイザーの派遣
　　   負担割合：県２／３、商業者等１／３
　⑤　調査研究の実施　等

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 10,170 千円 10,131 千円 10,061 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施 策 体 系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 名 中小小売商業経営支援事業（平成４年度～） 連 絡 先 078-362-3326



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
商店街における空き店舗の増加は商店街の衰退からまちの衰退に直結す
るため、空き店舗を活用した魅力ある店舗の新規出店やコミュニティ機
能の強化の支援が必要かつ有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

若者・女性チャレンジ枠を拡充等し事業コストは増加しているが、ニー
ズ把握に努めつつ、商店街支援に関してノウハウを持つひょうご産業活
性化センターが支援することにより効果的に実施している

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

引き続き空き店舗需給マッチングシステムの適切な運用及び開業希望者
等への積極的なＰＲにより、目標達成に努める。

□凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明
魅力ある個店の新規出店による商店街の活性化を推進するため、若者・女性チャレンジ枠を
拡充するとともに、商店街が短期・週末など柔軟な形態の出店者を誘致する取組を対象に追
加する。

しごと創出人数 40人 毎年度 － 40 人 80 人 － 100.0% 100.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

空き店舗の解消件数 90件 毎年度
92 件 90 件 90 件

102.2% 100.0% 100.0%
(256 千円) (476 千円) (598 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

23,576 千円 42,853 千円 53,856 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 20,402 千円 39,616 千円 50,610 千円

人件費②
従事人員 0.4人 従事人員 0.4人 従事人員 0.4人

3,174 千円 3,237 千円 3,246 千円

事業目的
商店街の空き店舗への新規出店や地域交流・生活支援を図る施設の設置運営の取組等を支援す
ることにより、商店街等における新陳代謝を促進し、活性化やコミュニティ機能の強化を図
る。

事業内容

(公財)ひょうご産業活性化センターに対し補助
①　空き店舗需給マッチングシステム事業
②　空き店舗対策事業
　○ 新規出店・開業支援
　　　3カ月以上入居のない空き店舗への出店や子育て・高齢者支援施設等の設置に対し
　　改装費・賃料等を支援（(拡)若者・女性チャレンジ枠を拡充）
　　　・補　助　率　1/3　・補助限度額　初年度1,500千円、２年目500千円
　○ 商店街空き店舗再生支援事業
　　　商店街等が空き店舗を借り上げ、魅力ある出店者を誘致する取組を支援
　　(拡)短期・週末など柔軟な形態の出店者を誘致する取組を追加
　　　・補　助　率　1/2
　　　・補助限度額　1店舗あたり（1年未満の場合は3カ月単位で按分）
　　　　　　　　　　1年目2,000千円、2年目750千円、3年目350千円
　　　　　　　　　　※コンサル委託料1,000千円（1年目のみ）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 20,402 千円 39,616 千円 50,610 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施策体系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 名 商店街新規出店・開業等支援事業（平成17年度～） 連 絡 先 078-362-3326



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
商店街の地域コミュニティ機能の強化に資するイベントや地域資源活用
などの地域特性や住民ニーズ、地域課題に対応する取組は、商店街のみ
ならず地域の活性化にも貢献することから必要であり、有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助上限額を設けるとともに、商店街振興組合等と連携することで、商
店街等が取り組む地域特性や住民ニーズ把握に努め、引き続き効果的な
事業実施を図る。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

□凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

引き続き商店街等に積極的な事業活用を働きかけることにより、目標達
成に努める。

目的達成率（事業活用により
集客力向上などの目的を達成
したと回答した商店街の割
合）

60.0% 毎年度 98.9% 60.0% 60.0%

商店街の賑わい創出、プランづくり、地域コミュニティ機能向上を促進し、商店街の活性化
することにより、地域の社会的課題の解決、地域の元気の創出を図るため、継続して実施す
る。

164.8% 100.0% 100.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

支援件数 75件 毎年度
116 件 124 件 75 件

154.7% 165.3% 100.0%
(510 千円) (533 千円) (881 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員 0.6人

59,114 千円 66,056 千円 66,068 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 54,352 千円 61,200 千円 61,200 千円

人件費②
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員 0.6人

4,762 千円 4,856 千円 4,868 千円

事業目的
商店街等が取り組む地域特性や住民ニーズに応じた活性化事業を支援することにより、商店街
の地域コミュニティ機能の強化、地域の社会的課題の解決、地域の元気の創出を図る。

事業内容

商店街・小売市場等に対し補助

①　商店街元気づくり事業
　　商店街等が地域と一体となって実施する
　イベント等を支援
　○ 補助率　  対象経費の額に応じた定額
　○ 県補助額
　　　[基礎分]＋[連続イベント加算分]
　　　上限：基礎分を含めｲﾍﾞﾝﾄ10回(被災地12回)

②　活性化プラン策定事業
　　地域特性、地域ﾆｰｽﾞに対応した活性化ﾌﾟﾗﾝづくりを支援
　○ 補助率　  定額（限度額：1,000千円）

③　商店街コミュニティ機能強化応援事業
　　地域課題に対応したソフト事業を支援
　○ 補助率　  1/2（限度額：5,000千円）
　○ 補助期間　最長3年

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 54,352 千円 61,200 千円 61,200 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施策体系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 名 商店街支援事業(平成26年度～） 連 絡 先 078-362-3326

 ［基礎分］ ［連続イベント加算分］
対象経費 補助額 対象経費 補助額

　　　400千円
(被災地500千円)
　　　300千円
(被災地400千円)
　　　200千円

(被災地300千円)

ただし、500千円未満は対象経費の1/4

　500～1,000千円未満

1,500千円以上 200千円以上 100千円/回

1,000～1,500千円未満
ただし、1回200千円未満のｲﾍﾞﾝ
ﾄは対象経費の1/2

 ［基礎分］ ［連続イベント加算分］
対象経費 補助額 対象経費 補助額

　　　400千円
(被災地500千円)
　　　300千円
(被災地400千円)
　　　200千円

(被災地300千円)

ただし、500千円未満は対象経費の1/4

　500～1,000千円未満

1,500千円以上 200千円以上 100千円/回

1,000～1,500千円未満
ただし、1回200千円未満のｲﾍﾞﾝ
ﾄは対象経費の1/2



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

共同施設建設などの商店街による環境整備は、個性的な商店街づくり、魅
力向上、にぎわい創出につながる。また、老朽化した共同施設の撤去は、
商店街を開放的な空間に変え、空き店舗等の住宅転換の促進、まち全体の
魅力創出につながる。

事業コストに対する評価、
見直し状況

補助上限額を設けるとともに、商店街振興組合等と連携することで、商店
街等が取り組む地域特性や住民ニーズ把握に努め、引き続き効果的な事業
実施を図る。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

□凍結(休止) □延長 □終期設定

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

引き続き商店街等に積極的な事業活用を働きかけることにより、目標達成
に努める。

目的達成率（事業活用により
集客力向上などの目的を達成
したと回答した商店街の割
合）

60.0% 毎年度 100.0% 60.0% 60.0%

商店街・小売市場の賑わい創出や活性化、まち全体の魅力創出を図るため、事業を継続する。

166.7% 100.0% 100.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

支援件数 15件 毎年度
20 件 34 件 20 件

133.3% 226.7% 133.3%
(1,488 千円) (1,716 千円) (2,918 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員 0.6人

29,755 千円 58,356 千円 58,368 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 24,993 千円 53,500 千円 53,500 千円

人件費②
従事人員 0.6人 従事人員 0.6人 従事人員 0.6人

4,762 千円 4,856 千円 4,868 千円

事 業 目 的
共同施設の建設・改修・撤去や、低・未利用不動産活用による新規テナント誘致、商店街店舗の
外観改修による美観形成、昼夜の回遊性向上の取組を支援することにより、商店街・小売市場の
賑わい創出や活性化、まち全体の魅力創出を図る。

事 業 内 容

商店街・小売市場等に対し補助
①　商店街・小売市場共同施設建設費助成事業
　　共同施設の建設・改修・撤去を支援
　　 ○補助率 1/3　［補助限度額］8,000千円
②　商店街共同施設撤去支援事業
　　住宅転換等を目的とするアーケード等の共同施設の撤去を支援
　　 ○補助率 2/3(県 1/3、市町 1/3)(通常分)　9/10(県9/20、市町9/20)(特別枠)
　　 ○補助限度額 5,000千円
③　再開発ビル等再整備事業（旧商店街・まち再生整備事業）
　　低・未利用不動産活用による新規テナント誘致のための再生整備を支援
　　 ○補助率 2/3（県1/3、市町1/3）　［補助限度額］10,000千円
④　商店街個店外観整備事業
　　商店街店舗の外観改修による美観形成や昼夜の回遊性向上の取組を支援
　　 ○補助率 1/4　［県補助限度額］2,500千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 24,993 千円 53,500 千円 53,500 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施 策 体 系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 名 商店街整備事業（平成25年度～） 連 絡 先 078-362-3326



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
高齢化の進行や商店の減少等により、買い物弱者数の増加や買い物利便性
の低下が懸念されることから、地域の買い物利便性の向上と商店街の活性
化を図る取組は必要かつ有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

５年程度の事業実績を踏まえた上で、支援のあり方を検討する（H28当初
に事業期間を3年→5年に延長）。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

28年度は補助件数が目標に達する見込みであるが、引き続き商店街等に積
極的な事業活用を働きかけることにより、目標達成に努める。

□凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
高齢化の進行や商店の減少等により、買い物弱者数の増加や買い物利便性の低下が懸念され
ることから、商店街が行う地域特性や住民ニーズに応じた買い物利便性を高める取組を引き
続き支援し、地域の買い物利便性の向上と商店街の活性化を図る。

目的達成率（事業活用によ
り集客力向上などの目的を
達成したと回答した商店街
の割合）

60.0% 毎年度 100.0% 60.0% 60.0% 166.7% 100.0% 100.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

補助件数 3件 毎年度
2 件 3 件 3件

66.7% 100.0% 100.0%
(2,013 千円) (3,476 千円) (4,145 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

4,025 千円 10,428 千円 12,434 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 1,644 千円 8,000 千円 10,000 千円

人件費②
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員 0.3人

2,381 千円 2,428 千円 2,434 千円

事業目的
買い物利便性の低い市街地または中山間地域等における商店街の行う地域特性や住民ニーズに応
じたご用聞き・共同宅配、移動販売などの取組を支援することにより、地域の買い物利便性の向
上と商店街の活性化を図る。

事業内容

買い物利便性の低い市街地または中山間地域等におけるご用聞き・共同宅配事業、移動販売事業
など買い物利便性を高める事業を行う商店街・小売市場等に対し補助
　
　○ 補助対象者    　商店街・小売市場（任意団体を含む）、商業者グループ　等
　○ 補助対象経費    ご用聞き・共同宅配、移動販売など買い物利便性を高める取組経費
　○ 補助率　　　　　・1～3年目　1/2
　　　　　　　　　　 ・4・5年目　1/3
　○ 補助限度額  　　3,000千円（最長５年）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 1,644 千円 8,000 千円 10,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施策体系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 名 商店街ご用聞き・共同宅配事業（平成26年度～） 連 絡 先 078-362-3326



事務事業評価資料

事 業 名 商店街事業承継支援事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-3326

事 業 目 的
少子高齢化や人口減少の進展に加え、商店主の高齢化、後継者不足により、空き店舗が増加する
等、厳しい状況にある商店街における店舗の円滑な事業承継を支援することにより、後継者の育成
と商店街の活性化を図る。

施 策 体 系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 内 容

（公財）ひょうご産業活性化センターに対し補助
((拡)29年度から賃貸物件での営業を親子間で継承する場合も原則として支援対象に拡充）
① 店舗承継促進事業
 　○補助対象経費　引越費用　○補助対象者　事業譲渡者
　 ○補助率　1/3（市町1/3）　○補助限度額　200千円
② 承継店舗開業支援事業
 　○補助対象経費　内装工事費等、広告宣伝費　○補助対象者  事業承継者
 　○補助率　2/3（内装工事費等）、定額（広告宣伝費）
 　○補助限度額　5,000千円（内装工事費等4,000千円、広告宣伝費　1,000千円）
③ 承継店舗円滑化事業
　 ○補助対象経費　店舗賃借料　○補助対象者　事業承継者
　 ○補助額　入居面積(㎡)×1,000～200(円／㎡・月)
 　○補助限度額　実家賃の1/2（最長３年）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 12,200 千円 12,200 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 12,200 千円 12,200 千円

0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

0.1人

0 千円 13,009 千円 13,011 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員

補助件数 9件 毎年度
0 件 2 件 9 件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

60.0%

0.0% 22.2% 100.0%
(0 千円) (6,505 千円) (1,446 千円)

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
商店主の高齢化や後継者不足といった問題を抱える商店街の店舗の円滑な
事業承継を進めるために必要かつ有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

27年度新規事業であり、効果的な支援のあり方を見定めるため、３年程度
の事業実績を踏まえた上で、経費削減に努める。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

次年度以降、商業支援ﾏﾈｰｼﾞｬｰによるﾏｯﾁﾝｸﾞ支援や、賃貸物件での営業を親
子間で継承する場合も支援対象にすること等により、目標達成に努める。

0.0% 100.0% 100.0%

目的達成率（事業活用により
集客力向上などの目的を達成
したと回答した商店街の割
合）

60.0% 毎年度 0.0% 60.0%

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充 □継続

説 明
新たに賃貸物件での営業を親子間で継承する場合も支援対象に拡充し、商店街の活性化プラン
等に基づき商店街が進める商店街づくりに合致する事業承継を行う店舗を引き続き支援する。



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
地域が策定したまちなか再生計画に基づく店舗再編を進めるために必要
かつ有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

27年度新規事業であり、効果的な支援のあり方を見定めるため、３年程
度の事業実績を踏まえた上で、経費削減に努める。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

□凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明

ﾓﾃﾞﾙ事業を実施している水道筋商店街では6月にまちなか再生計画を策
定、宵田商店街では7月にまちなか再生協議会を設立、年度内に計画を策
定予定であり、今後、具体的な支援案件が出てくる見通し。

目的達成率（事業活用により
集客力向上などの目的を達成
したと回答した商店街の割
合）

60.0% 毎年度 0.0% 0.0% 60.0%

新たにまちなか再生区域外からの新規出店を対象に追加し、商店街の再編による店舗移転や
開業等を支援することにより、引き続き商店街の活性化を図る。

0.0% 0.0% 100.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

支援件数 9件 毎年度
0 件 0 件 9 件

0.0% 0.0% 100.0%
(0 千円) (0 千円) (1,446 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

0 千円 13,009 千円 13,011 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 12,200 千円 12,200 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

事業目的
空き店舗の増加により衰退する商店街とその商圏となる住宅地の活性化を図るため策定された
まちなか再生計画に基づく再編対象の店舗移転費用等を支援することにより、商店街の活性化
とまちの再整備による賑わいのまちづくりを推進する。

事業内容

まちなか再生計画に基づく再編対象の店舗に対し補助
((拡)まちなか再生区域外からの新規出店を対象に追加)
① 店舗再編促進事業
 　○補助対象経費　引越費用　○補助対象者　店舗を移転、開業する者
　 ○補助率　1/3（市町1/3）　○補助限度額　200千円
② 再編店舗開業支援事業
　○誘致支援
　 ・補助対象経費　複数店舗誘致するためのコンサル委託経費
　 ・補助対象者　再生協議会、まちづくり会社等 ・補助率　2/3　・補助限度額　8,000千円
　○開業支援
　 ・補助対象経費　内装工事費等、広告宣伝費　・補助対象者　店舗を移転、開業する者
 　・補助率　2/3（内装工事費等）、定額（広告宣伝費）
 　・補助限度額　5,000千円（内装工事費等4,000千円、広告宣伝費　1,000千円）
③ 再編店舗円滑化事業
　 ○補助対象経費　店舗賃借料　○補助対象者　店舗を移転、開業する者
　 ○補助額　入居面積(㎡)×1,000～200(円／㎡・月)
 　○補助限度額　実家賃の1/2（最長３年）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 12,200 千円 12,200 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施策体系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 名 商店街再編事業（平成27年度～） 連 絡 先 078-362-3326



事務事業評価資料

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
ここ近年の外国人観光客の急増に着目した事業であり、必要かつ有効であ
る。

事業コストに対する評価、
見直し状況

27年度新規事業であり、効果的な支援のあり方を見定めるため、３年程度
の事業実績を踏まえた上で、経費削減に努める。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

引き続き商店街等に積極的な事業活用を働きかけることにより、目標達成
に努める。

実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充 ■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定

説 明 外国人旅行者をターゲットにした新たな需要開拓により引き続き商店街の活性化を図る。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値

目的達成率（事業活用により
集客力向上などの目的を達成
したと回答した商店街の割
合）

60.0% 毎年度 100.0% 60.0% 60.0% 166.7% 100.0% 100.0%

年度 H27 H28 H29

支援件数 3件 毎年度
4 件 1 件 3 件

133.3% 33.3% 100.0%
(1,029 千円) (8,809 千円) (2,937 千円)

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

4,114 千円 8,809 千円 8,811 千円

0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 8,000 千円 4,000 千円

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員 0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事 業 目 的
消費増税による国内消費の冷え込みが長引く中、免税店制度を活用して本県の特産品などの魅力を
外国人旅行者にPRすることにより、新たな需要開拓による商店街の活性化を図る。

事 業 内 容

平成26年10月から拡充された外国人旅行者向け消費税免税制度を活用し、外国人観光客の新たな需
要開拓による商店街の活性化を促進

 ○ 対象事業　・訪日前の海外旅行者に対する情報発信
　　　　　　　・外国人受入スキル向上支援
　　　　　 　　（制度活用講習会、接遇ﾏﾆｭｱﾙ・商店街ﾏｯﾌﾟ等作成、専門家派遣等）
　　　　　　  ・免税手続一括カウンターの整備、運営
 ○ 補 助 率　1/2
 ○ 限 度 額　6,000千円
 ○ 補助期間  ３年
 ○ 件　　数　３件

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 3,320 千円 8,000 千円 8,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 3,320 千円 0 千円 4,000 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円

施 策 体 系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 名 ひょうご大交流プロジェクト
④商店街免税店拡大等による外国人誘客事業(平成27年度～)

連 絡 先 078-362-3326



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合

復興市街地再開発地域において、にぎわい回復を引き続き図るため、地元商業者による空き
区画の活用に資する開発事業などの取組に対して支援を行う。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
阪神・淡路大震災で被災した復興市街地再開発地域では、引き続きまちの
にぎわいを回復させるための取組が必要である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

28年度は財源として見込んでいた国庫補助金の募集がなかったため事業実
施を見送り、改めて29年度から実施。今後、効果的な支援のあり方を見定
めるため、３年程度の事業実績を踏まえた上で、経費削減に努める。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

地元商業組織のニーズを踏まえつつ、神戸市と連携することにより、目標
達成に努める。

□凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明

60.0% 毎年度 － 0.0% 60.0% － 0.0% 100.0%

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名
目　　標 27年度

実績
28年度
見込み

29年度
目標

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

支援件数 1件 毎年度 －
0 件 1 件

－ 0.0% 100.0%
(0 千円) (8,611 千円)

目的達成率（事業活用により
集客力向上などの目的を達成
したと回答した商店街の割
合）

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員 0.1人

0 千円 8,609 千円 8,611 千円

0 千円 0 千円 0 千円

一般財源 0 千円 7,800 千円 7,800 千円

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員 0.1人

0 千円 809 千円 811 千円

事 業 目 的
阪神・淡路大震災復興基金を活用した復興市街地再開発地域リーディング開発モデル事業の終了
後も、にぎわい回復の取組に対し、引き続き支援を行うことにより、地域商業のまちの活性化を
図る。

事 業 内 容

地元商業組織に対し支援
 ○ 対象事業　地元商業組織が行う開発コンセプトを明確にした空き区画活用
　　　　　　によるゾーン開発
 ○ 補 助 率　対象事業について地元負担分を支援（県：神戸市＝１：２）
 ○ 限 度 額　7,800千円

(参考)復興市街地再開発地域ﾘｰﾃﾞｨﾝｸﾞ開発ﾓﾃﾞﾙ事業(阪神・淡路大震災復興基金事業)
 ○ 対象事業　開発ｺﾝｾﾌﾟﾄを明確にしたｿﾞｰﾝ開発、運営を行うため、ﾃﾞﾍﾞﾛｯﾊﾟｰ会社等
　　　　　　の事業者をｺﾝﾍﾟにより募集し、空き床等の有効活用を図る事業
 ○ 補助対象　神戸市
 ○ 補 助 率　3/4

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 7,800 千円 7,800 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　)

施 策 体 系 個性を生かした地域の自立と地域間連携で元気を生み出す
所管課班 経営商業課商業活性化班

施  策  名 商店街の再生・活性化支援

事 業 名 復興市街地再開発地域空き床対策支援事業(平成28年度～) 連 絡 先 078-362-3326



事務事業評価資料

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
　CIRは、友好提携州省との交流事業、ALTへのアドバイザー業務のほか、地域住民の異文化理
解のための講演活動等を行い、本県の国際交流の促進に大きな貢献を果たしており、引き続き
実施する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・JET参加者、市町担当者への研修、助言等を行うには、JET参加者と同様の
言語・文化背景をもったCIRが実施する方が、それぞれの課題への対処も的
確に行える。
・CIRを配置することで、国際化に関する市町、学校、民間団体等の多様な
ニーズに対し、迅速・的確に対応することができる。

事業コストに対する評価、
見直し状況

平成26年度と27年度にCIRを１名づつ減員しつつ、国際交流協会等関係機関
と連携し、学校等からの多様なニーズに迅速・的確に対応しており、効率的
な執行に努めている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

派遣先の多様なニーズに迅速・的確に対応できるのは、県政及び地域の実情
にも通じたCIRならではであり、内容の充実を図るとともに、今後も引き続
き実施していく。

118.0% 120.0% 100.0%
(475 千円) (439 千円) (439 千円)

翻訳および添削件数
（ネイティブチェック)

50件
50件
60件

H27
H28
H29

59件/人 60件/人 60件/人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

82.0% 100.0% 100.0%
(683 千円) (527 千円) (527 千円)

市町、学校、民間団
体、等への国際交流員
派遣

50回
（県下全市町派遣）

毎年度
41回 50回 50回

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.7人

28,005 千円 26,342 千円 26,357 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.7人 従事人員 0.7人 従事人員

人件費②
従事人員 0.7人 従事人員 0.7人 従事人員

0 千円

一般財源 22,450 千円 20,677 千円 20,677 千円

0.7人

5,555 千円 5,665 千円 5,680 千円

事業内容

CIRの配置（４名） 英語圏２名、中国圏１名、韓国圏１名

【CIRの主な業務】※１は英語圏２名のみの業務、２～６は全CIRの業務
　１　ＪＥＴプログラム運営業務(英語圏２名のみ）
　　　　県下約３００名のＪＥＴ青年のアドバイス業務、オリエンテーション講師　等
　２　友好州省との交流事業（４名）
  　  　人的交流（小・中・高校生の青少年交流等）の支援、訪問団派遣・受入の連絡調整　等
　３　翻訳等ネイティブ・チェック
　４　大使館、領事館との連絡調整
　５　CIR派遣事業
　　　　学校、公民館での講演　等
　６　ひょうご友好親善大使とのネットワーク構築

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 22,450 千円 20,677 千円 20,677 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 外国青年招致事業費（昭和62年度～） 連 絡 先 078-362-9017

事業目的
「語学指導等を行う外国青年招致事業」（通称ＪＥＴプログラム）により、国際交流員（CIR）を
配置することにより、国際交流事業の企画・運営等の円滑化を図る。

施策体系 世界との交流を兵庫の未来へ結ぶ
所管課班 国際交流課交流企画班

施  策  名 海外の研究者等専門的外国人材の受け入れ推進



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 ■縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
グローバル人材としての東南アジア等新興国からの留学生への支給は維持する一方で、民間等の奨学
金制度の充実を踏まえ、当事業の奨励金支給者数を3/4に見直す。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
諸外国との交流の促進を図るためには、より多くの外国人留学生が県内の学校に就
学することが効果的であり、県内大学における留学生の受入については一定の確保
ができており、事業の有効性が認められる。

事業コストに対する評価、
見直し状況

大学から奨学金対象者の推薦を受けるなど、選考等にかかるコストを削減してお
り、効率的な運営が行われている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

毎年概ね目標に達成しており、今後も同様の水準を達成できると見込んでいる。

108.2% 100.0% 100.0%

(3 千円) (3 千円) (2 千円)

県内大学における留
学生数

6,200人
7,377人
8,115人

(前年度×1.1(H24～H28の対前
年度比平均伸び率))

H27
H28
H30

6,706人 7,377人 8,115人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

97.5% 98.5% 100%
(119 千円) (126 千円) (125 千円)

私費外国人留学生への
奨学金支給人数

200件
200件
150件

H27
H28
H29

195人 197人 150人

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.1人

23,174 千円 24,809 千円 18,811 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

人件費②
従事人員 0.1人 従事人員 0.1人 従事人員

0 千円

一般財源 22,380 千円 24,000 千円 18,000 千円

0.1人

794 千円 809 千円 811 千円

事業内容

私費留学生への奨学金の支給
○支給対象者：県内私費外国人留学生
○支給人員：200人（～Ｈ28）→150人（Ｈ29～）【見直し内容】
○支給額：１ヶ月あたり３０千円
○支給年数：一般枠１年、アジア新興国枠２年
○負担割合：県１／３、（公財）兵庫県国際交流協会２／３

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 22,380 千円 24,000 千円 18,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
留学生対策推進費
(私費外国人留学生奨学金支給事業)　(昭和63年度～)

連 絡 先 078-362-3025

事業目的

①県内大学等に在学する外国人留学生の生活の安定を図るとともに、学習活動を促進することにより、
　本県と諸外国との交流促進に寄与する。
②アジア新興国枠を設定することにより、県下中小企業が今後展開しようとしている東南アジア等アジ
  ア新興国からの留学生を確保する。

施策体系 世界との交流を兵庫の未来へ結ぶ
所管課班 国際交流課地域国際化班

施  策  名 海外の研究者等専門的外国人材の受け入れ推進



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明
アジア新興国等の経済発展を本県の新たな経済成長に取り込むため、ASEANへのニーズを踏まえてサ
ポートデスクを拡充し、本県企業の海外事業展開等に対する支援を強化する。

－
(参考)上記のうち、
ASEAN地域の件数

－ － 170 件165 件165 件

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
国内市場が縮小する中、新興国の経済発展を本県の新たな経済成長に取り込む必
要があり、本事業は県内企業への支援策として有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

本県にゆかりのある現地の民間企業関係者や企業ＯＢの活用が図られており、効
率的な運営が行われている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

28年度も、目標を達成する見込みである一方、特にASEAN地域における経済新興国
等における相談件数の増加が顕著であることから、サポートデスクの拡充を実施
し、より一層の県内企業への支援の強化を図る。

185.0% 175.0% 100.0%
(2,098 千円) (2,254 千円) (2,804 千円)

海外事務所ビジネスア
テンド件数

20件
20件
30件

(過去３年の実績平均)

H27
H28
H29

37 件 35 件 30 件

123.4% 121.2% 100.0%
(180 千円) (197 千円) (227 千円)

海外事業展開に関する
相談対応件数

350件
330件
370件

(過去３年の実績平均)

H27
H28
H29

432 件 400 件 370 件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.8人

77,616 千円 78,888 千円 84,129 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

－ －

人件費②
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

0 千円

一般財源 52,954 千円 72,414 千円 58,220 千円

0.8人

6,349 千円 6,474 千円 6,491 千円

事 業 内 容

①ひょうご海外ビジネスセンターの運営
　　県内企業の海外展開支援を目的に設置した「ひょうご海外ビジネスセンター」における、
　法務、労務、税務、会計等の専門家との連携
　○県内企業の海外販路拡大や海外拠点設立の支援
　○進出後企業のフォローアップによる相談対応
　○海外事業展開支援セミナーの開催
②海外事務所の経済機能の強化
　　県内企業の海外展開支援に係る専門的な相談等に海外事務所が対応出来るよう、香港経済
　交流事務所をはじめとした海外事務所と現地専門家との連携体制を整備
③（拡）ひょうご国際ビジネスサポートデスクの運営
　　現地で活躍している兵庫県ゆかりの民間人の専門分野・ネットワーク等を活用した支援体
　制を強化し、県内企業の新興国等における海外事業展開を支援
　○サポートデスクの設置（７箇所→10箇所）※ASEANへのニーズを踏まえ拡充

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

　　 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 71,267 千円 72,414 千円 77,638 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 19,418 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(緊急雇用就業機会創出等事業基金) 18,313 千円 0 千円

事 業 名
中小企業の販売力の強化
②ひょうご海外事業展開支援プロジェクト（平成24年度～）

連 絡 先 078-362-3328

事 業 目 的
アジア新興国等の経済発展を本県の新たな経済成長に取り込むため、県内及びアジア主要都市における相
談窓口を運営するなど、県内企業の海外事業展開を支援する。

施 策 体 系 世界との交流を兵庫の未来へ結ぶ
所管課班 国際経済課経済交流班

施  策  名 県内企業の海外事業展開の支援



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明

奨励金については、利用実績（H27：９件、H28：５件見込）を踏まえ順次縮小しており、H28を以て
廃止する一方、留学生向けにWebを用いた企業情報の提供を始め、県内企業と留学生マッチング支援
など実施内容を拡充し、優秀な留学生等の県内企業への就職促進を一層強化する。また、本県中小
企業の海外事業展開を推進するため、具体的な海外事業計画に必要な実現可能調査の支援を行い、
ビジネスの国際化を促進する。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性
・国内市場が縮小する中、新興国の経済発展を本県の新たな経済成長に取り込む
必要があり、本事業は県内企業への支援策として有効である。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・F/S調査については、ひょうご産業活性化ｾﾝﾀｰが事業主体となり、ひょうご海
外事業展開支援ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄとの一体的実施により、効率化な実施に努めている。
・優秀な留学生等の県内企業への就職促進については、大学コンソーシアムひょ
うご神戸が主体となり、県内企業や大学等と連携することで、効率的な実施に努
めている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

・F/S調査は、毎年目標を上回っていることから本事業のニーズは高く、今後も
引き続き支援を実施していく。
・留学生の就職促進については、企業の人材不足、海外志向の高まりから、留学
生の採用に積極的な傾向であるものの、求人する企業情報が留学生に届きにくい
状況であることから、事業を拡充し、今後も引き続き実施していく

96.3% 100.0% 100.0%

(73 千円) (75 千円) (72 千円)

県内中小企業等に就職
した外国人留学生数

356人
411人
466人

(H25実績から年55人増)

H27
H28
H29

343人 411人 466人

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

180.0% 107.4% 100.0%
(932 千円) (1,064 千円) (1,118 千円)

中小企業の海外展開実
現可能性調査支援件数

15件
27件
30件

H27
H28
H29

27件 29件 30件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.8人

25,159 千円 30,853 千円 33,534 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

人件費②
従事人員 0.8人 従事人員 0.8人 従事人員

0 千円

一般財源 18,810 千円 24,379 千円 13,522 千円

0.8人

6,349 千円 6,474 千円 6,491 千円

事 業 内 容

①県内中小企業の海外展開に関する実現可能性調査に対して助成金交付
　　○対象調査：具体的な海外事業計画に必要な実現可能性調査（F/S（ﾌｨｼﾞﾋﾞﾘﾃｨ･ｽﾀﾃﾞｨ）調査）
     （H28：基礎調査のみ → H29：基礎調査と実証調査に範囲を拡大）
　  ○対象経費：渡航費、滞在費、通訳費、翻訳費、見本市出展費等の経費
　  ○補 助 率：対象経費の１／２以内（1,000千円上限：30社）
　  ○事業主体：（公財）ひょうご産業活性化センター
②(拡)優秀な留学生等の県内企業への就職促進
  　○大学と企業との情報交換会等の開催
  　○県内企業でのインターンシップ、企業説明会（就職マッチング）の実施
  　○外資系企業によるグローバル人材育成セミナー等の開催
(新)○留学生向け県内企業情報サイトによる情報提供
(新)○日本の企業に就職するためのビジネス日本語講座の実施等

【参考】国際ビジネス人材採用奨励金（平成28年度で廃止）

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 18,810 千円 24,379 千円 27,043 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 13,521 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 ひょうご国際ビジネス支援事業
（奨励金、助成金：平成25年度～、就職促進：平成28年度～）

連 絡 先
地域国際化班　078-362-3025
経済交流班　078-362-3328

事 業 目 的

県内中小企業の海外事業展開等を支援するため、外国人留学生を雇用した中小企業に対して人材採用奨
励金を支給するとともに、中小企業の海外事業展開に関する実現可能性調査について助成を行う。ま
た、優秀な留学生等の県内企業への就職促進を図るため、県内企業でのインターンシップ等を実施す
る。

施 策 体 系 世界との交流を兵庫の未来へ結ぶ
所管課班

国際交流課地域国際化班
国際経済課経済交流班施  策  名 県内企業の海外事業展開の支援



事務事業評価資料

万人 万人 万人

■継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 □拡充

説 明
H28はニーズの高い無料Wi-Fi環境の整備について、別枠で制度を設けるなど支援を拡充したが、観光案内
看板の他言語化等をはじめとする地域の外国人旅行者受入環境の整備については、一定程度取組が進んで
いることから、H29は予算規模を見直して実施していく。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・訪日外国人観光客が急増する中、受入れのための基盤整備が急務であることか
ら、事業の必要性は高い。
・外国人観光客の来県による経済波及効果は高く、受入環境の充実によるおもてな
し向上により、リピーターの造成等を図ることは、観光振興面においても非常に効
果が高い。

事業コストに対する評価、
見直し状況

地域の観光振興施策に精通した観光協会等を事業実施主体とすることで、真に必要
な箇所での受入基盤整備を推し進めるスキームとなっており、効率的な執行を行っ
ている。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

Wi-Fi環境整備支援事業について、H29から対象施設を民間に絞り、補助限度額を拡
充するなど、補助制度の見直しを行い、目標達成に向けて実施していく。

180
106.7% 126.7% 60.0%

(373 千円) (504 千円) (231 千円)

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

－ 38.0% 100.0%

(2,016 千円) (832 千円)

訪日外客数（兵庫県）
※H28年度にH29年度以降の目標を
新たに設定。【新目標】H32年度に
300万人達成（各年度約18.6%増）

300万人
（H28年度までの目
標はH31年度までに

120万人）

H32
128 152

無料Wi-Fi設置施設数

100施設
（1施設×1基）

50施設
（1施設×2基）

H28

H29
－

38施設 50施設

135.0% 110.0% 100.0%
(1,769 千円) (3,483 千円) (2,775 千円)

外国人受入基盤整備支援団
体数

20件
20件
15件

H27
H28
H29

27件 22件 15件

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.2人

47,765 千円 76,619 千円 41,623 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※H28当初予算額には、H27補正による前倒し分
50,000千円、H28年9月補正分25,000千円を含む

従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

人件費②
従事人員 0.2人 従事人員 0.2人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 25,000 千円 20,000 千円

0.2人

1,587 千円 1,619 千円 1,623 千円

事 業 内 容

①外国人観光客受入基盤整備事業
　観光協会等が実施する外国人旅行者の受入基盤整備の取組に対し、（公社）ひょうごツーリズム協会を
　通じて補助
　○事業例
　　・観光施設の多言語観光案内看板の整備等
　　・観光案内所の整備（新規設置、既存案内所の機能充実・拡張等）
　　・トイレの洋式化など外国人への対応
　　・通訳サービスシステムの導入  など
　○補助率：対象経費の１／２以内
　○補助限度額：５，０００千円
②Wi-Fi環境整備支援事業
　観光施設等が実施する無料Wi-Fiスポットの設置につき、（公社）ひょうごツーリズム協会を通じて補助
　○対象施設：観光案内所、自然公園、博物館、社寺など公共的な観光施設等（市町立施設を除く）
　○補助対象経費：無線LAN機器購入費、設備工事費
　○補助率：２／３
　○補助限度額：２００千円

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 46,178 千円 75,000 千円 40,000 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 46,178 千円 50,000 千円 20,000 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
インバウンド受入体制の整備
インバウンド受入体制整備促進事業（平成27年度～）

連 絡 先 078-362-3697

事 業 目 的
無料Wi-Fi環境の整備をはじめ、観光協会等が実施するインバウンド受入促進のための基盤整備を支援すること
により、効果的に外国人旅行者の受入環境の整備を進め、誘客促進を図る。

施 策 体 系 世界との交流を兵庫の未来へ結ぶ
所管課班 観光交流課ツーリズム政策班

施  策  名 国際ツーリズムのグローバル展開、中国等からの誘客促進



事務事業評価資料

万人 万人 万人

万人 万人 万人

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　□新規 ■拡充

説 明
地方自治体の連携組織だった「瀬戸内ブランド推進連合」を発展改組した官民連携組織「(一社)せ
とうち観光推進機構」への参画を通じ、国の広域観光周遊ルート形成促進事業も活用しながら、よ
り積極的なインバウンド施策を展開していく。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

・海外からの誘客を促進するためには、広域でのPRが必要
・国内外の多くの人から選ばれる地域としていくためには、エリア全体を俯瞰し
てマネジメントできる官民連携した組織による事業展開が必要
・「せとうち・海の道」は、観光庁の広域観光周遊ルートに認定されるなど、日
本全体としてもインバウンドの重要地域であり、継続した事業実施が必要

事業コストに対する評価、
見直し状況

・事業実施にあたっては、民間企業からの負担金や国費の活用など、コスト削減
に取組むとともに、民間の人材も活用し、より効率的・効果的に事業を推進
・平成29年度は、国費の配分見通しを踏まえつつ、構成県負担金の増額に併せて
収益事業にも積極的に取組み、目標達成に向けた取組みを継続

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

H32年の目標達成に向け、宿泊者数・訪日外客数とも着実に増加している。引き
続き観光地のブラッシュアップによる魅力づくりへの支援や効果的なプロモー
ションなど様々な取組みを総合的に推進し、目標達成に努める。

106.7% 126.7% 60.0%

(46 千円) (59 千円) (106 千円)

訪日外客数（兵庫県）
※H28年度にH29年度以降の
目標を新たに設定。【新目
標】H32年度に300万人達成
（各年度約18.6%増）

300万人
（H28年度までの目標は
H31年度までに120万人）

H32
128 152 180

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

72.2% 85.6% 60.7%

(23 千円) (29 千円) (52 千円)

瀬戸内７県への外国人
延べ宿泊者数
※H28年度にH29年度以降の
目標を新たに設定。【新目
標】H32年度600万人達成
(各年度約18%増)

600万人
（H28年度までの目標は
H32年度までに360万人）

H32
260 308 364

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.3人

5,881 千円 8,928 千円 19,084 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

人件費②
従事人員 0.3人 従事人員 0.3人 従事人員

0 千円

一般財源 3,500 千円 6,500 千円 16,650 千円

0.3人

2,381 千円 2,428 千円 2,434 千円

事業内容

（一社）せとうち観光推進機構へ負担金を支出し、次の事業を実施
　①　デジタルマーケティング（YouTube動画配信等による行動分析）の実施
　②　独自インターネットメディア「瀬戸内Finder」による多言語情報発信
　③　海外市場別プロモーションの実施や受入環境整備の促進
　④　瀬戸内の魅力（クルーズ・食・サイクリング・アート等）に応じた商品開発、
　　　販売促進に向けたプロモーションの実施　等

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 3,500 千円 6,500 千円 16,650 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 0 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名 インバウンド対策推進に向けたDMO参画事業（平成25年度～） 連 絡 先 078-362-3340

事業目的
瀬戸内地域の７県（兵庫､岡山､広島､山口､徳島､香川､愛媛）及び民間事業者により発足した(一社)せ
とうち観光推進機構における広域連携の取組みにより、本県へのさらなる誘客を促進する。

施策体系 世界との交流を兵庫の未来へ結ぶ
所管課班 観光交流課ツーリズム政策班

施  策  名 国際ツーリズムのグローバル展開、中国等からの誘客促進



事務事業評価資料

海外プロモーション数

□実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充 □継続

説 明

①本県を訪れる外国人旅行者の4分の3を占める台湾、韓国、香港などの東アジア市場、②経済成
長に伴う旅行者数の増加により一層の訪日拡大が期待されるタイ、ベトナムなどの東南アジア市
場、③滞在日数が長く訪日期間中の消費額が大きい欧米市場を重点ターゲットとして、県内市町
や近隣府県等と連携し、各市場に合わせた海外プロモーションを実施することにより、海外から
の誘客を促進していく。

訪日外客数（兵庫県）
※H28年度にH29年度以降の
目標を新たに設定。【新目
標】H32年度に300万人達成
（各年度約18.6%増）

300万人
（H28年度まで
の目標はH31年
度までに120万

人）

H32 － －

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

大阪や京都など外国人旅行者の受入上位地域との差が拡大しており、県内主
要観光地以外への周遊も乏しい状況であることから、外国人旅行者を兵庫県
に呼び込む施策が必要。このため、新たな3カ年の「ひょうごツーリズム戦
略」（H29～31年度）に基づき、プロモーション、情報発信、受入基盤整備に
かかる施策を総合的に展開していく。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・事業実施にあたっては、民間事業者との連携や、国の交付金を獲得するな
ど、効率化・コスト削減の取組を実施。
・プロモーションについても、ターゲットを事業ごとに区分し、より効果
的・総合的に執行する。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

訪日外客数（兵庫県）は、H27年に当初の目標（90.6万人）を大幅に上回る
128.3万人を達成した。今回、さらに高い目標を設定し、訪日外客数の増加に
むけて本事業を推進し、目標達成に努める。

旅行商品造成件数 10件 毎年度 － －
10件

－ － 100.0%
(4,792 千円)

180万人

12件
－ － 100.0%

(3,994 千円)

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

12件 毎年度 － －

－ － 60.0%

(266 千円/万人)

1.0人

0 千円 0 千円 47,922 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
※ H28当初予算額には、H27補正
による前倒し分8,091千円を含む

従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 19,904 千円

1.0人

0 千円 0 千円 8,114 千円

事業内容

①ひょうごゴールデンルート推進事業（16,110千円）
　外国人旅行者が多い「神戸、姫路城、城崎温泉」をつなぐ周遊ルートを設定・提案し、
　兵庫観光のインバウンド観光ブランド力の向上を図り誘客を促進
②ひょうご国際観光デスクの設置（5,760千円）
　海外リピーター市場（韓国、台湾、香港、タイ）にインバウンド観光の現地窓口を設置
③外国人ドライブ旅行の促進（500千円）
  山陰・瀬戸内・四国10県において、ドライブパス企画を含めたドライブキャンペーンを展開
④ビジットHyogo連携促進事業（5,000千円）
　国、他府県、民間事業者等と連携し、テーマ設定のファムトリップ（招聘旅行）を催行
　○テーマ：アート、スキー、瀬戸内　等
⑤海外向け戦略的観光プロモーション事業（12,438千円）
　○英、中、韓、仏語の専門員を窓口に配置し、海外メディア等への対応や情報発信等を実施

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費①　　 0 千円 0 千円 39,808 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 19,904 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
インバウンドプロモーションの推進
インバウンドプロモーション事業（平成29年度～）

連 絡 先 078-362-3340

事業目的
2019年のラグビーワールドカップ、2020年の東京オリンピック・パラリンピック、2021年の関西
ワールドマスターズゲームズを見据え、訪日外国人旅行者をターゲットとした交通割引や受入環境
整備、情報発信等を総合的に展開し、訪日外国人旅行者の本県への誘客を促進する。

施策体系 世界との交流を兵庫の未来へ結ぶ
所管課班 観光交流課ツーリズム政策班

施  策  名 国際ツーリズムのグローバル展開、中国等からの誘客促進



事務事業評価資料

□継続 □実施手法の見直し

□廃止 □縮小 □統合 □凍結(休止) □延長 □終期設定
実
施
方
針

方 向 性
　■新規 □拡充

説 明
トリップアドバイザーとの連携や、スマートフォンアプリの活用等、新しい手法に取り組むこ
とにより、関西を訪れる外国人旅行者を兵庫県に呼び込み、目標達成に向け効果的にインバウ
ンド施策を展開していく。

自
己
評
価

事業の必要性・有効性

①世界的な知名度のあるトリップアドバイザーと連携することで、外国人
旅行者に訴求する効果的な情報発信ができる。
②関西を訪れる外国人旅行者が大阪や京都に集中している状況を踏まえ、
関空や道頓堀、ＪＲ京都駅周辺など旅行者が多く集まるスポットで、集中
的に情報発信を実施することにより、効果的にＰＲを行うことができる。

事業コストに対する評価、
見直し状況

・民間事業者や自治体との連携、国の交付金を獲得するなど、効率化・コ
スト削減の取組を実施。
・情報発信を行うターゲットを絞り込み、効率的な執行を図る。

目標の達成度に対する
評価、今後の見通し

訪日外客数（兵庫県）は、平成27年に当初の目標（90.6万人）を大幅に上
回る128.3万人を達成した。今回、さらに高い目標を設定し、訪日外客数の
増加にむけて本事業を推進し、目標達成に努める。

事業目的の
達 成 度 を
示 す 指 標

指標名

－ － 60.0%
(54千円/万人)

トリップアドバイザー
都道府県別口コミ数
ランキング※H27年度12位

10位以内 毎年度 － － 10位

訪日外客数（兵庫県）
※H27年実績128万人から、各
年度約18.6%増

300万人 H32 － －
180万人

－ － －

達成率（％）

目標値 年度 H27 H28 H29

0.4人

0 千円 0 千円 9,780 千円

目　　標 27年度
実績

28年度
見込み

29年度
目標

総コスト（①＋②）
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

人件費②
従事人員 0.0人 従事人員 0.0人 従事人員

0 千円

一般財源 0 千円 0 千円 3,267 千円

0.4人

0 千円 0 千円 3,246 千円

事 業 内 容

①口コミコンテンツによる魅力基盤形成事業
　「トリップアドバイザー」（世界最大の旅行口コミサイト）と連携し、本県観光地の知名
　度・魅力の向上を図り、誘客を促進
　○「兵庫県×トリップアドバイザー」コラボステッカーやフラッグを作成し、県内観光施
　　設等に掲示することで、旅行者への情報発信と満足度の向上を図り、口コミ投稿を増大
　　させて、県内誘客を促進
　○県内観光事業者向け事業活用・促進セミナーの開催　等
②スマートフォンアプリを活用した情報発信事業
　スマートフォンアプリを活用し、外国人旅行者に対して、本県観光関連情報をプッシュ配
　信でダイレクトに周知することにより、本県の食や宿泊場所、観光地の魅力を発信し、
　県内消費の拡大や滞在型観光を推進
　○実施内容：訪日外国人旅行者に数多くダウンロードされているアプリを活用し、
　　　　　　　「ミシュランガイド兵庫2016特別版」等の情報をプッシュ配信
　○事業主体：県、神戸市等により設置する協議会
　○負担割合：県1/2、神戸市等1/2

事
業
に
要
す
る
コ
ス
ト

区　　　　分 27年度決算額 28年度当初予算額 29年度当初予算額

事業費① 0 千円 0 千円 6,534 千円

財
源
内
訳

国庫支出金 0 千円 0 千円 3,267 千円

県債 0 千円 0 千円 0 千円

その他(　　　　　　　　　) 0 千円 0 千円

事 業 名
インバウンド対策情報の発信
インバウンド対策情報発信事業（平成29年度～）

連 絡 先 078-362-3697

事 業 目 的
2019年のラグビーワールドカップ、2020年の東京オリンピック・パラリンピック、2021年の関西
ワールドマスターズゲームズを見据え、世界へ向けた情報発信等を総合的に展開し、訪日外国人
旅行者の本県への誘客を促進する。

施 策 体 系 世界との交流を兵庫の未来へ結ぶ
所管課班 観光交流課ツーリズム政策班

施  策  名 国際ツーリズムのグローバル展開、中国等からの誘客促進


